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Ⅰ．調査報告・論文等



サテライトを拠点とした大学開放の展望

―八戸市民に対するアンケート調査から―

藤　田　昇　治

１．はじめに

　平成１４年６月に、「弘前大学八戸サテライト」がオープンした。これまで、弘前大学は、

青森県の西側にあり、大学としての様々な事業展開は、必ずしも東側に位置する八戸地区

で十分おこなわれてこなかった、ということができよう。

　弘前大学では、「地域に根ざした大学づくり」を図る一環として、平成１４年６月に「弘前

大学八戸サテライト」を開設した。

　八戸市において、教育委員会や商工会議所、職業安定所、その他民間企業などで、聞き

取り調査を行い、「八戸サテライト」開設を契機として弘前大学にどのような要望をもっ

ているのか（実施すべき事業や調査研究活動など）、把握した。（２）２０際以上７５歳未満の八

戸市民に対する無作為抽出アンケート調査を実施し、日常的な学習活動の展開状況を把握

するとともに、弘前大学への期待（公開講座・講演会等の学習機会の提供、シーズ説明会

などの開催等）について、明らかにした。

２．調査の概要

　調査は、平成１４年９月に、郵送により実施した。２０歳以上７５歳未満の男女１パーセント

１,７００人を無作為抽出し、返信用封筒を同封して調査票を郵送した。回答は３５５人からあ

り、回収率は２０.９％となっている。これまでのアンケート調査と比較するとやや回収率が

低い、ということができよう。

　今回は、返信用の封筒については切手を貼らずに、実際に投函されたものについてのみ

後日郵便料金を支払う、「料金後納」方式を採用した。このことも、回収率を低下させる要

因の一つになったと考えられる。

　調査内容は５つに大別されている。すなわち、「１．フェースシート（年代、性別、学

歴、居住年数、職業）」、「２．日頃感じていることや学習活動」、「３．弘前大学主催の学習

事業」、「４．サテライト」、「５．今後の弘前大学の在り方」、である。

３．調査結果の概要とその特徴

　（１）フェースシート
　〈年　　齢〉

　図－１に示すように、回答者の中では、５０代の占める割合が２３.４パーセント（８３人）

と、最も多かった。次いで、４０代が２１.４パーセント（７６人）、６０代が２０.８パーセント（７４

人）、３０代が１９.４パーセント（６９人）となっている。その差は大きいとは言い難い。
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　これに対して、２０代は８.７パーセント（３１

人）、７０代が６.２パーセント（２２人）であるこ

とから、回答者は年齢構成からすると３０～５０

代が中心になっている、ということができ

る。

　〈性　　別〉

　回答者を性別で区分すると、図－２のよう

に、男性が４２.８パーセント（１５２人）であるの

に対して女性は５６.３パーセント（２００人）と

なっており、１３.５ポイントも女性が高くなっ

ている。このことは、このアンケートについ

ては女性の方が比較的関心が高かった、とい

うことができよう。

　〈卒業学校〉

　卒業学校について、「中学校（尋常小学

校・尋常高等学校を含む）」、「高校（旧制中

学校を含む）」、「短大・大学（旧制高等学

校・専門学校・高等専門学校を含む）」、「大

学院（旧制大学を含む）」の４つに区分して質

問した。

　この結果は、図－３に示すように、最も多かったのが「高校」で５０.４パーセント（１７９

人）、次いで「短大・大学」が３１.５パーセント（１１２人）となっている。「中学校」は１７.２

パーセント（６１人）を占め、「大学院」はわずかに０.８パーセント（３人）であった。

　現在、青森県の短大・大学への進学率がおよそ３５.５パーセントであることと比較する

と、先にみたように回答者の中で３０～５０代の占める比重が高いことも考慮に入れると、

比較的短大・大学卒業者の占める比重が高いものと推測される。 
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図－１　回答者の年代別内訳

図－２　回答者の性別内訳
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図－３　卒業（在学）学校内訳



　〈居住年数〉

八戸市に対する帰属意識や、コミュニティ

に関する関わり方などに関連することとし

て、八戸市にどれだけの期間居住している

のか、ということが比較的大きな要素とし

て捉えることが可能である、と考える。

　アンケート調査では、八戸市での居住年

数を、「１０年未満」、「１０年以上２０年未満」、

「２０年以上」の三段階で区分して選択肢を

設定した。

　この質問項目に回答状況を示したのが図

－４である。最も多かったのは、「２０年以

上」で７９.２パーセント（２８１人）と、約８割を占めている。八戸市内での移動も考えられ、

大学などに進学した際に一時八戸市を離れたという経験を持っている人も想定し得るの

ではあるが、この設問からみる限り、回答者の圧倒的多数が、八戸市に長期間居住して

いている人である、ということができよう。

　これに対して、「１０年未満」と回答した人が１１.５パーセント（４１人）であり、進学や就

職、さらに異動、転職その他の理由で、比較的近年八戸市に居住するようになった人は

およそ１割、というところである。

　〈職　　業〉

　職業については、「農林漁業」、「自営業」、「会社員・団体職員」、「教員（幼稚園・小

中学校、高校、大学を含む）」、「公務員」、「主婦（パートを含む）」、「臨時職員・日雇

い・フリーター」、「学生（短大・大学・専門学校を含む）」、「無職」、「その他」、という

１０項目に区分した。職業については、細分化して選択肢を多く設定した場合、回答者が

調査協力負担を感じて結果として回答率が低下したり、回答者の絶対数が少ないために

分析にたえない、ということが考えられるところである。

　表－１に示すように、最も多かった回答は、「主婦」で３１.０パーセント（１１０人）、次いで

「会社員・団体職員」が

２７.９パーセント（９９人）、

「無職」が１４.９パーセン

ト（５３人）などとなっ

ている。比較的高学歴

層が多い職業である

「教員」と「公務員」に

ついては、その合計が

９.８パーセント（３５人）

で、およそ１割を占め

ている。 
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図－４　居住期間別内訳

比　率実　数

１.４％５農林漁業

７.３％２６自営業

２７.９％９９会社員・団体職員

２.８％１０教員（幼稚園、小中学校、高校、大学を含む）

７.０％２５公務員

３１.０％１１０主婦（パートを含む）

２.０％７臨時職員・日雇い・フリーター

１.１％４学生（短大・専門学校・大学院を含む）

１４.９％５３無　職

４.２％１５その他

０.３％１無回答

１００.０％３５５合　　計

表－１　職業別内訳



　（２）日頃感じていることや学習活動
　〈八戸市についての感想〉

　現在居住している八戸市についてどのように感じているのかを尋ねてみた。大別し

て、肯定的な感想・意見を代表させている選択肢と、否定的な感想・意見を代表させて

いる選択肢とを設定した。前者、すなわち肯定的なものとして「住みやすいところであ

る」、「文化的な地域である」、「人情味がある」、「観光資源が豊かである」、「豊かな産業

基盤がある」、「医療施設がととのっている」、というものを設定している。これに対し

て否定的なものは、「産業基盤が弱い」、「閉鎖的な感じがする」、「何かと生活しづら

い」、「教育条件が悪い」、「古い体質を持っている」、といった選択肢である。複数回答

で選択してもらった。したがって、普段感じている事柄を、比較的正確に反映している

結果が得られたと考える。

　結果は表－２に示すように、最も多かったのは「住みやすいところである」という回

答で、５８.３パーセント（２０７人）を占めた。先に紹介したように、「２０年以上」の居住者が

約８割という状況の中では、当然のことと言えるであろう。肯定的な感想・意見を反映

させた選択肢の中では、他には「医療施設がととのっている」が２２.８パーセント（８１人）

で、「人情味がある」が１９.７パーセント（７０人）などとなっている。

　注目されるのは、否定的な感想・意見を代表させた選択肢も比較的高い比率を示して

いることである。すなわち、「古い体質を持っている」が３３.５パーセント（１２６人）と三

分の一を越え、「産業基盤が弱い」という意見や「閉鎖的な感じがする」がそれぞれ３２.４

パーセント（１１５人）、３１.８パーセント（１１３人）と、３割を越えているのである。また、

「教育条件が悪い」という意見も２９.９パーセント（１０６人）と、３割近い回答となっている。

　このようにみてくると、長年八戸市に居住してきた人の中にも、様々な地域課題を意

識している人がいる、ということが指摘できよう。
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比　率実　数

４.２％１５無回答

９.９％３５その他

３５.５％１２６古い体質を持っている

２９.９％１０６教育条件が悪い

１０.４％３７何かと生活しづらい

３１.８％１１３閉鎖的な感じがする

３２.４％１１５産業基盤が弱い

２２.８％８１医療施設がととのっている

１３.２％４７豊かな産業基盤がある

９.３％３３観光資源が豊かである

１９.７％７０人情味がある

６.２％２２文化的な地域である

５８.３％２０７住みやすいところである

２８３.７％１００７合　　計

表－２　八戸市という地域に感じていること



　〈自由時間の過ごし方〉

　学習活動を行う上で、自由時間をどのように過ごしているのかということは、非常に

関心のあるところである。勿論、「暇だから学習する」ということにはならないが、時間

的に余裕がないので学習活動に参加できない、ということはよく耳にすることである。

では、自由時間をどのように過ごしているのであろうか。

　複数回答の中で最も多かったのは、表－３に示すように、「テレビ・ビデオを楽しむ」

で５７.５パーセント（２０４人）、次いで「休息を取る」が５１.８パーセント（１８４人）となってい

る。この他、「趣味や音楽などを楽しむ」が４６.５パーセント（１６５人）や「家族団らんの時

間とする」が３７.７パーセント（１３４人）、「友人と交遊する」が３４.４パーセント（１２２人）な

どが比較的高い比率を示している。

　「家族との団らん」などは、年齢・性別・家族状況などによって異なる傾向を示すと考

えられる。

　こうした選択肢の中で、「学習する」と回答したのは１３.２パーセント（４７人）であっ

た。先に紹介した「テレビ・ビデオを楽しむ」や「休息を取る」と比較すると四分の一程

度の回答ではあるが、１割を越える人が「学習する」と回答していることに注目する必

要がある、と考える。

　また、「地域や職場で社会的活動を行う」という人が９.３パーセント（３３人）、「ボランティ

ア活動をする」という人が７.９パーセント（２８人）いることについても注目する必要がある。

　〈これまでの学習活動〉

　「学習活動」をどのようなものとして捉えるのか、ということについては個人差が大き

いと考える。この設問ではいくつかの選択肢を設定して「学習活動」を限定しているの

だが、本質的な議論はあえて回避したまま分析を進めていきたい。

　最も多かった回答は、表－４に示すように「学習活動はしていない」というもので、

４０.３パーセント（１４３人）の回答があった。約４割の人は自己評価として、「学習活動を

していない」と捉えているのである。
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比　率実　数

２.０％７無回答

５.１％１８その他

７.９％２８ボランティア活動をする

９.３％３３地域や職場で社会的活動を行う

３４.４％１２２友人と交遊する

１３.２％４７学習する

３７.７％１３４家族団らんの時間とする

４６.５％１６５趣味や音楽などを楽しむ

５７.５％２０４テレビ・ビデオを楽しむ

２２.５％８０スポーツ・レクリエーションをする

５１.８％１８４休息を取る

２８７.９％１０２２合　　計

表－３　自由時間の使い方



　一方、「学習活動」として選択されたものでは、「自治体（公民館や地区公民館などを

含む）が主催する講座・講演会などに参加した」が最も多く、２８.５パーセント（１０１人）

を占めた。次いで、ほぼ同じ数値で「博物館・図書館を利用した」が２６.５パーセント（９４

人）選択されている。この他、「民間企業が主催するセミナー・研修会などに参加した」

が１８.３パーセント（６５人）の回答となっている。

　ここでは、いわゆる公的な社会教育が学習活動の場として利用されている、というこ

とを確認することができる。それはまた、八戸市における教育行政・社会教育職員の努

力の積み重ねが反映されている、ということができよう。

　なお、こうした学習活動については、個人の学習歴や職業・年齢などとの関連も深い

ものと考えるが、回答者の絶対数が必ずしも多くはないので、十分分析することができ

ない。

〈学習したい内容〉

　「現在学習したいと思っていること」を尋ねてみた。これに対する回答としては、表－

５に示すように「趣味に関すること」が最も多く、４９.９パーセント（１７７人）と、約半数を

占めた。次いで、「一般教養的なこと」が３２.４パーセント（１１５人）で、「医療・健康に関

すること」は３１.５パーセント（１１２人）であった。

　このようにみてくると、「趣味に関すること」の回答の高さが目立つが、「一般教養的

なこと」とほぼ同じ数値で「医療・健康に関すること」が３割を越えている点に注目す

る必要がある。年代によって「医療・健康」に関する関心度に違いがあること、また、そ

の内容にも違いがあることが推測されるところである。

　なお、「仕事に関すること」も２６.５パーセント（９４人）と、四分の一を超える回答が

あったことは、今後教育行政や大学などがキャリアアップ教育やリカレント教育などで

積極的な役割を果たすべきである、ということを示唆していると考える。
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比率実数

３.４％１２無回答

９.０％３２その他

４０.３％１４３特に学習活動はしていない

１４.９％５３インターネットを活用した

２.３％８大学の公開講座や講義を受講した

９.６％３４
地域婦人会や老人クラブ・PTA等の活動の中で学習の性格が強
い事業に参加した

３.１％１１農協・漁協・商工会等が開催する学習会・研修会に参加した

２６.５％９４博物館・図書館を利用した

９.６％３４通信教育（放送大学を含む）を受講した

９.３％３３カルチャーセンターなどが主催する講座・事業などに参加した

１８.３％６５民間企業が主催するセミナー・研修会などに参加した

２８.５％１０１
自治体（公民館や地区公民館などを含む）が主催する講座・講
演会などに参加した

１７４.６％６２０合　　計

表－４　学習活動の形態



　（３）弘前大学主催の学習事業
　〈弘前大学との関わり〉

　「弘前大学についてどのように関わりを持ってきましたか」という質問に対する回答

状況を図－５に示した。「何等関係はない」という回答が最も多く、４４.２パーセント

（１５７人）の回答があった。次いで、「弘前大学を親類や親しい友人が受験（在学）した

ことがある」という回答が３１.３パーセント（１１１人）と多くなっている。

　ここで注目したいのは、「弘前大学を自分や家族が受験（在学）したことがある」とい

う回答が１１.５パーセント（４１人）あることである。これと先の「弘前大学を親類や親し

い友人が受験（在学）したことがある」とを合計すると、４４.８パーセントになる。この回

答は重複して回答している人もいる可能性はあるのだが、それにしても半数近い人が弘

前大学を受験対象の身近な存在として捉えている、ということができよう。 

－ 7 －

比　率実　数

３.１％１１無回答

３.７％１３その他

１２.７％４５国際社会に関すること

１６.６％５９地域や日本の経済・政治・社会等に関すること

１３.５％４８地域で行われている行事や出来事に関すること

７.０％２５職場の人間関係や人事管理に関すること

２６.５％９４仕事に関する専門的なこと

１３.５％４８家事や日常生活の営みに関すること

１４.６％５２子育て・教育に関すること

２２.３％７９介護・福祉に関すること

３１.５％１１２医療・健康に関すること

３２.４％１１５一般教養的なこと

４９.９％１７７趣味に関すること

２４７.３％８７８合　　計

表－５　希望する学習の内容

弘前大学を自分や家族が受験(在学)したことがある 
 
弘前大学を、親類や親しい友人が受験(在学)したことがある 
 弘前大学が開催する市民向けの事業(公開講座・講演会など)
に参加したことがある 
 弘前大学の教官が講師となった講演会・講座・研修会等に
参加したことがある 
 弘前大学の教官が書いた本・新聞記事などを読んだことがある 

 
何等関係はない 

 
関わりがあるともないともいえない 

 
無回答 

41　11.5％ 

111　31.3％ 

5　1.4％ 

25　7.0％ 

44　12.4％ 

157 

 44.2％ 
54　15.2％ 

10　2.8％ 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 
（人） 

図－５　弘前大学との関わり方



　〈市民向け事業の認識状況〉

　弘前大学が実施している様々な事業の中で、市民向け・市民が参加できる事業につい

てどの程度理解されているか、ということを尋ねた。その結果を示したのが表－６であ

る。この中では、「大学祭」という回答が最も多く、４５.８パーセント（１６２人）を占めてい

る。次いで、「公開講座・講演会・シンポジウム」が３６.９パーセント（１３１人）、「社会人

入学制度」が１５.８パーセント（５６人）となっている。

　「公開講座・講演会・シンポジウム」と回答した人が三分の一を超えていることについ

ては、このアンケート調査を実施した時期が９月中旬であって、それまでのマスコミ等を

つうじて情報提供がなされていて、比較的市民の中で認識されていたものと考えられる。

　（４）弘前大学八戸サテライトについて
　〈サテライトの認識状況〉

　平成１４年６月に開設された「弘前大学八戸サテ

ライト」について、知っている程度を尋ねてみた。

関心をもって積極的に情報を入手しようとした場

合や、たまたまニュース・新聞記事などで情報を

入手したという場合や、知人からきいたといった

ように、様々な方法でサテライトの開設を耳にす

ることはあり得る。ここでは、主観的な判断では

あるが、「よく知っている」、「少し知っている」、

「知らなかった」という選択肢で回答を求めた。

　図－６に示すように、最も多かった回答は「知らなかった」で、５９.４パーセント（２１１

人）と、約６割に達している。マスコミの報道や、弘前大学関係者などの様々な努力が

あったと考えられるのだが、約６割はそうした情報にふれていないのである。

　また、「よく知っている」と回答した人は６.８パーセント（２４人）でしかない。とはい

え、「よく知っている」と回答した人と「少し知っている」と回答した人の合計が約三分

の一に達していることは、これまで同じ青森県内にある大学とはいっても比較的なじみ

の薄い存在だった大学が、サテライトを開設したという情報を把握していることの意義

は大きい、と考える。 

－ 8 －

比　率実　数

３０.４％１０８無回答

３.４％１２その他

５.４％１９大学の教官との共同研究

４５.６％１６２大学祭

１１.３％４０病院でのボランティア

９.６％３４図書館の利用

７.６％２７聴講生・科目等履修生制度

１５.８％５６社会人入学制度

３６.９％１３１公開講座・講演会・シンポジウム

１６５.９％５８９合　　計

表－６　弘前大学の事業についての認知度

よく知って 

いる  6.8％ 

知らな 

かった 

59.4％ 

少し知って 

いる 29.3％ 

無回答 
4.5％ 

図－６　八戸サテライトの認知度



　〈サテライトの利便性〉

　サテライトの設置場所は、ＪＲ八戸駅隣の「ユートリー」というビルの中にある。ＪＲ

を利用する人にとっては交通の便が良い場所と考えられるが、八戸市の場合、市役所な

どのある官庁街・デパート・飲食店などの多い繁華街からは比較的離れたところに位置

している。そこで市民にとって交通の便からするとどのように受けとめられているの

か、ということを尋ねてみた。

　　（１）公共交通機関について

　最も多かった回答は、図－７に示すように

「多少不便である」で、３６.１パーセント（１２８

人）を占めた。次いで「多少便利である」が

２５.９パーセント（９２人）であった。

　「多少不便である」という回答と「とても不

便である」という回答の合計は５４.１パーセン

ト（１９２人）となり、過半数を超えている。こ

れに対して、「とても便利である」と「多少便

利である」の合計は３２.４パーセント（１１５人）

にとどまっている。不便な場所であると感じ

ている人が、２１.７ポイントも上回っているの

である。その意味では不便に感じている人が

多いということを否定することができないに

しても、近隣の地域からＪＲやバスを利用する人を視野に入れて事業展開を図った

り、今後公共交通機関の整備などを求めていく必要がある、ということであろう。

　　（２）駐車場について

　今日では自動車で移動する人も多いのだ

が、駐車場の利便性について尋ねてみた。図

－８に示すように最も多かったのは、「多少

不便である」という回答で、３０.１パーセント

（１０７人）を占め、「とても不便である」という

回答との合計は５０.９パーセント（１８１人）と、

過半数を超えている。これに対して、「とて

も便利である」と「多少便利である」との合

計は１８.０パーセント（６４人）と２割に満たず、

自家用車の利用の面でも不便さを感じている

人が多いのである。

　なお、「わからない」という回答が２３.１パー

セントに達しているが、多くは自家用車を積極的に利用していないことからきている

ものと考える。

－ 9 －

とても便 
利である 
6.5％ 

比較的便 
利である 
25.9％ 

多少不便 
である 
36.1％ 

とても不 
便である 
18.0％ 

わからない 
9.6％ 

無回答 
3.9％ 

図－７　「八戸サテライト」の会場の
利便性（交通機関）

とても便 
利である 
2.5％ 

比較的便 
利である 
15.5％ 

多少不便 
である 
30.1％ 

とても不 
便である 
20.8％ 

わからない 
23.1％ 

無回答 
7.9％ 

図－８　「八戸サテライト」の会場の
利便性（駐車場）



　〈今後の事業展開について〉

　　（１）公開講座・講演会

　サテライトで今後展開される事業にどの程

度関心を持っているのか、という質問に対し

ては、図－９に示すように「テーマによって

は関心がある」という回答が非常に多く、

７１.５パーセント（２５４人）の回答があった。こ

のことは、会場の利便性とは別に、テーマ・

内容によっては市民の積極的な参加があり得

る、ということを確認することができよう。

　　（２）研究成果・技術開発・技術移転などの説明会

　図－１０に示すようにここでも「テーマに

よっては関心がある」という回答が最も多

く、５２.４パーセント（１８６人）の回答があっ

た。過半数の人がテーマ・内容によっては研

究成果・技術開発・技術移転などの説明会に

も参加を得ることが可能であると回答してい

ることは、弘前大学の研究活動に関心を持っ

ている人が多い、ということができよう。

　前問の「公開講座・講演会」と比較した場

合、「テーマによっては関心がある」という

回答がおよそ２０ポイントほど低くなってい

る。これは、「公開講座や講演会が一般市民

を対象としているのに対して、技術移転などの説明会は企業の担当者などの特定の人

が対象になっている」、というイメージがあることに起因すると考える。

　　（３）職業人向けの専門的な研修（リカレント教育）

　これについても、図－１１に示すように

「テーマによっては関心がある」と回答して

いる人が５１.５パーセント（１８３人）を占め、関

心が高いということができよう。職業人向け

ということであり、高齢で無職の人や主婦の

一部の人の場合は「あまり関心がない」と回

答していることが考えられることから、そう

した人をのぞいた有職者の中では非常に関心

が高い、と捉えることができよう。弘前大学

が総合大学であるという特徴をいかし、様々

なテーマ・内容の研修（リカレント教育）が

提供できる、と考える。

－ 10 －

とても関 
心がある 
5.6％ 

テーマによっては 
関心がある 71.5％ 

あまり関 
心はない 
11.0％ 

ほとんど 
関心はない 
6.8％ 

無回答 
5.1％ 

図－９　公開講座・講演会への関心度

Ë¥

とても関 
心がある 
6.8％ 

テーマによっては 
関心がある 52.4％ あまり関 

心はない 
22.3％ 

ほとんど 
関心はない 
11.8％ 

無回答 
6.8％ 

図－１０　技術移転等の説明会に対する
関心度

とても関 
心がある 
9.6％ 

テーマによっては 
関心がある 51.5％ 

あまり関 
心はない 
23.9％ 

ほとんど 
関心はない 
8.7％ 

無回答 
6.2％ 

図－１１　リカレント教育への関心度



　　（４）医療・健康や経営、教育などに関する相談

　ここでは、「相談」活動についての要望を尋

ねてみた。「医療・健康」というテーマ・内容

と経営相談や教育問題などでは、関心を持って

いる人の階層（ここでは、年齢、性別、職業など

による違いを総括的に階層という用語で示して

いる）が異なる場合、当然関心度も異なってく

る、と考える。とはいえ、図－１２に示すよう

に、「テーマによっては関心がある」という回答

が５６.６パーセント（２０１人）を占め、「とても関心

がある」の２２.５パーセント（８０人）と合計する

約８割の人が感心を持っていることになる。これまで検討してきた公開講座・講演会

や説明会などとは異なる「相談」活動への関心が非常に高い、ということである。

　こうしたニーズを受けて、直接教官がサテライトに出向くほかにも、遠隔教育シス

テムを利用することも積極的に検討する必要がある、と考える。

　　（５）通信を利用した講義（授業）の公開

　通信システムを利用して大学の正規の講義を

受講できるようにすることは、現時点では弘前

大学で実施してはいない。しかし、そうするこ

とへの期待・関心がどの程度あるのか、を尋ね

てみた。

　図－１３に示すように、最も多かった回答は

「テーマによっては関心がある」で、４９.９パーセ

ント（１７７人）と、ほぼ半数であった。先に紹介

した「公開講座・講演会」の場合と比較すると

「テーマによっては関心がある」という回答が２０

ポイント以上低いのではあるが、「とても関心がある」という回答も６.５パーセント（２３

人）あることを考慮した場合、積極的に実施することを検討する必要がある、と考える。

　　（６）通信を利用した研究指導・共同研究

　サテライトを会場とした事業として考えられ

ることに、通信を利用した研究指導・共同研究

もある。図－１４に示すように、これについても

「テーマによっては関心がある」という回答が

４３.９パーセント（１５６人）あることが注目され

る。回答者の認識として「研究指導・共同研

究」がどのようなものかは判然とはしないのだ

が、企業活動・地域課題・趣味その他様々な

テーマ・内容で設定し得るところである。

－ 11 －

とても関 
心がある 
22.5％ 

テーマによっては 
関心がある 56.6％ 

あまり関 
心はない 
11.5％ 

ほとんど 
関心はない 
3.9％ 

無回答 
5.4％ 

図－１２　医療等の相談への関心度

とても関 
心がある 
6.5％ 

テーマによっては 
関心がある 49.9％ 

あまり関 
心はない 
27.0％ 

ほとんど 
関心はない 
10.4％ 

無回答 
6.2％ 

図－１３　通信利用の講義への関心度

とても関 
心がある 
3.4％ 

テーマによっては 
関心がある 43.9％ 

あまり関 
心はない 
33.0％ 

ほとんど 
関心はない 
13.8％ 

無回答 
5.9％ 

図－ １４　通信利用の研究指導等への関心度



　〈今後開催してほしい公開講座・講演会の内容〉

　興味関心のあるテーマ・内容を尋ねたところ、表－７に示すように最も多かったのは

「生活向上・生活に役立つ知識の習得に関すること」が４７.３パーセント（１６８人）を占め

た。次いで、「生きがいづくりに関すること」が多く、４０.６パーセント（１４４人）であった。

以下、「教養を高めること」が３４.６パーセント（１２３人）、「職業に関する知識・技能など

の習得に関すること」が３２.４パーセント（１１５人）、「社会の動き・現代社会に関するこ

と」が３１.８パーセント（１１３人）などとなっている。

　全体としては生活に役立つ知識・一般教養に関する知識の比重が高いが、職業に関す

ることにも関心が高いということができよう。先に検討した「職業人向けの専門的な研

修（リカレント教育）」への関心の高さとも関連している、と考える。

　（５）今後の弘前大学の在り方
　〈弘前大学についてのイメージ〉

　弘前大学についてのイメージを尋ねたのだが、表－８に示すように回答としては「若

い人が勉強するところである」というのが最も多く、４３.７パーセント（１５５人）を占めた。

もっとも、これは弘前大学に限定したイメージではなく、大学一般についてのイメージ

である、ということができよう。次いで「専門的な調査研究を行っているところである」

が３５.２パーセント（１２５人）と、比較的高い比率を示している。

　一方、「よくわからない」という回答が２１.４パーセント（７６人）と２割を超え、「生涯

学習に利用できるところである」という回答がわずか６.５パーセントに過ぎないことを

考えると、弘前大学の事業について情報不足であることを反映しているのは否めない。

－ 12 －

比　率実　数

７.０％２５無回答

２.０％７その他

２３.１％８２社会的な活動に役立つ知識（ボランティア論やリーダー養成など）

４７.３％１６８生活向上・生活に役立つ知識の習得に関すること

３２.４％１１５職業に関する知識・技能などの習得に関すること

１６.６％５９専門的・高度な知識に関すること

３１.８％１１３社会の動き・現代社会に関すること

３４.６％１２３教養を高めること

４０.６％１４４生きがいづくりに関すること

２３５.５％８３６合　　計

表－７　希望する公開講座の内容

比　率実　数

４.５％１６無回答

２.３％８その他

２１.４％７６よくわからない

６.５％２３生涯学習に利用できるところである

４３.７％１５５若い人が勉強するところである

１３.０％４６難しい学問をしていて近づきにくいところである

２６.５％９４社会で働くために資格を取得するところである

２８.７％１０２学術・文化の中心で、良識の府である

３５.２％１２５専門的な調査研究を行なっているところである

１８１.７％６４５合　　計

表－８　弘前大学についてのイメージ



　〈弘前大学の八戸地域への貢献について〉

　「弘前大学が八戸地域に貢献していると思うか」と尋ねたところ、図－１５に示すよう

に最も多かった回答は「わからない」の４１.１パーセント（１４６人）であった。「多少の貢献

をしていると思う」という回答が２４.８パーセント（８８人）で、「多少の貢献はしていると

思うが少し不満」が２３.１パーセント（８２人）であることを考えると、「わからない」とい

う回答は判断材料をもたないという、率直な感想であろう。

　〈調査研究の成果の紹介について〉

　「弘前大学が調査研究の成果を充分八戸市民に紹介していると思うか」という設問に

対しても、図－１６に示すように「わからない」という回答が最も多く、４０.３パーセント

（１４３人）を占めた。前問とほぼ同じ傾向にあるといえよう。

　しかし、「大いに不足していると思う」が２６.８パーセント（９５人）で、「少し不足して

いると思う」の１７.７パーセント（６３人）との合計が４４.５パーセント（１５８人）にも達して

いることからすると、公開講座・講演会の開催などによる学習機会の提供の他にも、多

様な形態で情報提供していくことが必要とされている、ということができよう。
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図－１５　弘前大学の地域への貢献について
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図－１６　調査研究の成果の紹介に対する評価



　〈人材育成について〉

　「弘前大学で八戸地域にとって必要な人材が育成されていると思うか」という質問に

対しては、図－１７に示すように「わからない」という回答が最も多く３８.９パーセント

（１３８人）となっている。これもこれまでの設問とほぼ同様の傾向を示していると考える。

　しかし、「それなりになされていると思う」という回答が２９.０パーセント（１０３人）で、

「充分なされていると思う」という回答の３.４パーセント（１２人）とを合計すると、およ

そ三分の一が肯定的な評価をしている、と捉えることができよう。先に、受験先として

弘前大学が一定の評価を受けていることを紹介したが、この他にも教員や医療関係者な

どに弘前大学卒業生が活躍していることなども考慮されている結果である、と考える。

　〈弘前大学での講義や研究指導を受けることについて〉

　「弘前大学で講義を聴いたり、研究の指導を受けてみたいか」という質問に対して、図－

１８に示すように最も多かったのが「少ししてみたい」という回答で、３４.６パーセント

（１２３人）であった。「大いにしてみたい」の１０.４パーセントと合計すると半数近い人が

関心を持っている、ということができよう。

　一方で、「そんなことができるとは知らなかった」という回答も２８.５パーセント（１０１人）

あり約３割になることは、やはり充分な情報提供がなされていない、ということであろう。
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図－１７　人材育成に対する評価
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図－１８　講義の受講・研究指導への期待



　〈弘前大学に期待すること〉

　どのようなことを弘前大学に期待しているのか、という質問に対する回答は興味深

い。表－９に示すように、最も多かったのが「医学・医療を充実させて欲しい」という

回答で、６０.６パーセント（２１５人）と、６割を超えている。このことは、回答者の中で医

療・健康に関心を持っている人が多いということもあるが（先の質問で、学習したい内

容として「医療・健康に関すること」を選択した人が３割を超えており、関心が高いことが

確認されている）、八戸地域における医療機関の整備状況が必ずしも充分ではない、医療

関係者の養成も必ずしも充分なされていない、ということを反映していると考える。

　この他、「地域産業を活性化させるような技術開発や技術移転をおこなって欲しい」

が４９.０パーセント（１７４人）で約半数の人が回答している。地域産業の不況の長期化、失

業者の増大といった状況の下で、大学に期待することとして産業活性化につながる研

究・技術開発に焦点が当てられている、ということができよう。

　以上の課題とも関連すると考えられるのだが、「地域にとって有用な人材を育成して

欲しい」が４０.０パーセント（１４２人）を占めている。大学が果たすべき社会的役割とし

て、「人材の育成」にも大きな期待が寄せられている、ということである。

　以下、「「文化の振興に大きな役割を果たして欲しい」が３２.１パーセント（１１４人）、ほ

ぼ同数で、「大学でおこなわれていることに関する情報提供を積極的に行って欲しい」

が３１.０パーセント（１１０人）、などとなっている。

　最後の項目については、これまで八戸地域で弘前大学がおこなってきた活動がきわめ

て限定されたものであったこと、今後サテライトを拠点として多様な事業展開が考えら

れることなどからも、重視すべき点であると考える。
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比　率実　数

２.３％８無回答

２.８％１０その他

３.１％１１期待することは特にない

３１.０％１１０
大学でおこなわれていることに関する情報提供を積極的に行って
欲しい

１１.３％４０地域住民が気軽に相談できる窓口を作って欲しい

２４.５％８７大学入試を改善し、希望者が入学・学習しやすいようにして欲しい

４０.０％１４２地域にとって有用な人材を育成して欲しい

２５.９％９２社会人が入学したり、学習しやすいようにして欲しい

２７.０％９６公開講座や講演会などを多数開催してほしい

２５.４％９０
大学での講義を気軽に聴講したり、インターネットで受講できるよ
うにして欲しい

１９.２％６８調査研究の成果を利用しやすくして欲しい

２６.２％９３調査研究の成果を積極的に公開して欲しい

３２.１％１１４学術・文化の振興に大きな役割を果たして欲しい

６０.６％２１５医学・医療を充実して欲しい

４９.０％１７４
地域産業を活性化させるような技術開発や技術移転をおこなって
欲しい

２７.０％９６市や青森県に関する調査研究を進めて欲しい

４０７.３％１４４６合　　計

表－９　弘前大学への期待



４．むすび

　最後に、アンケート調査の結果をふまえ、次の点を確認しておきたい。

　第一に、市民の学習活動は比較的活発であり、公民館や博物館・図書館などの利用も積

極的である。

　第二に、弘前大学との関わりでも、４割以上が「親類・知人・家族・自分が受験した」と

いうことで、それなりに身近な大学として捉えている人も多い。

　第三に、現在、「弘前大学八戸サテライト」が開設されたことを知っている人は４割に満

たず、場所として不便だと思っている人が５割を超えているものの、サテライトで今後展

開される事業に関心を持っている人は多い。

　「公開講座・講演会など」では８割近くの人が、「シーズ説明会」では６割近くの人が、

「職業人向け研修会」では６割を超える人が、「医療・教育などでの相談事業」では８割近

くの人が、「通信システムを利用した講義の受講や共同研究・研究指導」についても５割

前後の人が関を持っている。

　第四に、こうした条件をふまえると、多様な「大学開放」事業の展開が必要とされている

ことは明らかであり、また、その現実的な可能性が存在していることを確認することがで

きる。

　この調査は、学内研究費の補助を受けて実施したものである。

　末尾ながら、この調査を実施するにあたって協力していただいた八戸市教育委員会の小

高社会教育課長さんをはじめ、多くの方々に謝意を表したい。
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　「弘前大学八戸サテライト」に関する

 アンケート調査のお願い　

　

　皆様にはますますご清祥のことと存じます。

　「生涯学習時代」と言われる今日、弘前大学では、県民を対象とする公開講座や

講演会を開催するほか、社会人入学制度や科目等履修生・聴講生といった制度に

より、社会人も幅広く大学で学ぶ条件を充実させてきています。

　また、附属図書館は一般にも利用を開放しています。

　今年６月、弘前大学では「八戸サテライト」を八戸駅前にある「ユートリー」４

階に開設いたしました。

　これまで、距離的・歴史的条件等から、必ずしも弘前大学の持つ「研究と教育」

の機能が八戸地区で積極的にいかされてきた、とは言いがたい状況にありまし

た。しかし、今回のサテライト開設を契機として、サテライトを会場として公開

講座・講演会を開催するほか、様々な事業の実施を計画しております。そこで、

事業を企画する上で、八戸市民へのアンケート調査を実施しニーズを把握した

い、と考えた次第です。

　つきましては、ご多忙のこととは存じますが、率直なご意見等を記入していた

だきたく、お願いいたします。

　今回の調査は、八戸市教育委員会の協力を得て、八戸市在住の２０～７４才の男女

約１７万人のうち、無作為で１パーセントを抽出し、郵送で協力をお願いしている

ところです。プライバシーの保護等には万全を期しております。

　なお、ご不明な点がありましたら、下記のところまでご連絡下さい。

　　　　　　　　　　　　弘前大学生涯学習教育研究センター

 （弘前市文京町１　電話・FAX　０１７２－３９－３１４８）

ご記入の上、１０月１０日（木）までに、同封の封筒でご返送願います。

切手は必要ありません。
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〈あなたご自身のことをおたずねします。〉

【１】 あなたの年齢は次のどれですか。あてはまるも

のに◯をつけて下さい。

　　　なお、平成１４年９月１日現在でお答え下さい。

　①２０代　　　②３０代　　　③４０代　　　④５０代

　⑤６０代　　　⑥７０代

【２】 あなたの性別をお答え下さい。

　①男性　　　②女性

【３】 あなたの卒業（在学）学校は次のどれになりま

すか。あてはまるものに◯をつけて下さい。

　①中学校卒業（尋常小学校・高等小学校を含む）

　②高校（旧制中学・師範学校・高等女学校を含む）

　③短大・大学（旧制高等学校・専門学校・高等専門

学校を含む）

　④大学院（旧制大学を含む）

【４】 八戸市に住むようになってどれくらいになりま

すか。次の中から選んで下さい。他出したこと

がある人は、合計の年数でお答え下さい。

　①１０年未満　　②１０年～２０年未満　　③２０年以上

【５】 あなたの職業についておたずねします。次の中

から選んで下さい。２つ以上あてはまる場合

は、主なものに１つ◯をつけて下さい。

　①農林漁業

　②自営業

　③会社員・団体職員

　④教員（幼稚園、小中学校、高校、大学を含む）

　⑤公務員

　⑥主婦（パートを含む）

　⑦臨時職員・日雇い・フリーター

　⑧学生（短大・専門学校・大学院を含む）

　⑨無職

　⑩その他

〈日頃感じていることや学習活動についておたずねし

ます。〉

【６】 あなたは八戸市についてどのように感じていま

すか。あてはまるものすべてに◯をつけて下さい。

　①住みやすいところである

　②文化的な地域である

　③人情味がある

　④観光資源が豊かである

　⑤豊かな産業基盤がある

　⑥医療施設がととのっている

　⑦産業基盤が弱い

　⑧閉鎖的な感じがする

　⑨何かと生活しづらい

　⑩教育条件が悪い

　⑪古い体質を持っている

　⑫その他（具体的に記入して下さい）

【７】 あなたは自由時間を主にどのように使っていま

すか。次の中からあてはまるものすべてに◯を

つけて下さい。

　①休息を取る

　②スポーツ・レクリエーションをする

　③テレビ・ビデオを楽しむ

　④趣味や音楽などを楽しむ

　⑤家族団らんの時間とする

　⑥学習する

　⑦友人と交遊する

　⑧地域や職場で社会的活動を行う

　⑨ボランティア活動をする

　⑩その他（具体的に記入して下さい）

【８】 あなたはこれまでどのように学習活動を行って

きましたか。

　　　この３年間くらいで、あてはまるものすべてに

◯をつけて下さい。

　①自治体（公民館や地区公民館などを含む）が主催

する講座・講演会などに参加した

　②民間企業が主催するセミナー・研修会などに参加

した

　③カルチャーセンターなどが主催する講座・事業な

どに参加した

　④通信教育（放送大学を含む）を受講した

　⑤博物館・図書館を利用した

　⑥農協・漁協・商工会等が開催する学習会・研修会

に参加した

　⑦地域婦人会や老人クラブ・ＰＴＡ等の活動の中で

学習の性格が強い事業に参加した

　⑧大学の公開講座や講義を受講した

　⑨インターネットを活用した

　⑩特に学習活動はしていない

　⑪その他（具体的に記入して下さい）

【９】 現在学習したいと思っていることはありますか。

　　　以下の中からあてはまるものすべてに◯をつけ

て下さい。

〈弘前大学八戸サテライトの在り方に関するアンケート調査〉
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　①趣味に関すること

　②一般教養的なこと

　③医療・健康に関すること

　④介護・福祉に関すること

　⑤子育て・教育に関すること

　⑥家事や日常生活の営みに関すること

　⑦仕事に関する専門的なこと

　⑧職場の人間関係や人事管理に関すること

　⑨地域で行われている行事や出来事に関すること

　⑩地域や日本の経済・政治・社会等に関すること

　⑪国際社会に関すること

　⑫その他（具体的に記入して下さい）

〈弘前大学主催（協賛）の学習事業についておたずね

します。〉

【１０】 あなたはこれまで弘前大学についてどのように

関わりを持ってきましたか。

　　　あてはまるものすべてに◯をつけて下さい。
　

　①弘前大学を自分や家族が受験（在学）したことが

ある

　②弘前大学を、親類や親しい友人が受験（在学）し

たことがある

　③弘前大学が開催する市民向けの事業（公開講座・

講演会など）に参加したことがある

　④弘前大学の教官が講師となった講演会・講座・研

修会等に参加したことがある

　⑤弘前大学の教官が書いた本・新聞記事などを読ん

だことがある

　⑥何等関係はない

　⑦関わりがあるともないともいえない

【１１】 弘前大学が主催する市民向けの事業および市民

が利用・参加できる制度・施設・事業などに

は、以下のようなものがあります。

　　　あなたが知っているものすべてに◯をつけて下

さい。

　①公開講座・講演会・シンポジウム

　②社会人入学制度

　③聴講生・科目等履修生制度

　④図書館の利用

　⑤病院でのボランティア

　⑥大学祭

　⑦大学の教官との共同研究

　⑧その他（具体的に記入して下さい）

〈弘前大学八戸サテライトについておたずねします。〉

【１２】 あなたは今年６月に弘前大学が「八戸サテライ

ト」（駅前「ユートリー」内）を開設したことを

知っていますか。

　①よく知っている　　　②少し知っている

　③知らなかった

【１３】 あなたにとって「弘前大学八戸サテライト」（駅

前「ユートリー」内）は、利用する上で便利な場

所ですか。それぞれあてはまるところに◯をつ

けて下さい。

　（１）公共交通機関について

　　①とても便利である　　　②比較的便利である

　　③多少不便である　　　　④とても不便である

　　⑤わからない

　（２）駐車場について（料金その他を判断して）

　　①とても便利である　　　②比較的便利である

　　③多少不便である　　　　④とても不便である

　　⑤わからない

【１４】 今後弘前大学では、「八戸サテライト」を会場

として様々な事業を計画しています。

　　　実施して欲しい事業について、それぞれあては

まるところに◯をつけて下さい。

　（１）公開講座・講演会

　　①とても関心がある

　　②テーマによっては関心がある

　　③あまり関心はない

　　④ほとんど関心はない

　（２）研究成果・技術開発・技術移転などの説明会

　　①とても関心がある

　　②テーマによっては関心がある

　　③あまり関心はない

　　④ほとんど関心はない

　（３）職業人向けの専門的な研修（リカレント教育）

　　①とても関心がある

　　②テーマによっては関心がある

　　③あまり関心はない

　　④ほとんど関心はない

　（４）医療・健康や経営、教育などに関する相談

　　①とても関心がある

　　②テーマによっては関心がある

　　③あまり関心はない

　　④ほとんど関心はない

　（５）通信を利用した講義（授業）の公開

　　①とても関心がある

　　②テーマによっては関心がある

　　③あまり関心はない

　　④ほとんど関心はない
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　（６）通信を利用した研究指導・共同研究

　　①とても関心がある

　　②テーマによっては関心がある

　　③あまり関心はない

　　④ほとんど関心はない

【１５】 今後開催して欲しい公開講座・講演会の内容に

ついての希望をおたずねします。次の中からあ

てはまるものすべてに◯をつけて下さい。

　①生きがいづくりに関すること

　②教養を高めること

　③社会の動き・現代社会に関すること

　④専門的・高度な知識に関すること

　⑤職業に関する知識・技能などの習得に関すること

　⑥生活向上・生活に役立つ知識の習得に関すること

　⑦社会的な活動に役立つ知識（ボランティア論や

リーダー養成など）

　⑧その他（具体的に記入して下さい）

〈今後の弘前大学の在り方についておたずねします。〉

【１６】 あなたは弘前大学についてどのようなイメージ

を持っていますか。次の中からあてはまるもの

すべてに◯をつけて下さい。

　①専門的な調査研究を行なっているところである

　②学術・文化の中心で、良識の府である

　③社会で働くために資格を取得するところである

　④難しい学問をしていて近づきにくいところである

　⑤若い人が勉強するところである

　⑥生涯学習に利用できるところである

　⑦よくわからない

　⑧その他（具体的に記入して下さい）

【１７】 あなたは弘前大学が八戸地域に貢献していると

思いますか。次の中からあてはまるもの１つに

◯をつけて下さい。

　①十分に貢献していると思う

　②それなりに貢献していると思う

　③多少の貢献はしていると思うが少し不満である　

　④大いに不満である

　⑤わからない

【１８】 あなたは弘前大学が八戸市民に調査研究の成果

を十分紹介していると思いますか。

　①十分紹介されていると思う

　②それなりに紹介されていると思う

　③少し不足していると思う

　④大いに不足していると思う

　⑤わからない

【１９】 あなたは弘前大学が八戸地域にとって必要な人

材の育成を十分していると思いますか。あては

まるものに◯をつけて下さい。

　①十分なされていると思う

　②それなりになされていると思う

　③少し不足していると思う

　④大いに不足していると思う

　⑤わからない

【２０】 弘前大学で講義を聴いたり、研究の指導を受け

てみたいと思いますか。

　　　あてはまるものに◯をつけて下さい。

　①大いにしてみたい　　　②多少してみたい

　③ほとんど興味がない

　④そんなことができるとは知らなかった　　　　　

　⑤わからない

【２１】 あなたはこれからの弘前大学にどのようなこと

を期待していますか。次の中からあてはまるも

のすべてに◯をつけて下さい。

　①市や青森県に関する調査研究を進めて欲しい

　②地域産業を活性化させるような技術開発や技術移

転をおこなって欲しい

　③医学・医療を充実して欲しい

　④学術・文化の振興に大きな役割を果たして欲しい

　⑤調査研究の成果を積極的に公開して欲しい

　⑥調査研究の成果を利用しやすくして欲しい

　⑦大学での講義を気軽に聴講したり、インターネッ

トで受講できるようにして欲しい

　⑧公開講座や講演会などを多数開催して欲しい

　⑨社会人が入学したり、学習しやすいようにして欲

しい

　⑩地域にとって有用な人材を育成して欲しい

　⑪大学入試を改善し、希望者が入学・学習しやすい

ようにして欲しい

　⑫地域住民が気軽に相談できる窓口を作って欲しい

　⑬大学でおこなわれていることに関する情報提供を

積極的に行って欲しい

　⑭期待することは特にない

　⑮その他（具体的に記入して下さい）

【２２】 その他、弘前大学への要望がありましたら、自

由に記入して下さい。

　　御協力ありがとうございます。記入後は同封の封

筒に入れ、１０月１０日（木）までに投函して下さい。

切手は必要ありません。



地域に根ざした大学づくりと地域貢献事業

藤　田　昇　治

Ⅰ．はじめに

　「大学開放」というキーワードは、今日、大学の在り方を探求する上で欠かすことのでき

ないものとして捉えられている。しかし、この「大学開放」については、必ずしも一義的に

統一的な理解がなされているとは言い難い。同様に、「地域貢献」という用語も、様々な内

実を持つ、持ち得る用語である、ということができよう。

　「地域貢献」という用語そのもに即して考えても、「地域」をどのように捉えるのか、と

いうことが問題になる。そして、「地域に貢献する」ということは大学としてはどのよう

なことなのか、という問題についても様々な角度から探求されるべきことである、と考え

る。少なくとも、２１世紀の大学の在り方を展望した場合（弘前大学のように「地方の国立

大学」という性格が強い大学ではなおさらのこと）、長期的な見通しの中で、実践的・実証

的に探求される必要がある、と考える。

Ⅱ．アンケート調査の概要

　（１）調査対象・実施時期など
　平成１５年２月、弘前大学の「地域貢献」の在り方を考えるうえで参考資料を作成する

目的から、いくつかの組織・団体に対して、郵送によるアンケート調査を実施した。青

森県内の企業団体である「青森県工業会」、農協・漁協を中心とした「協同組合」、県内の

「自治体」（県および市町村の、首長部局と教育委員会を対象とした）、商工会議所の議

員となっている「企業」、という４種類の組織・団体に区分して、調査を実施した。

　アンケート調査を実施するにあたり、筆者としてはおおむね次のように「地域貢献」

について問題意識を整理した。すなわち、「地域貢献」とは、研究・教育とともに大学が

果たすべき役割である「社会貢献」として位置づけられるものであり、その具体的な内

容・形態としては、「研究成果の公開」（各種フォーラム・シーズ説明会などを含む）、

「研究の受委託・共同研究」、「公開講座」などを含むもの、として捉えている。こうし

た内容に即して、対象別にアンケートの調査項目・選択肢を整理した。

　以下では、結果について、設問項目の順番にそって記述していきたい。

　アンケートの集計結果について叙述する場合、基本的には比率（パーセント）を示し、

次いで（　）内に実数を記述している。また、比率は、原則として各設問ごとの有効回答

数に対する割を示しているが、複数回答の場合にはアンケートの総有効回答数に対する

比率を示している。

　（２）調査項目の概要
　アンケート用紙は、先に述べたように４つの組織・団体に適合するように部分的には
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修正しているものの、基本的な枠組みは同じ調査項目で構成されている。すなわち、

「所属している企業の概要等につて」、「従業員の知識・技能等向上に必要と思われるこ

とについて」、「技術開発の必要性や技術開発に必要な条件整備について」、「企業として

の今後の対応・将来展望について」、「企業活動を活性化したり、地域を活性化させる上

で大学に期待すること」、という５つの領域である。それらはまたいくつかの設問で構

成されている。

　もちろん、アンケートの対象組織・団体にあわせて、企業、商工会議所、自治体、協

同組合などの実情をふまえた設問として設定している。

　以下、設問の構成順にしたがってアンケート調査の結果について述べていく。設問の

表現や選択肢の内容等については、末尾に掲載しているので、それを参照されたい。

Ⅲ．アンケート調査の結果

　（１）企業活動と「地域貢献」
［青森県工業会］

　青森県工業会加盟の企業に対して、郵送によるアンケート調査を実施した。有効回答総

数は６２である。

　〈アンケートへの回答者〉

　このアンケートに対する回答者の、企業に

おける地位について質問したのが設問１であ

る。その結果は、図－Ａ１に示すように、

「部長・課長」が４１.９パーセント（２６人）で

最も多く、次に「会長・社長」が３７.１パーセ

ント（２３人）となっている。そして「専務・

常務」が１１.３パーセント（７人）、「担当者」

が９.７パーセント（６人）となっている。

　回答者数が６２人と絶対的に少ないのでは

あるが、この内訳からすると、「部長・課長」

というのが最も多く約４割で、ついで「会

長・社長」が４割近くを占めている。さらに

「専務・常務」が約１１パーセントである。これ

をみると、回答しているのは①経営のトップ

層と、②実務的なレベルで状況を判断し、決

断している地位にある人、の２グループが主

として回答を寄せている、ということである。

　〈業種〉

　業種については、図－Ａ２に示すように、

「製造業・加工業」が圧倒的に多く、７１.８パー
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図－Ａ１　回答者の企業における地位

図－Ａ２　企業の業種



セント（５１）を占めている。「工業会」という

組織の性格上、当然の結果である。他には、

「卸業」と「情報・不動産業」が７.０パーセン

ト（５）を占めている、といった状況である。

　〈本社の所在地〉

　本社が県内にある企業なのか、それとも県

外に本社がある企業なのかを尋ねたところ、

図－Ａ３に示すように、「県内」が６７.７パー

セント（４２）と、約７割を占めている。後に

述べる商工会議所の場合は、９割以上が県内

に本社のある企業であり、製造業では相対的

に県外の企業が多いということになる。その

ことは、それだけ事業展開は全国規模のもの

が多い、ということができよう。

　〈職員の意識・技能向上の必要性〉

　「設問５」は事務処理能力や職員の意識向

上の必要性について質問したものである。

　この中で、「設問５（１）」は「接遇」について

尋ねている。これに対する回答では、図－Ａ

４に示すように、「大いに必要である」と回

答したものが最も多く、６７.２パーセント（４１）

と、約７割に達している。「多少必要である」

という回答も約３０パーセント（１８）になって

おり、「接遇」については職員の大きな課題

として認識されていることがわかる。

　関連して、「設問５（２）」は、「セールス・

営業部門の職員の能力向上」について尋ねた

ものだが、図－Ａ５に示すように最も多かっ

た「大いに必要である」という回答は、７２.９

パーセント（４３）になっている。「多少必要で

ある」も２３.７パーセント（１４）で、この２つの

合計は１００パーセント近いものとなっている。

　「設問５（３）」は、「仕事への取組み姿勢・

企業への帰属意識の向上」について尋ねたも

のである。図－Ａ６に示すように最も多かっ

た回答「大いに必要である」は、７９.４パーセ

ント（５０）にも達している。「設問５」の中で

は最も多く、職員の仕事や企業に対する意識
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図－Ａ３　本社の所在地

図－Ａ４　職員の接遇改善の必要性

図－Ａ６　仕事への取組み姿勢・企業への
帰属意識向上の必要性

図－Ａ５　セールス・営業部門の職員の能
力向上の必要性



に改善すべき点が多い、という認識になって

いることがわかる。

　「設問５（４）」は、「事務処理能力全般につ

いて」改善する必要があるか、を尋ねたもの

である。この設問でも図－Ａ７に示すように

「大いに必要である」という回答が最も多く、

５９.０パーセント（３６）と、約６割が捉えてい

る。「多少必要である」も、３４.４パーセント

（２１）を占めている。「設問５」の中では、他の

質問項目と比較してみると、５９.０パーセント

は最も低い数値ではあるが、それでもほぼ６

割を占めることには注目したい。

　

　〈職員の技術修得・技術向上〉

　「設問６」は、「技術部門」を有している企

業に、「職員の技術習得・技術向上」について

必要性を尋ねたものである。回答数は５３で、

全体の回答数６２の８５.５パーセントにあたる。

　その中では、図－Ａ８に示すように「大い

に必要である」という回答が最も多く、７９.２

パーセント（４２）と、約８割を占めている。「あ

まり必要ない」という回答はわずか２パーセ

ント（１）足らずで、企業として「技術習得・技術

向上」が大きな課題となっていることがわかる。

　

　〈研修システム・研修状況〉

　「設問７」は、「企業の研修システム・研修

状況」について質問したものである。その中

で「設問７（１）」は、「新人教育」について尋

ねたものである。図－Ａ９に示すように、「大

いに必要である」という回答が最も多く、５９.７

パーセント（３７）と、約６割を占めている。

次いで「多少必要である」という回答が多く、

３割を占めている。

　「設問７（２）」は、「中途採用職員」について

尋ねたものである。これに対する回答では、

図－Ａ１０に示すように「多少必要がある」と

いう回答が最も多く、４８.４パーセント（３０）

で、「大いに必要である」という回答が４０.３

パーセント（２５）になっている。
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図－Ａ７　事務処理能力全般の改善の必要性

図－Ａ８　職員の技術習得・技術向上の必要性

図－Ａ９　新人教育充実の必要性

図－Ａ１０　中途採用職員の研修の必要性



　中途採用の場合、他の企業での経験を有してはいることから、新入職員と比較した場

合、研修の必要性の認識が相対的に低い、ということができよう。しかし、新たに就職

した企業での職務内容等に十分適応できずにいる場合も考えられるが、即戦力として期

待するところから「多少必要がある」、「大いに研修が必要である」という評価になって

いる、と考えられる。

　「設問７（３）」は、「パート・非常勤職員」につ

いて尋ねたものである。この設問に対して回

答があったのは５５件である。回答があった

中で最も多かった回答は、図－Ａ１１に示すよ

うに「多少必要がある」で５６.４パーセント（３１）

である。「大いに必要である」と回答したも

のが２０.０パーセント（２０）であるが、他の職

員の場合と比較すると極端に低い数値となっ

ている。パートや非常勤職員がその企業の中

でどのような業務内容に、どの程度従事しているのか、という状況は異なっている。し

かし、「青森県工業会」加入の企業であることから、製造業が中心となっているものと考

えられるのであり、とすれば従業員の中で占める比重は大きいものと考えられる。そう

した職員ではあるが、実際の業務内容から判断すると、パート・非常勤職員に対して、

「研修は多少必要」という性格の業務に従事させている、ということであろう。

　「設問７（４）」は、「中堅職員」に対する研修の必要性を尋ねたものである。図－Ａ１２

に示すように、「大いに必要である」と回答

したものが最も多く、５９.０パーセント（３６）を

占めている。「新人」に対する研修の必要性

についての回答とほぼ同じ数値（５９.７パーセ

ント）であることからすると、必ずしも中堅

職員が企業の中で十分な活躍をしていない、

という評価になっているものと考える。ある

いは、「それなりに中堅職員としての役割を評

価するがより積極的に企業の中で力を発揮し

て欲しい」といった評価があるものと考える。

　「設問７（５）」は、「経営者層の自己研修」に

ついて尋ねたものである。回答数６０件の中

では、図－Ａ１３に示すように「大いに必要で

ある」という回答が最も多く、５６.７パーセン

ト（３４）と、過半数を超えている。この設問に

ついては、誰が回答をしているのか、という

ことも微妙に影響していると考えられるが、

厳しい経済状況の下で、経営者も常に自己研

修する必要がある、という状況を反映してい

るもの、と考える。
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図－Ａ１１　パート・非常勤職員の研修の必要性

図－Ａ１２　中堅職員の研修の必要性

図－Ａ１３　経営者層の自己研修の必要性



　〈商工会議所主催の研修への参加〉

　「設問８」は、商工会議所が開催する研修会に、企業としてはどのような人を参加させ

ているのか、ということを複数回答で尋ねたものである。最も多かった回答は、図－Ａ

１４に示すように「テーマ・内容によって適切な人材を参加させている」で、６４.５パーセ

ント（４０）の回答があった。次いで多いのは「経営者・経営代表者が出席するようにして

いる」で、２４.２パーセント（１５）である。多くの企業では、テーマ・内容によって派遣す

る職員を決めている、ということである。なお、ここでのパーセント値は有効回答総数

６２に対する比率である。

　〈技術開発について〉

　それぞれの企業では、技術開発にどのよう

に取り組んでいるのか、ということを尋ねた

のが設問９である。図－Ａ１５に示すように、

「積極的に技術開発を行っている」という回

答は３１.６パーセント（１８）であり、三分の一に

達していない。最も多かったのは、「それな

りに技術開発を行っている」で４３.９パーセン

ト（２５）である。回答者の謙遜から「積極的

に行っている」という自己評価はしていない

という面もあり、企業が生き残りをかけて

「それなりに技術開発を行っている」という

のが実態である、と考える。

 

－ 26 －

図－Ａ１５　技術開発について

図－Ａ １４　商工会議所主催の研修会への参加状況



　〈研究開発費〉

　では、企業として技術開発のための研究費

が十分確保されているのか、という点を尋ね

た。これに対して、図－Ａ１６に示すように、

「十分ではないがそれなりに確保されてい

る」という回答が最も多く、４５.６パーセント

（２６）であった。しかし、ほぼ同数で「不足して

いる」という回答が４３.９パーセント（２５）あ

ること、「十分確保されている」という回答

がわずか３.５パーセント（２）という回答状況

を考慮に入れると、多くの企業では研究開発

のための予算が不足している、と捉えること

ができよう。

　〈研究スタッフ〉

　技術開発を進めていく上で重要な要素の

一つが研究スタッフである。これに関連す

るのが設問１１である。「現有スタッフで技術

開発が十分か」という質問に対して、図－Ａ

１７に示すように「不十分である」という回答

が最も多く、５３.４パーセント（３１）と、回答した

企業の過半数を超えている。次いで、「十分

ではないがそれなりに成果が上がっている」

という回答が３９.７パーセント（２３）である。

　この設問に対する回答の中には、スタッフの努力不足や資質の問題には触れていない

のだが、回答者の中にはそうした評価・判断が働いている場合もある、と考えられる。

とはいえ、それぞれの企業では、現有のスタッフだけでは十分研究開発ができていない、

という認識になっていることを確認することはできる。

　〈今後の職員の採用〉

　これからの職員採用にあたってどのような考えがあるのか、を複数回答で尋ねたのが

設問１２である。図－Ａ１８に示すように、「大学卒業生を増やしたい」という回答が最も

多く、３５.５パーセント（２２）になっている。なお、この図で示すパーセント値は有効回答

総数６２に対する割合であり、複数回答なので合計は１００パーセントを超えている。

　次いで、ほぼ同数で「人材派遣会社を活用したい」という回答が３３.９パーセント（２１）

になっている。スタッフの増員・人件費の増額が困難な中で、人材派遣会社に期待する

ところが大きい、ということであろう。大学関係者として注目したいのが「インターン

シップを実施したい」という回答で、１９.４パーセント（１２）を占めている。必ずしも高い

比率ではないが、約２割の企業ではインターンシップにつて前向きの姿勢になってい

る、ということができよう。
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図－Ａ１６　技術開発のための研究費

図－Ａ１７　技術開発のための究スタッフ



　〈異業種交流〉

　「異業種交流」の必要性について尋ねてみ

た。図－Ａ１９に示すように、「多少必要であ

る」という回答が最も多く、５５.０パーセント

（３３）になっている。「大いに必要である」と

いう回答が１８.３パーセント（１１）で、「あまり

必要ない」という回答が２１.７パーセント（１３）

であることを考慮すると、企業の事情にもよ

るのだが、「大いに必要である」という回答

と「多少必要である」という回答の合計が７

割を越えていることから、企業において「異

業種交流」の必要性は意識されている、ということができよう。

　〈企業の課題〉

　企業として「今後積極的に検討・実施したいと考えていること、課題として感じてい

ること」を、複数回答で尋ねた。その結果、図－Ａ２０に示すように、「人事システムの改

善（人材の発掘・活性化）」を挙げるものが最も多く、５４.８パーセント（３４）を占めた。

にわかに人員を増員することが困難な状況の下では、企業内で有能な人材の発掘や「活

性化」が必要とされている、という現状認識にあるものと考える。なお、図－Ａ２０から

図－Ａ２３に示すパーセント値は、有効回答総数６２に対する比率である。

　次いで、「職員の給与・退職金制度を見直す」という回答が多く、４１.９パーセント（２６）

を占めている。この設問では技術開発部門に限定していないので、一般的に企業として

は職員の給与制度を見直す必要がある、という認識が強いということであろう。

　これとほぼ同数なのだが、「職員スタッフの充実」と「企業・商品イメージのアップ」が

４０.３パーセント（２５）を占めている。先にみたように、技術開発部門の充実と関連すると

考えられる。また、すぐれた技術開発をしていても宣伝などで大企業に太刀打ちできて

いない、という現状認識から「企業・商品イメージのアップ」といった項目が挙げられ

ている、と考える。
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図－Ａ１８　今後の職員の採用計画

図－Ａ１９　異業種交流の必要性



　この他、「自己資本の充実を図る」を挙げているものが３５.５パーセント（２２）になって

いる。金融事情が悪化する中で経営体質の強化を図る一環として、自己資本の充実が課

題として考えられている、ということであろう。

　〈国・自治体との連携〉

　企業がどの程度、どのような形態で国や自治体と連携を図ってきているのか、という

点に関する質問を行った。図－Ａ２１に示すように、最も多かった回答は「研究成果の発

表会・説明会・セミナー・フォーラムなどに参加したことあがる」で、５３.２パーセント

（３３）の回答があった。企業としては、まずこのような機会に参加することで研究に関す

る情報を収集したり、研究者との接点を模索している、と考えられる。

　次いで、「共同研究を行ったことがある」と「研究者・教官から指導を受けた（相談に

のってもらった）ことがある」が同数で３２.３パーセント（２０）になっている。

　これらと比較すると、「研究委託をしたことがある」は２４.２パーセント（１５）と、約四

分の一にとどまっている。
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図－Ａ２１　国・自治体との連携状況

図－Ａ２０　企業の抱える課題



　〈今後の連携の希望〉

　「今後、国や自治体とどのような連携を希望しているのか」、という質問に対する回答

は、図－Ａ２２に示すように「研究者・教官から指導を受けたい（相談にのってもらいた

い）」がもっとも多い回答で、３２.３パーセント（２０）であった。また、ほぼ同数で「研究成

果の発表会・説明会・セミナー・フォーラムなどに参加したい」が３０.６パーセント（１９）、

「共同研究を行いたい」が２９.０パーセント（１８）となっている。

　これらの項目がほぼ３割以上の回答になっているのに対して、「委託研究をしたい」

という回答は１４.５パーセントにとどまっている。このことは、第一に研究成果の発表機

会に参加することと比較すれば費用負担が大きいことに関連していると考えられる。第

二に、共同研究の場合には企業の職員が研究能力を向上させることが可能であり、研究

成果を蓄積し次の技術開発にも継承発展できる、といった判断があると考える。

　いずれにしても、大学が企業の要望する研究テーマ・内容とどのように関わりをもっ

て研究・教育、そして地域貢献をしていくのか、ということが問われているということ

ができよう。

　〈連携を図る上での障害〉

　企業にとって国や自治体と連携を深めていこうとした場合、どのような点が障害に

なっているのか、という問いに対する回答を図－Ａ２３に示した。全体として回答数は多

くはないのだが、その中で最も多かったのは「所属する企業に適当な人材が不足してい

る」というもので、２７.４パーセント（１７）であった。国や自治体と連携するにしても、企

業側にまず人材がいない、という否定的な状況にある、というのである。

　他には、「予算処置ができない」が２５.８パーセント（１６）、「大学や試験研究機関で行っ

ている研究内容が十分紹介されていない」が２２.６パーセント（１４）である。この回答状

況からだけで判断することはできないが、企業側の条件に問題を感じている回答が比較

的多いといえよう。
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図－Ａ２２　国・自治体との今後の連携の希望



　〈弘前大学の事業についての理解〉

　弘前大学が行っている事業について、どの程度理解されているのか、という点を質問

してみた。

　（１） 研究受託

　図－Ａ２４に示すように、研究の受託につ

いては「多少知っている」が最も多く、４８.３

パーセント（２９）と、約半数の回答があっ

た。しかし、「よく知っている」という回

答は６.７パーセント（４）であり、必ずしも

十分知られているとは言い難い。

　（２） 共同研究

　共同研究についてもほぼ同様の回答状況

になっている。図－Ａ２５に示すように「多

少知っている」が最も多く、５０.０パーセン

ト（３１）で、「よく知っている」は８.１パー

セント（５）である。先の研究の受託よりは

若干理解度が高い、ということができよう。

　（３） 科学技術相談室

　科学技術相談室については、研究受託や

共同研究とは著しく異なった傾向を示して

いる。図－Ａ２６に示すように「あまり聞い

たことがない」という回答が最も多く、
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図－Ａ２３　連携を図る上での障害

図－Ａ２４　研究受委託の理解度

図－Ａ２５　共同研究の理解度



３５.５パーセント（２２）を占めている。また、

「知らない」という回答も２７.４パーセント

（１７）を占め、この２つの合計は約６３パーセ

ントになっているのである。

　（４） シーズ説明会

　シーズ説明会についても、科学技術相談

室とほぼ同様の傾向を示している。すなわ

ち、図－Ａ２７に示すように、「あまり聞い

たことがない」が最も多く３５.５パーセント

（２２）で、「知らない」が２９.０パーセント（１８）

で、これらの合計は６割を越えているので

ある。

　〈弘前大学への期待〉

　企業の活性化や地域の活性化を図る上で弘

前大学にどのようなことを期待しているの

か、という点を尋ねてみた。

　（１） 人材育成

　図－Ａ２８に示すように、人材育成につい

ての期待は、「多少期待する」が３８.７パー

セント（２４）で最も多く、次いで「大いに期

待する」が３０.６パーセント（１９）を占めて

いる。この２つの合計は約７割に達してい

る。大学が有能な人材を育成することが、

重要な社会的役割として考えられていると

いうことである。

　（２） 職員の受講

　企業の職員を、企業に在職のままで大学

の講義を受講できるようにすることについ

ては、図－Ａ２９に示すような回答が寄せら

れている。最も多かったのは「多少期待す

る」で３６.７パーセント（２２）であった。「大

いに期待する」は６.７パーセント（４）に過

ぎず、こうしたシステムへの期待は現時点

では必ずしも企業側の条件・期待に応える

ものではない、ということができよう。
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図－Ａ２６　科学技術相談の理解度

図－Ａ２７　シーズ説明会の理解度

図－Ａ２８　人材育成への期待

図－Ａ２９　職員の講義受講への期待



　（３） 調査研究の成果の公開

　弘前大学が行っている調査研究の成果を

公開することについては、図－Ａ３０に示す

ように「多少期待する」が最も多く４５.９

パーセント（２８）で、次いで「大いに期待す

る」が２９.５パーセント（１８）となっており、

その合計は約四分の三となる。研究成果が

様々な形で公開され、企業の事業展開に利

用できるようにすることへの期待は高い。

　（４） 技術開発・技術移転

　図－Ａ３１に示すように、技術開発・技術

移転に関する要望も、先の研究成果の公

開・情報提供とほぼ同じ傾向を示してい

る。すなわち、「多少期待する」が４５.８

パーセント（２７）で、次いで「大いに期待す

る」が２５.４パーセント（１５）で、これらの合

計は７０パーセントを超えている。弘前大

学への期待の大きさを反映している、とい

うことができよう。

　（５） 共同研究

　共同研究については、概ね研究成果の公

開や技術移転と同様の傾向にあるのだが、

図－Ａ３２に示すように「多少期待する」が

やや減少し、３６.７パーセント（２２）となっ

ている。「大いに期待する」はほとんど変

化がなく、２６.７パーセント（１６）を占めて

いる。これらの合計は、それでも６割を越

えている。共同研究という場合、企業側の

職員配置・予算処置において応分の負担が

必要であることが、先の研究成果の公開や

技術移転と比較して若干ポイントを低下さ

せている要因となっている、と考える。

　（６） 研究の受委託

　研究の受委託については、共同研究とほ

ぼ同様の傾向である。図－Ａ３３に示すよ

うに、「多少期待しする」が４０.７パーセン

ト（２４）で、「大いに期待する」が２０.３パー
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図－Ａ３０　調査研究の成果公開への期待

図－Ａ３１　技術開発・技術移転への期待

図－Ａ３２　共同研究への期待

図－Ａ３３　研究の受委託への期待



セント（１２）である。「大いに期待する」が減少している反面「多少期待する」が増加

しており、これら２つの合計は６割を越えている。

　（７） 研究相談・研究指導

　研究相談・研究指導への期待も、研究の

受委託とほぼ同様の傾向を示している。図

－Ａ３４に示すように、「多少期待する」が

最も多く、４６.６パーセント（２７）で、研究の

受委託と比較して若干高いポイントとなっ

ている。「大いに期待する」も２０.７パーセ

ント（１２）で、これら２つの合計は６７パー

セントを超えている。

　（８） 研究テーマの公募

　現行の制度にはないのだが、今後の可能性として、「民間から研究テーマ・アイデ

アを公募し、大学が研究費を負担して研究する制度」への期待を尋ねた。図－Ａ３５に

示すように、「大いに期待する」と「多少期

待する」がともに４３.１パーセント（２５）で、

これらの合計は９割近くに達している。

　これは、これまでみてきたように、共同

研究や研究委託が企業の負担を必要とする

ものであるのに対して、大学が費用負担す

ることかが大きな魅力となっている、と考

えられる。このようなシステムが確立すれ

ば、大学が地域の企業の発展、企業への技

術移転などを図る上でも重要な役割を果た

す、と考える。

　（２）商工会議所加盟企業からの期待
［商工会議所の議員企業］

　次に、弘前市・青森市・八戸市三市の、商工

会議所の議員となっている企業に対するアン

ケート調査の結果について述べたい。

　〈アンケートへの回答者〉

　このアンケート調査に対する回答をしてい

る人は、図－Ｂ１に示すように、「会長・社

長」が最も多く、５０.０パーセント（８１）を占め

ている。次いで、「部長・課長」が２０.４パー

セント（３３）、「専務・常務」が１７.９パーセン
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図－Ａ３５　研究テーマの公募への期待

図－Ａ３４　研究相談・研究指導への期待

図－Ｂ１　回答者の企業における地位



ト（２９）などとなっている。

　先の「青森県工業会」に対するアンケート調査と比較すると、「会長・社長」の回答が

若干高い比率を示している。

　〈業種〉

　回答を寄せた企業がどのような業種に属しているのか、ということを示したのが図－

Ｂ２である。「商工会議所の議員」ということから、それぞれの業界を代表する企業が、

一定の基準で選出されているため、アンケー

トの回答企業もさほど大きな偏りは見せてい

ない。それでも、「製造業・加工業」が最も

多く１３.３パーセント（２４）を占め、ついで「卸

売業」が１１.７パーセント（２１）、「生活関連小

売業」が１１.１パーセント（２０）などとなって

いる。比較的回答数が少なかった企業の業種

は、「食品小売業」が６.１パーセント（１１）、「文化

用品小売業」と「金融業」が５.０パーセント

（９）で、最も少ない回答であったのは「建設関

連業」の４.４パーセント（８）である。

　なお、この業種分類については、商工会議

所の分類にしたがって区分している。

　〈本社の所在地〉

　図－Ｂ３は、回答を寄せた企業の本社が青

森県内にあるのか、それとも県外にあるの

か、ということを尋ねた結果を示したもので

ある。９２.６パーセント（１５１）と、圧倒的多数

が県内に本社がある、と回答している。

　〈職員の知識・技能向上〉

　企業に属する職員について、知識や技能の

修得の課題をどのように捉えているのか、と

いう質問を行った。

　（１） 接遇

　接遇について示したのが図－Ｂ４であ

る。８０.２パーセント（１３０）という高率で

「大いに必要である」という回答があった。

企業にとって、その業種による違いなく、

接遇については改善が必要である、と認識

してる、ということができよう。
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図－Ｂ４　職員の接遇改善の必要性

図－Ｂ３　本社の所在地

図－Ｂ２　企業の業種



　（２） セールス・営業部門の職員

　業種によっては「セールス・営業部門」

の比重が低い企業もあると考えられるが、

図－Ｂ５に示すように、この部門の職員の

能力の向上について「大いに必要がある」

という回答が最も多く、６３.２パーセント

（１３４）を占めた。

　（３） 仕事への取り組み姿勢・企業への帰属意識

　職員の仕事への取り組み姿勢・企業への

帰属意識について改善させる必要性を尋ね

た。結果は図－Ｂ６に示すように、８５.７

パーセント（１３８）が「大いに必要である」

と回答している。

　こうした評価は、企業の中での立場に

よっても多少異なると考えられるところで

あり、また、職員全体の中でどの程度が

「大いに必要」とされる状態にあるのか、

といった点も明らかではない。とはいえ、

アンケートの回答をした人が、その企業の

全体的な傾向として「仕事への取り組み姿

勢・企業への帰属意識を大いに改善する必

要がある」と捉えていることに注目する必

要がある。

　（４） 事務処理能力

　次に、事務処理能力全般について尋ね

た。図－Ｂ７に示すように、最も多かった

のは「大いに必要である」という回答で、

６５.２パーセント（１０５）であった。これ自体

は三分の二に近い比率となり、高い比率を

示している、ということができる。しかし

これまでみてきた前３項目と比較すると、

１５ポイント以上の差がある。このことは、

換言すればいかに接遇の改善やセールス・

営業部門の職員の資質向上、仕事への取り

組み・企業の帰属意識の改善が強く意識さ

れているのか、ということを確認すること

ができよう。
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図－Ｂ５　セールス・営業部門の職員の能
力向上の必要性

図－Ｂ６　仕事への取組み姿勢・企業への
帰属意識向上の必要性

図－Ｂ７　事務処理能力全般の改善の必要性



　〈技術職員の技術修得・技術向上〉

　次に、技術部門が配置されている企業に対

して、職員の技術修得・技術向上の必要性に

つて質問した。回答があった１００社について

みると、図－Ｂ８に示すように、「大いに必

要である」という回答が最も多く、７７.０パー

セント（７７）を占めている。次いで、「多少必

要である」は２０.０パーセント（２０）を占めて

おり、多くの企業で技術職員の技術修得・技

術向上が課題として認識されている、という

ことができよう。

　〈企業内研修システム〉

　職員の研修システムについて充実させる必要性の有無を尋ねた。新入の職員や中途採

用者、パート・非常勤職員、中堅職員、さらに経営者層に即して回答を求めた。

　（１） 新人教育

　新人教育を充実させる必要性について

は、図－Ｂ９に示すように「大いに必要で

ある」とう回答が７３.８パーセント（１１８）を

占めた。先にみた職員の仕事への取り組み

姿勢・企業の帰属意識改善の必要性と関連

するものと考えられる。

　（２）中途採用者

　中途採用者については８１社から回答が

あった。その結果は、図－Ｂ１０に示すよう

に「大いに必要である」が最も多く、６５.４

パーセント（５３）を占めている。先の新人

教育と比較すると、「大いに必要である」

という回答では８.４ポイント低いのである

が、これは中途採用者の場合、一定の経験

がある人・訓練がなされた人を採用してい

る、ということを示すものと考える。

　そうした条件が考えられるのだが、６割

以上が「大いに必要がある」と回答してい

ることに注目したい。
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図－Ｂ８　技術職員の技術習得・技術向上
の必要性

図－Ｂ９　新人教育充実の必要性

図－Ｂ１０　中途採用職員の研修の必要性



　（３）パート・非常勤職員

　回答があった１５９社について見ると、

図－Ｂ１１に示すように「多少必要である」

というのが最も多く、４９.７パーセント（７９）

と、約半数を占めた。「大いに必要である」

という回答は３８.４パーセント（６１）で４割

近いのではあるが、前の２つの設問に対す

る回答と比較して、「大いに必要である」

という回答が大幅に低下している。このこ

とは、「パート・非常勤職員に対しては必

ずしも多くは望まない」、「業務の中で必ず

しも重要でない（熟練を要しない）部分を

パート：非常勤職員に任せている」といっ

た意識があるものと考える。

　（４） 中堅職員

　中堅職員についても、図－Ｂ１２に示すよ

うに「大いに必要である」という回答が最も

多く、６７.３パーセント（１０９）を占めている。

　（５） 経営者層

　経営者層についても、図－Ｂ１３に示すよ

うに「大いに必要である」という回答が最

も多く、６８.１パーセント（１１１）を占めてい

る。このアンケートの回答者の約半数が

「会長・社長」であることを考えると、回答

した人自身もつねに自己研修する必要性を

感じている、ということができよう。

　新人教育や中途採用者、中堅職員を含

め、研修の改善の必要性について「大いに

必要である」という回答はほぼ三分の二以

上を占めている。このことは、企業にとっ

て職員研修が重要な課題となっているこ

と、そこに大学が果たすべき役割（の可能

性）が大きいことを確認しておきたい。

　〈商工会議所主催の研修への参加〉

　商工会議所が主催する研修会に、どのような人が参加しているのであろうか。企業の

基本的な考え方を尋ねた。複数回答で回答を求めているので、ここで示すパーセントは

有効回答総数１６３に対する割合である。
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図－Ｂ１１　パート・非常勤職員の研修の必要性

図－Ｂ１２　中堅職員の研修の必要性

図－Ｂ１３　経営者層の自己研修の必要性



　図－Ｂ１４に示すように、最も多かった回答は「テーマ・内容によって適切な人を参加

させている」で、６９.３パーセント（１１３）であった。次いで多かったのは「経営者・経営

代表者が出席する」で、３１.３パーセント（５１）である。商工会議所という組織の性格上、

研修のテーマ・内容が経営者層に焦点を当てている場合が多いと考えられるところであ

り、経営者層が４割近くになるのもやむを得ない、と考える。しかし、先に示したよう

に、職員の接遇をはじめ様々な点で職員の意識向上・知識習得を図る必要性が認識され

ていることからすると、中堅職員、営業担当、技術者など、職種や職員の置かれた条件

に即した研修会が企画される必要があり、そこにはそれにふさわしい人の参加が求めら

れるところである。

　〈技術開発の必要性〉

　技術職を配置している企業に対して、これまでの技術開発・今後の技術開発の在り方

について尋ねた。回答があった１２８社の中では、図－Ｂ１５に示すように、「それなりに

技術開発を行っている」という回答が３６.７パーセント（４７）で最も多かった。次いで、

「あまり技術開発してこなかったが、今後必

要だと思う」が２８.１パーセント（３６）と、約３

割に達している。このことは、今後の企業間

競争において、技術開発に重点を置かざるを

得ないという企業が３割近くおり、さらに

「それなりに技術開発を行っている」という

企業の一部にも当然こうした認識がある、と

捉える必要があろう。それはまた、大学の地

域社会に果たすべき役割とも密接に関連して

くるものと考える。
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図－Ｂ１５　技術開発について

図－Ｂ１４　商工会議所主催の研修会への参加状況



　〈技術開発の費用〉

　技術開発の費用が十分確保されているかど

うかを尋ねてみた。図－Ｂ１６に示すように、

最も多かったのは「十分ではないがそれなり

に確保されている」というものである。この

設問で回答があった１３４社に対する割合は

４３.３パーセント（５８）である。次いで、「不足

している」という回答が多く、３２.８パーセン

ト（４４）に達している。３割を越える企業で

技術開発費が不足している、というのであ

る。対照的に、「十分確保されている」とい

う回答はわずか６.０パーセント（８）でしかな

い。この点を考えると、「それなりに確保されている」という回答の中にも、実情として

は不足がちである、という判断をしている企業も多くあるのではないか、と考える。

　〈技術開発のスタッフ〉

　現有の技術スタッフで技術開発が十分可能

かどうかを尋ねた。図－Ｂ１７に示すように、

この設問に対する回答があった企業１３１社の

中では、「不十分である」という回答が最も

多く、４１.２パーセント（５４）と４割を越えて

いる。次いで、「十分ではないがそれなりに

成果が上がっている」という回答が３８.２パー

セント（５０）となっている。先の費用以上に

スタッフの問題が深刻に受け止められてい

る、ということである。

　〈職員の採用に当たって必要と思われること〉

　技術開発にはスタッフ不足という問題があり、新人教育や中堅職員の知識向上・技能

修得などの問題が捉えられている中で、職員採用にあたってはどのようなことが考えら

れているのであろうか。複数回答で質問してみた。なお、ここで示すパーセント値は、

有効回答総数１６３に対する比率である。

　図－Ｂ１８に示すように、最も多い回答は「大学卒業生を増やしたい」というもので、

３８.０パーセント（６２）を占めた。約４割の企業は、今後大学卒業生をふやすことで企業

活動の一定の改善が図れるものと期待しているのである。次いで、「インターンシップ

（就職前研修）を実施したい」が２７.０パーセント（４４）を占めている。「人材派遣会社を

活用したい」という回答は２２.１（３６）であった。
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図－Ｂ１６　技術開発のための研究費

図－Ｂ１７　技術開発のための究スタッフ



　〈異業種交流〉

　異業種交流の必要性についてどのように捉

えているのか、という質問を行った。図－Ｂ

１９に示すように、最も多かったのは「多少必

要である」で、４４.１パーセント（７１）であっ

た。「大いに必要である」という回答は２９.８

パーセント（４８）と、約３割であった。異業

種交流は、企業の業種・事業内容によってそ

の必要性についての捉え方が大いに異なると

考えられるが、今後積極的に取り組みたい、

検討してみたい、という企業が多いというこ

とができよう。

　〈企業としての課題〉

　企業として、今後検討・実施したいと考ええていることを尋ねた。「該当するものは

すべて」という条件の下で複数回答してもらった。以下、図－Ｂ２０から図－Ｂ２３までに

示すパーセント値は、アンケートの有効回答総数１６３に対する比率である。

　図－Ｂ２０に示すように、「職員の給与・退職金制度を見直す」という回答が最も多く、

５４.０パーセント（８８）に達している。ほぼ同数の回答があったのが、「人事管理システム

の改善（人材の発掘・活性化）」で、５２.８パーセント（８６）と、これも過半数を超えている。

これら２つは、ともに人事管理に直結することである。「給与・退職金」は、それ自体は

経営に即してコスト削減を図るものではあるが、内容としては人材育成や職員の活性化

の手段となり得ることである。多くの企業がここに問題意識を持っていることは当然の

ことであろう。関連する項目で、「職員スタッフの充実」を挙げている企業も、４１.１パー

セント（６７）と４割を越えており、企業努力の一つとして「職員スタッフ」に注目してい

る、ということができよう。
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図－Ｂ１８　今後の職員の採用計画

図－Ｂ１９　異業種交流の必要性



　また、「企業・商品イメージのアップ」が高い回答状況を示している。４９.７パーセン

ト（８１）と、ほぼ半数に達している。企業として売り上げ増大・営業成績向上を図るに

は、第一に追求されることである。

　この他、今日の金融事情を反映して、「自己資本の充実を図る」も４２.３パーセント（６９）

と高い回答率を示している。

　これらに対して、「行政や大学等との連携」を挙げている企業は、２２.１パーセント（３６）

にとどまっている。これは、次にも触れるのだが、これまであまり行政や大学と連携し

てきた実績がない、ということを意味しているのであって、したがって具体的に「行政

や大学等との連携」といっても、それぞれの企業にとってどのようなメリット・可能性

があるのかわからない、とう状況を示しているものと考える。

　〈研究機関・大学との連携〉

　これまで国や自治体の研究機関、あるいは大学と、どのような連携をおこなってきた

のか、ということを尋ねた。図－Ｂ２１に示すように、最も多かったのは「研究成果の発

表会・説明会・セミナー・フォーラムなどに参加したことがある」で、３９.９パーセント

（６５）の回答があった。次いで多かったのは、「『研究紀要』などの印刷物を利用した（読

んだ）ことがある」という回答で、１８.４パーセント（３０）であった。「研究者・教官から

指導を受けた（相談にのってもらった）ことがある」という回答は１４.７パーセント（２４）

となっている。

　こうしてみると、企業としては比較的気軽に参加しやすい事業（研究成果発表会・説

明会・セミナーなど）には多数参加してきているが、研究者や教官に協力を仰ぐといっ

たことは、きわめて追求し難い、「敷居の高い」こととして受け止められている、という

ことであろう。
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図－Ｂ２０　企業の抱える課題



　〈今後の連携〉

　今後、国や自治体の研究機関、大学等と連携するとして、どのような形態のものを望

んでいるのか、ということを複数回答で尋ねた。図－Ｂ２２に示すように、最も多かった

のは「研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォーラムなどに参加したい」で、３８.０

パーセント（６２）を占めた。前問と関連するのだが、今後の「連携」においても、こうし

た「研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォーラムなどへの参加」が企業としては

参加しやすいものとして捉えられている。

　前問との比較で注目されるのは、「研究者・教官から指導を受けたい（相談にのって

もらいたい）」という回答が２７.０パーセント（４４）と、３割近い回答となっていることで

ある。「共同研究」や「研究委託」と比較すると比較的高い比率になっている。結果とし

て「共同研究や「研究委託」を行うことになるにしても、まずは研究内容を十分理解でき

ていない、企業の抱えている課題に応えてもらえるような研究をしているのかどうかわ

からない、という状況にあると考える。
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図－Ｂ２１　国・自治体との連携状況

図－Ｂ２２　国・自治体との今後の連携の希望



　〈連携を図る上での障害〉

　国や自治体の研究機関・大学等と連携を図る上で障害となっていることについて尋ね

た。なお、ここで示すパーセントは、有効回答１６３社に対する回答数であるから、大学や

試験研究機関との連携を模索している企業に限定して比率を算出した場合には、より高

率の数値になることを断っておきたい。

　図－Ｂ２３に示すように、最も多かった回答は「大学や試験研究機関で行っている研究

内容が紹介されていない」というもので、２５.２パーセント（４１）の回答があった。次い

で、「予算処置ができない」という回答が２３.９パーセント（３９）で、「所属する企業に適

当な人材が不足している」という回答と「連絡先・相談できるところ（窓口）がわからな

い」という回答が、ともに２０.９パーセント（３４）となっている。

　ここでは、企業側の問題（予算処置の条件、スタッフ不足）も大きいが、大学や試験研

究機関の側の問題（研究成果・内容に関する情報提供の不足、窓口のＰＲ）も明確に

なっている、という点を確認することができる。

　〈弘前大学が実施している事業の理解度〉

　企業の側では、弘前大学が実施している事

業についてどの程度の認識があるのか、とい

うことを尋ねた。

　（１） 研究の受託

　図－Ｂ２４に示すように、「あまり聞いた

ことがない」という回答が最も多く、３６.５

パーセント（５８）の回答があった。次いで、

「知らない」という回答が３４.６パーセント

（５５）を占めている。この２つの項目の合計

は６９.３パーセント（１１３）と、ほぼ７割にも
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図－Ｂ２３　連携を図る上での障害

図－Ｂ２４　研究受委託の理解度



達している。企業側における問題としては、研究委託する条件がないが故に大学や試

験研究機関が研究受託していることも知らない、という状況にある企業も多数にのぼ

ると考える。しかし、何より弘前大学に関する情報が十分いきわたっていない、とい

うのが現状であろう。

　

　（２） 共同研究

　図－Ｂ２５に示すように、「知らない」と

いう回答が最も多く、３６.５パーセント（５４）

を占めた。次いで、「あまり聞いたことが

ない」という回答が多く、３１.１パーセント

（４６）となっている。これら２つの項目の

合計は６１.３パーセント（１００）で前問より回

答状況は比率を低下させているが、ほぼ同

じ傾向にあると言えよう。

　

　（３） 科学技術相談

　「科学技術相談」という事業については、

図－Ｂ２６に示すように、「知らない」とい

う回答が最も多く、４３.２パーセント（６３）

を越え、「あまり聞いたことがない」とい

う回答も４１.１パーセント（６０）を越えてい

る。この２つの項目の合計は８５パーセン

ト（１２３）近くになっている。これでは、

「企業と大学の連携」ということの基礎的

条件が十分形成されていない、ということ

ができよう。

　

　（４） シーズ説明会

　大学が行っている研究の内容・成果を発

表するのがシーズ説明会であるが、図－Ｂ

２７に示すように「「科学技術相談室」以上

に認識されていない、という結果になって

いる。すなわち、「知らない」という回答

が５３.１パーセント（７８）と過半数を超え、

「あまり聞いたことがない」という回答も

３６.７パーセント（５４）と、４割近いのであ

る。この２つの合計は、この設問における

有効回答の約９０パーセント（１３２）になっている。「共同研究」や「研究受託」とは直接

結びつかないまでも、多様な内容の「シーズ説明会」を開催していく必要がある、と考

える。
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図－Ｂ２５　共同研究の理解度

図－Ｂ２６　科学技術相談の理解度

図－Ｂ２７　シーズ説明会の理解度



　〈弘前大学に期待すること〉

　「企業活動を活性化したり、地域を活性化させる上で大学に期待すること」として、人

材育成など、次のような８項目について回答を求めた。

　（１） 人材育成

　回答があった１５１企業の回答の内訳は、

図－Ｂ２８に示すように、最も多いのが「大

いに期待する」で、３７.７パーセント（５７）を

占めている。次いで、「多少期待する」が

３１.８パーセント（４８）を占めている。これ

ら２つの合計は６９.５パーセント（１０５）と約

７割に達している。企業として経営発展の

鍵を握る「人材の確保」について、地元の

大学である弘前大学に一定の関心を持って

いる、ということが確認できよう。

　（２） 在職しながらの講義の受講

　企業に在職させながら職員に大学の講義を受講させるということは、現時点ではシ

ステムとして確立されていないことから、あまり関心がないのではないか、と考えら

れる。回答の状況も、図－Ｂ２９に示すよう

に、「あまり期待しない」が最も多く、３１.３

パーセント（４７）を占めている。しかし、

「多少期待する」が２８.７パーセント（４３）で、

「大いに期待する」の９.３パーセント（１４）と

合計すると三分の一以上の割合となり、今

後新たな模索をしていく意義・必要性を示

しているのではないか、と考える。

　この場合、この設問では具体的なイメー

ジを示していないのだが、回答した企業側

では、勤務時間中に講義を受講する、とい

う前提で回答したと思われる。その意味で

は、「夜間開講」の可能性、あるいはインター

ネットを利用しての「遠隔教育システム」の

活用などを追求した場合、企業側の、また

職 員の反 応も異な っ たものになる、と考え る。

　（３） 研究成果の公表・情報提供

　図－Ｂ３０に示すように、最も多かったの

は「多少期待する」で、４６.７パーセント（７０）

と、約半数を占めた。次いで、「大いに期待
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図－Ｂ２８　人材育成への期待

図－Ｂ２９　職員の講義受講への期待

図－Ｂ３０　調査研究の成果公開への期待



する」が２８.０パーセント（４２）と、約３割を占めている。「大いに期待する」と「多少期待

する」の違いは微妙だが、これまでの弘前大学との連携の経験（共同研究、研究委託、

シーズ説明会への参加など）の有無や、業種による違いなども考えられるところである。

　とはいえ、比較的大きな期待を持っている、ということは確認することができよう。

　（４） 技術開発・技術移転

　図－Ｂ３１に示すように前問とほぼ同様

の傾向を示し、「多少期待する」が最も多

く、３５.６パーセント（５２）を占め、次いで

「大いに期待する」が２８.１パーセント（４１）

を占めている。「多少期待する」という回

答だけでみると、前問より１１.１ポイント低

くなっている。このことは、「技術開発・

技術移転」ということにあまり関わりがな

い、という企業の回答が低下したからでは

ないか、と考える。

　（５） 共同研究

　図－Ｂ３２に示すように、最も多かったの

は「多少期待する」で、３０.４パーセント

（４５）を占めている。「大いに期待する」が

２０.９パーセント（３１）を占め、この２つで

５割を越えている。しかし、「わからない」

という回答が２７.０パーセント（４０）と３割

近くに上ることから、共同研究については

前問の技術開発・技術移転よりも全体とし

てはなじみがうすい、と考えられる。

　（６） 研究の受委託

　図－Ｂ３３に示すように、「多少期待す

る」が最も多く、３１.８パーセント（４９）を占

めているものの、「わからない」という回

答もほぼ同率の回答となっている。すなわ

ち、３１.２パーセント（４８）が「わからない」

と回答しているのである。「大いに期待す

る」は１３.６パーセント（２１）で、「多少期待

する」との合計は４５.４パーセントとなり、

前問よりもさらにポイントが低くなっている。業種によっても事情は異なるものであ

るが、他の設問と比較した場合、共同研究や研究の受委託は企業の経済的負担も大き

いことからこれまで実績も少ない、という実態を反映しているものと考えられる。 
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図－Ｂ３１　技術開発・技術移転への期待

図－Ｂ３２　共同研究への期待

図－Ｂ３３　研究の受委託への期待



　（７）研究相談・研究指導

　図－Ｂ３４に示すように、「多少期待する」

が最も多く、３６.８パーセント（５７）で、「大

いに期待する」の１７.４パーセント（２７）と

の合計は、５４.２パーセントと過半数を超え

ている。「共同研究」についての回答とほ

ぼ同様の傾向を示している。

　（８）研究テーマ・内容の公募システム

　現在、企業から研究テーマ・内容を公募

し、大学が経費を負担して研究を行うとい

うシステムは、実施されている訳ではな

い。仮定の話としてこうしたシステムへの

期待を尋ねたところ、図－Ｂ３５に示すよう

に、「大いに期待する」という回答が最も

多く、３６.１パーセント（５６）を占めた。次

いで、「多少期待する」が３２.９パーセント

（５１）を占め、これらの合計は７割近くに

達している。これまでみてきたように、共

同研究や研究の受委託と比較すると大きな

期待・関心を示している、ということがで

きる。それはまた、企業の側での事情とし

て、研究費を十分負担することができない、大学で行われている研究内容が企業活動

とどのように関わりをもっているのかよくわからない、といったことも伺われるとこ

ろである。
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図－Ｂ３４　研究相談・研究指導への期待

図－Ｂ３５　研究テーマの公募への期待
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　以下の設問について、該当する項目のアルファベッ

トに◯をつけて下さい。特に指定が無い限り、一つだ

け◯をつけて下さい。また、必要な箇所では具体的に

記入して下さい。

〈所属している企業の概要等について〉

【１】 このアンケートに回答を記入されている方につ

いておたずねします。あなたは、所属の企業の

中でどのような地位にありますか？

　ａ．会長・社長（相当）

　ｂ．専務・常務（相当）

　ｃ．部長・課長（相当）

　ｄ．担当者

　ｅ．その他（ ）

【２】 あなたが所属している企業についておたずねし

ます。業種としては次の中のどれになります

か？当てはまるものに◯をつけて下さい。

　ａ．食品小売り業　　　ｂ．生活関連小売業

　ｃ．文化用品小売業　　ｄ．卸業

　ｅ．製造業・加工業　　ｆ．建設業

　ｇ．建設関連業　　　　ｈ．金融業

　ｉ．運輸・交通業　　　ｊ．料飲・観光業

　ｋ．専門サービス業　　ｌ．情報・不動産業

【３】 あなたが所属している企業についておたずねし

ます。本社の所在地はどこですか？

　ａ．青森県内　　　　　ｂ．青森県外

【４】 あなたが所属している企業についておたずねし

ます。平成１３年度の採用職員数についておた

ずねします。職員については、正職員（非常

員・パートを除く）に限定して下さい。なお、

本社が県外にある企業の場合には、県内の支

社・営業所などの合計の人数をお答え下さい。

　総数　　　人　うち高校卒業者

　　　　　　　　（専門学校を含む）　　　　　人

　　　　　　　　うち短大・大学卒業者

　　　　　　　　（大学院修了者を含む）　　　人

　

〈従業員の知識・技能等向上に必要と思われることに

ついて〉

【５】 事務処理能力の向上や職員の意識向上等の必要

性についてどのように感じていますか？次の中

から当てはまるものに◯をつけて下さい。

　（１） 接遇について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（２） セールス・営業部門職員の能力の向上について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（３） 仕事への取組み姿勢・企業への帰属意識の向

上について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（４） 事務処理能力全般について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

【６】 技術部門がある企業の方におたずねしまます。

職員の技術習得・技術向上の必要性についてど

のように感じていますか？次の中から当てはま

るものに◯をつけて下さい。

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

【７】 企業内の研修システム・研修の実施状況につい

ておたずねします。次の研修システムについ

て、充実させる必要性を感じていますか？当て

はまるものに◯をつけて下さい。

　（１） 新人教育について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（２） 中途採用者について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（３） パート・非常勤職員について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（４） 中堅職員について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（５） 経営者層の自己研修について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

〈商工会議所議員へのアンケート調査〉
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【８】 商工会議所が主催する研修会へ、職員を参加さ

せていますか？基本的な考え方として、次の中

で当てはまるもの全てに◯をつけて下さい。

　ａ．経営者・経営代表者が出席するようにしている

　ｂ．中間管理職層を参加させている

　ｃ．テーマ・内容によって適切な人を参加させている

　ｄ．若手を中心に参加させている

　ｅ．余裕がないのであまり参加させることができない

　ｆ．参加する意義・必要性をあまり感じない

　ｇ．その他（ ）

〈技術開発の必要性や技術開発に必要な条件整備につ

いて〉

【９】 あなたが所属する企業として、技術開発につい

てどのように取り組んできましたか？次の中か

ら当てはまるものに◯をつけて下さい。

　ａ．積極的に技術開発を行っている

　ｂ．それなりに技術開発を行っている

　ｃ．あまり技術開発をしてこなかったが、今後必要

だと思う

　ｄ．技術開発の必要性はない

　ｅ．その他（ ）

【１０】 あなたが所属する企業で、研究開発・技術開発

のための費用が十分確保されていると思います

か？

　ａ．十分確保されている

　ｂ．十分ではないがそれなりに確保されている

　ｃ．不足している

　ｄ．特に必要性は感じていない

　ｅ．その他（ ）

【１１】 現有のスタッフで研究開発・技術開発が充分な

されていると思いますか？

　ａ．十分成果が上がっている

　ｂ．十分ではないがそれなりに成果が上がっている

　ｃ．不十分である

　ｄ．特に必要性は感じていない

　ｅ．その他（ ）

　

〈企業とししての今後の対応・将来展望について〉

【１２】 職員の採用にあたって必要だと思われることは

何ですか？あてはまるものすべてに◯をつけて

下さい。

　ａ．大学卒業生を増やしたい

　ｂ．インターンシップ（就職前研修）を実施したい

　ｃ．人材派遣会社を活用したい

　ｄ．その他（ ）

【１３】 「異業種交流」についておたずねします。あな

たが所属する企業では、今後「異業種交流」を

積極的に行う必要があると考えていますか？

　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

【１４】 あなたが所属する企業で、今後積極的に検討・

実施したいと考えていること、課題として感じ

ていることは何ですか？次の中からあてはまる

ものすべてに◯をつけて下さい。

　ａ．職員の給与・退職金制度を見直す

　ｂ．職員の福利厚生制度を見直す

　ｃ．人事管理システムの改善（人材の発掘・活性化）

　ｄ．職員スタッフの充実

　ｅ．リストラを実施する

　ｆ．他の企業との合併・連携を図る

　ｇ．自己資本の充実を図る

　ｈ．海外への進出を図る

　ｉ．地域経済・地域社会の活性化

　ｊ．通信・情報システム等のインフラの整備

　ｋ．企業・商品イメージのアップ

　ｌ．行政や大学等との連携

　ｍ．その他（ ）

【１５】 国や自治体の研究機関・大学とこれまでどのよ

うに連携（利用）してきましたか？あてはまる

ものすべてに◯をつけて下さい。

　ａ．研究委託をしたことがある

　ｂ．共同研究を行ったことがある

　ｃ．研究者・教官から指導を受けた（相談にのって

もらった）ことがある

　ｄ．研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォー

ラムなどに参加したことがある

　ｅ．『研究紀要』などの印刷物を利用した（読んだ）

ことがある

　ｆ．その他（ ）

【１６】 今後、国や自治体の研究機関・大学と連携して

いきたいと考えていますか？あてはまるものす

べてに◯をつけて下さい。

　ａ．研究委託をしたい

　ｂ．共同研究を行いたい

　ｃ．研究者・教官から指導を受けたい（相談にのっ

てもらいたい）

　ｄ．研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォー

ラムなどに参加したい

　ｅ．『研究紀要』などの印刷物を利用したい

　ｆ．その他（ ）
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【１７】 連携を図る上で、何か障害・問題があると感じ

ていますか？あてはまるものすべてに◯をつけ

て下さい。

　ａ．予算処置ができない

　ｂ．所属する企業に適当な人材が不足している

　ｃ．大学や試験研究機関で行っている研究内容が紹

介されていない

　ｄ．大学や試験研究機関で行っている研究内容が専

門的過ぎて十分理解できない

　ｅ．連絡先・相談できるところ（窓口）がわからない

　ｆ．その他（ ）

　

〈企業活動を活性化したり、地域を活性化させる上で

大学に期待すること〉

【１８】 弘前大学で、現在次のような事業を実施してい

ることを知っていますか？

　（１） 研究の受託について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あま り聞 い たこ と が な い　ｄ．知らない

　（２） 共同研究について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あま り聞 い たこ と が な い　ｄ．知らない

　（３） 科学技術相談について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あま り聞 い たこ と が な い　ｄ．知らない

　（４） シーズ説明会について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あま り聞 い たこ と が な い　ｄ．知らない

【１９】 あなたが所属する企業を活性化させたり、地域

を活性化させる上で、弘前大学にどのようなこ

とを期待していますか？それぞれ該当するもの

にに◯をつけて下さい。

　（１） 人材育成（主として新採をめぐって）について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（２）職員を在職のまま大学の講義（授業）を受けさ

せることについて

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（３） 調査研究活動の成果の公表・情報提供について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（４）技術開発・技術移転について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（５）共同研究について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（６）研究の受委託について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（７）研究相談・研究指導について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（８）研究テーマの公募（民間から研究テーマ・アイ

デアを公募し、大学が研究費を負担して研究を

行う、あらたな制度ができると仮定して考えて

下さい）

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

【２０】 弘前大学として、今後調査研究して欲しい研究

テーマ・内容の他、自由にご希望・ご意見等を

記入して下さい。

　　御協力有り難うございます。記入終了後は、同封

の封筒をお使いになって投函して下さい。なお、切

手を貼る必要はありません。



　（３）自治体と大学との連携をさぐる
［自治体へのアンケート調査］

　県内の６７市町村および県に対して、首長部局と教育委員会あてのアンケート調査を実施

した。有効回答は７９件であった。

　〈回答者〉

　回答者を、「市町村長・教育長・三役（相

当）」、「部長・次長（相当）」、「課長・係長

（相当）」、「担当者」に区分し、回答を求めた。

図－Ｃ１に示すように、最も多かったのは

「課長・係長」で５７.７パーセント（４５）で、次い

で「担当者」が３３.３パーセント（２６）で、この２

つで９割となり、今回の回答はほとんどが課

長職以下の人が回答していることがわかる。

　〈行政区分〉

　先にも述べたように、この調査は首長部局

と教育委員会に対して送付した。回答状況を

見ると、図－Ｃ２に示すように、「一般行政」

の回答が５３.３パーセント（４０）で、「教育行

政」は４６.７パーセント（３５）と、若干一般行政

の方が多くなっている。

　〈職員の知識・技能の向上〉

　職員の知識や技能の向上に関する現状認識

や改善の必要性などについて尋ねた。

　（１） 接　　遇

　図－Ｃ３に示すように、「大いに必要で

ある」という回答が圧倒的多数を示し、

８４.８パーセント（６７）を占めている。「接遇」

の内容や、どのような職種・世代にとって

必要なのか、などの詳しい設問はしていな

いのだが、総括的な把握としては職員の接

遇は大いに改善される必要がある、という

把握になっている。

　（２） 仕事への取り組み・姿勢

　図－Ｃ４に示すように、職員の仕事に取り組む姿勢・自治体職員としての意識の向

上についても、７７.２パーセント（６１）が「大いに必要である」と回答している。前問の
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図－Ｃ１　回答者の企業における地位

図－Ｃ２　行政区分

図－Ｃ３　職員の接遇改善の必要性



「接遇」よりは７.６ポイント低くなってい

るが、８割近い回答となっていることに注

目する必要がある。
　

　（３） コンピュータを利用した事務処理能力

　図－Ｃ５に示すように、コンピュータを

利用した事務処理能力については、７１.８

パーセント（５６）がその改善の必要性を

「大いに必要である」と認識しているので

ある。これは、職員の世代や所属する部局

などでも評価が異なると考えられるが、い

ずれにしてもまだ十分職員が事務処理の面

でコンピュータを活用しきれていない、と

いう実態を反映している、と考える。
　

　（４） 政策立案能力

　「職員の政策立案能力」をどのような内容

で捉えるのか、また、職員をどのような職

種・立場の者として捉えるのか、という点

についてふみこんだ場合、様々な見解にわ

かれると考えられる。それにしても、図－

Ｃ６に示すように、「大いに必要である」

という回答が７５.６パーセント（５９）に達し

ていることは注目される。およそ政策立案

能力とは、日常的な学習活動を基盤とし

て、自己の所属する部署での業務遂行能力

だけでなく、広く地域課題や社会の発展方

向を見通す力量を不可欠とするものであろ

う。このように捉えたとき、自治体が、そ

して自治体職員が果たすべき役割をどのよ

うに認識しているのか、ということは極め

て重要な問題である、と考える。
　

　（５） 事務処理能力全般

　図－Ｃ７に示すように、職員の事務処理

能力について、ここでも「大いに必要であ

る」という回答が最も多く、６９.２パーセン

ト（５４）を占めている。前問と比較すると

６.４ポイントほど低いとはいえ、職員の事

務処理能力全般についても改善が必要であ

る、という捉え方が支配的である。 
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図－Ｃ７　事務処理能力全般の改善の必要性

図－Ｃ６　政策立案能力向上の必要性

図－Ｃ５　コンピュータを利用した事務処
理能力改善の必要性

図－Ｃ４　仕事への取組み・姿勢改善の必要性



　〈職員の研修システムについて〉

　これまでみてきたように、自治体職員の政策能力や事務処理能力には課題が多い、と

いう認識が示されている。これに対して、研修システムはどのように機能しているので

あろうか。いくつかの項目で設問を設けた。

　（１） 新人教育

　「次の研修システムについて、充実させ

る必要性を感じていますか」という質問に

対して、図－Ｃ８に示すように新人教育で

は「大いに必要である」という回答が７５.６

パーセント（５９）と、三分の二を超えている。

　「新人教育」とはいっても、その内容・方

法において様々なことが考えられるのだ

が、近年の「新人」あるいは「若者」に対す

るイメージ、実際に採用された新人職員に

対する評価から、「新人教育」の充実の必

要性が取りざたされている、と考える。

　（２） 中途採用者

　中途採用者については、新人と比較する

と「大いに必要である」という回答は、図－

Ｃ９に示すように大幅に少なくなり、４４.９

パーセント（３５）となっている。とはいえ、

半数近くが「大いに必要である」と回答し

ているのであり、すでに民間企業などでの

勤務を経験した「中途採用者」に対しても

厳しい評価がある、ということができよう。

　（３） 課長・係長

　中間管理職層にあたる課長・係長層の研

修についても、図－Ｃ１０に示すように「大

いに必要である」という回答が４８.７パーセ

ント（３８）と、ほぼ半数が回答している。

これは、課長・係長層の自己評価と、担当

者からの厳しい評価と、両方の要素がある

ものと考える。いずれにしても、その立

場・セクションに応じた職務遂行能力や人

格形成などが常に求められている、という

ことであろう。
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図－Ｃ８　新人教育充実の必要性

図－Ｃ９　中途採用職員の研修の必要性

図－Ｃ１０　課長・係長の研修の必要性



　（４） 部長以上の役職層

　「部長以上の役職層の自己研修」につい

ては、図－Ｃ１１に示すように、「多少必要

である」という回答が最も多く、５３.７パー

セント（３６）を占めている。ついで「大い

に必要である」という回答は３５.８パーセン

ト（２４）となっている。回答記入者が上司

を高く評価しているという面も考えられる

が、回答をチェックされることを恐れたと

いう面も考えられるところである。その意

味では必ずしも数値を鵜呑みにはできない

が、「新人教育」などとの比較では、「大い

に必要である」という回答が大幅に減少し

ていることに注目したい。

　（５） 技術職

　技術職員の研修の必要性については、図

－Ｃ１２に示すように、前問とほぼ同じ傾向

になっている。「多少必要である」という

回答が最も多く、５１.３パーセント（４０）で、

次いで「大いに必要である」が３８.５パーセ

ント（３０）を占めている。

　（６） 専門職

　専門職員の研修の改善については、図－

Ｃ１３に示すように、「大いに必要である」と

いう回答が最も多く、４４.９パーセント（３５）

になっている。「多少必要である」という

回答もほぼ同率で、４２.３パーセント（３３）と

なっている。

　専門職員の業務内容にもよるのだが、国

の政策内容や、地域の産業・政治・教育・

文化状況などが急激に変容する中で、常に

自己研修して欲しい、といった期待がある

ものと考える。

　（７） 研究職

　研究職員の研修については、図－Ｃ１４に示すように、「大いに必要である」という

回答と「多少必要である」という回答が、ともに３３.３パーセント（２１）であった。「どち

らともいえない」という回答が２３.８パーセント（１５）もあったことをあわせて考えると、
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図－Ｃ １１　部長以上層の自己研修の必要性

図－Ｃ１２　技術職の研修の必要性

図－Ｃ１３　専門職の研修の必要性



研究職員については、自治体によっては配

置されていないこと、なじみが薄いこと、

といった事情も作用していると考える。

　〈職員の採用〉

　自治体としての今後の将来展望に関する質

問を行った。それぞれの設問は複数回答で求

めたので、回答者が必要だと判断したものす

べてが回答されている。なお、回答のパーセ

ントは、図－Ｃ１５から図－Ｃ２０までは有効回

答総数７９に対する割合を示している。

　まず、職員の採用については、図－Ｃ１５に示すように、「大学卒業生を増やしたい」と

いう回答が最も多く、４０.５パーセント（３２）を占めている。先に見たように、新人教育や

政策立案能力などについての評価とも関連して、大学卒業生に期待するところが大き

い、ということであろう。

　次いで、「インターンシップ（就職前研修）を実施したい」という回答が２６.６パーセン

ト（２１）となっている。現時点では、インターンシップ制度が十分定着していないがゆ

えに、期待も多くはない、ということではないだろうか。

　〈行政課題〉

　今日、行政として求められている課題について複数回答で尋ねてみた。図－Ｃ１６に示

すように、最も多かったのは「有能な職員の配置・職員の資質向上」という回答で、８２.３

パーセント（６５）もの高い比率を示している。何よりも有能な人材の確保、職員の意識

改革・業務遂行能力の向上が必要である、と認識されているのである。

　次いで、ほぼ同数であるが、「住民参加・住民の理解」が７８.５パーセント（６２）を占め

ている。近年、「男女共同参画社会」の実現を目指す施策などにも顕著であるが、様々な

政策立案過程に住民の代表が参加・参画し、積極的な役割を果たしてきている。あるい
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図－Ｃ１４　研究職の研修の必要性

図－Ｃ１５　今後の職員の採用計画



は、環境問題への取

り組み、リサイクル

への取り組み、ボラ

ンティア・ＮＰＯ活

動など、様々な場面

で地域住民が多彩な

活動を行っている。

教育や地域福祉・介

護問題などでも地域

住民の積極的な参

加・参画が求められ

ている。こうした事

情が行政にも十分理

解されている、ということであろう。

　「予算処置」という回答も比較的多く、６８.４パーセント（５４）を占めている。地方自治

体の財政が逼迫する中で、予算削減への圧力が大きく、様々な事業展開を図るにしても

十分な予算処置が必要である、という意識も広範に存在しているものと考える。

　この他では、「行政内部の部門同士の連携」という回答が４４.３パーセント（３５）で、「自

治体との連携（他の市町村及び青森県、第３セクターなども含めて）」という回答も４０.５

パーセント（３２）を占めている。人員配置や予算措置といった条件がととなわなくとも

できることとして、行政部門間での連携や他の自治体との連携なども積極的に追求すべ

きだ、ということであろう。

　なお、他の自治体との連携ということでは、すでに「広域行政」がスタートしているこ

と、市町村の大型合併が具体的な日程に上っていること、なども大きく作用していると

考えられる。

　〈自治体として検討すべき課題〉

　自治体として検討・実施したいと考えている課題について複数回答で尋ねた。図－Ｃ

１７に示すように、最も多かったのは「人事管理の改善（人材の発掘・活性化）や職員の

レベルアップ」という回答で、７３.４パーセント（５８）という高い回答状況であった。

　次いで、ほぼ同率なのだが、「住民への広報・情報提供の充実や住民の参加・参画」と

いう回答が多く、６９.６パーセント（５５）に達している。これら２つの項目は、前問の回答

状況と同じ傾向を示しているということができよう。すなわち、自治体職員のレベル

アップ・人材発掘と住民パワーへの期待である。

　次いで、「他の自治体との合併・連携」が５７.０パーセント（４５）と、過半数を超える回

答になっている。すでに市町村合併が具体的な日程に上っている中で、否応なしに検討

せざるを得ない、ということであろう。

　この他に、「職員の削減や一部行政の民営化」も、３５.４パーセント（２８）と、比較的高

い比率を示している。「財政危機」や「行革」といったことが叫ばれる中で、職員の削減

や行政の民営化も検討せざるを得ない、ということであろう。
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図－Ｃ１６　行政課題の所在



　他の項目とも関連すると考えられることなのだが、「ボランティア・ＮＰＯの育成」

という回答が３１.６パーセント（２５）あることに注目したい。これは住民の参加・参画や、

「行政の民営化」、「職員の削減」などとも関連してくることである。

　〈研究機関・大学との連携〉

　これまで自治体として国や他の自治体の研究機関、大学とどのように連携してきたの

か、ということを複数回答で尋ねてみた。図－Ｃ１８に示すように、「講演会・研修会等

で講師を依頼したことがある」という回答が最も多く、６８.４パーセント（５４）となっている。

次いで、「研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォーラムなどに参加したことがある」と

いう回答が３６.７パーセント（２９）となっている。そのほか、「審議会など各種の委員を委嘱

したことがある」という回答が３１.６パーセント（２５）で、「研究者・教官から指導を受けた

（相談にのってもらった）ことがある」という回答が２９.１パーセント（２３）などとなっている。

　この設問に対する回答状況を見ると、回答者が直接あるいはそれに近い形で係わりを

持った項目を選択しているように見受けられる。つまり、自治体全体としての状況を把

握した上での回答というのではなく、担当者としての個人的な判断をした、という性格

が強いものと考える。

 

－ 58 －

図－Ｃ１８　自治体の研究機関・大学との連携

図－Ｃ１７　自治体として検討すべき課題



　〈今後の計画〉

　「今後、国や他の自治体の研究機関や大学と連携していきたいと考えていますか」とい

う質問に対する回答状況を示したのが、図－Ｃ１９である。なお、回答は複数回答で求め

た。最も多かったのは、「政策を立案する際に研究者・教官から指導を受けたい（相談

にのってもらいたい）」という回答で、５５.７パーセント（４４）という回答であった。先に

みたように、自治体職員だけでは「政策立案能力」において不十分な面があり、それをカ

バーいてもらうことが研究機関・大学に期待することだ、という文脈が読み取れよう。

　次いで、「審議会や各種の委員として専門的立場からの意見を求めたい」という回答

が４０.５パーセント（３２）となっている。これまでも審議会などの委員として委嘱した経

験を持っている、ということを示すものであろう。

　「研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォーラムなどに職員を参加させたい」と

いう回答も、３６.７パーセント（２９）と、比較的高い比率を示していることに注目したい。

　一方、「共同で事業を実施したい」という回答は２１.５パーセント（１７）、「研究委託や共

同研究をしたい」という回答は２０.３パーセント（１６）と、２割台の回答であった。こうし

た回答状況になっている要因には、これまでの実績が十分ないこと、大学や研究機関か

らの積極的な働きかけが弱かったこと、等々が考えられる。

　〈連携を図る上での問題〉

　研究機関や大学と連携を図る上で障害となっていることを複数回答で尋ねた。図－Ｃ

２０に示すように、最も多い回答は「予算処置ができない」で、６７.１パーセント（５３）で

あった。行政の立場にある人としては、何かしら事業展開を図る場合、「予算処置」に関

連づけて考える、ということであろう。

　他に「連絡先・相談できるところ（窓口）がわからない」という回答が２７.８パーセント

（２１）で、「所属する自治体に適当な人材が不足している」が２６.６パーセント（２１）、「大学

や試験研究機関で行っている研究内容が紹介されていない」が２４.１パーセント（１９）な

どとなっている。これらの項目と比較すると、「予算処置」を問題として捉える約７割

の回答は、非常に突出したものであることがわかる。
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図－Ｃ１９　研究機関・大学との今後の連携の希望



　〈弘前大学の活動の認識状況と期待〉

　弘前大学が実施している事業についてどの程度把握されているのかという点と、今後

弘前大学にどのような期待を持っているのか、という点を質問した。

　（１） 研究の受委託

　研究を受託するシステムについては、図

－Ｃ２１に示すように、「あまり聞いたこと

がない」という回答が最も多く、４５.６パー

セント（３６）を占めた。これに対して、「多少

知っている」という回答は３２.９パーセント

（２６）で、「よく知っている」は２.５パーセント

（２）であり、これら２つの合計は４割に満た

ない。現時点では「研究の受委託」につい

ては十分知られていない、ということがで

きよう。また、情報としてはある程度知っ

ていたとしても、先の質問に関連づけた場

合、「予算処置」を必要とすることについて

ははじめから無理である、という捉え方が

広範に存在しているように考える。

　（２） 共同研究

　共同研究についても、「研究の受委託」と

ほぼ同様の傾向にあると言えよう。図－Ｃ

２２に示すように、「あまり聞いたことがな

い」という回答が最も多く、５３.２パーセン
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図－Ｃ２０　連携を図る上での問題

図－Ｃ２１　研究受委託の理解度

図－Ｃ２２　共同研究の理解度



ト（４１）と、過半数を超えている。これに対して、「多少知っている」が３１.２パーセン

ト（２４）、「よく知っている」が２.６パーセント（２）で、これら２つの合計は３４パーセン

トに満たないのである。

　（３） 科学技術相談

　「科学技術相談」については、さらに認知

度が低い。図－Ｃ２３に示すように、「あま

り聞いたことがない」という回答が５９.７

パーセント（４６）と６割近くに及んでいる。

「多少知っている」が１３.０パーセント（１０）、

「よく知っている」が１.３パーセント（１）と

いう状況であり、これら２つの合計は１５

パーセントにも満たない。

　（４） シーズ説明会

　「シーズ説明会」についてもほぼ同様の

傾向にある。図－Ｃ２４に示すように、「多少

知っている」という回答が９.１パーセント（７）

あるものの、ほとんど知られていない、と

いう状況である。勿論、「シーズ説明会」の

主たる参加者層は自治体職員ではなく企業

関係者である、ということはできよう。ま

た、このアンケート調査の回答者のほぼ半

数が教育委員会に所属している、というこ

とも関係していると考えられる。しかし、

大学としては行政との連携も不可欠であり、

そのための具体的な努力が必要とされてい

る、ということは確認することができよう。

　（５） 「大学開放」・生涯学習事業

　図－Ｃ２５に示すように、最も多い回答は

「多少知っている」で、５０.６パーセント（３９）

と、過半数を超えている。「よく知っている」

という回答は７.８パーセント（６）と少ないが、

これらの合計は約６割になる。先にもふれ

たように、このアンケートの回答者の約半

数は教育委員会の所属であることから、弘

前大学の「大学開放」や生涯学習に関する

情報を入手しやすい立場にある、というこ

とも関連しているものと考えられる。 

－ 61 －

図－Ｃ２３　科学技術相談の理解度

図－Ｃ２４　シーズ説明会の理解度

図－Ｃ ２５　「大学開放」・生涯学習事業の理
解度



　〈弘前大学に期待すること〉

　「あなだが所属する自治体の活動・事業を活性化させたり、地域を活性化させる上で、

弘前大学にどのようなことを期待していますか」という問題設定の下で、いくつかの質

問を設定し、それぞれ複数回答で回答を求めた。なお、ここで示すパーセント値は、全

体としての有効回答７９に対する割合ではなく、それぞれの設問における有効回答に対す

る割合である。

　（１） 人材育成

　「人材育成」については、図－Ｃ２６に示

すように、「大いに期待する」という回答

が最も多く、４４.２パーセント（３４）を占め

ている。ついで、「多少期待する」が３２.５

パーセント（２５）で、これら２つの合計は

８割近くになっている。「人材育成」につ

いて、強い期待感をいだいていることが確

認できる。

　（２） 在職したままでの講義の受講

　図－Ｃ２７に示すように、最も多かった回

答は「多少期待する」で、３９.０パーセント

（３０）であった。次いで、「大いに期待する」

が２７.３パーセント（２１）で、これら２つの

合計は７割近くになる。前問の「人材育成」

と比較した場合、その期待度は低下傾向を

示すとはいえ、７割近い回答があったとい

うことに注目したい。

　（３） 調査研究の成果の公表

　図－Ｃ２８に示すように、「大いに期待す

る」が４７.４パーセント（３６）を占め、次いで

「多少期待する」が４２.１パーセント（３２）を

占めている。これら２つの合計は９割近く

に達している。「地元の大学」である弘前

大学への期待の大きさを示している、とい

うことができよう。

　（４） 地域企業への技術開発・技術移転

　図－Ｃ２９に示すように、「大いに期待す

る」が最も多く、５５.３パーセント（４２）を占

めている。次いで、「多少期待する」が２１.１
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図－Ｃ２６　人材育成への期待

図－Ｃ２７　職員の講義受講への期待

図－Ｃ２８　調査研究の成果公開への期待



パーセント（１６）となっている。「大いに期

待する」という項目の比重が高く、行政関

係者にとって、地元企業の活性化・産業振

興につながるような「技術開発・技術移

転」への期待が極めて大きい、ということ

を示している。

　（５） 研究の委託・共同研究

　図－Ｃ３０に示すように、最も多かった回

答は「多少期待する」で、３６.７パーセント

（２９）となっている。次いで、「大いに期待

する」が２６.６パーセント（２１）を占めている。

前問の「技術開発・技術移転」と比較した場

合、「大いに期待する」という回答の比率は

小さいものの、「多少期待する」という項目

との合計は６割を越えている。研究の受託

や共同研究を行うことで、弘前大学が地域

振興に大きな役割を果たして欲しいという

意向を示している、と捉えることができよう。

　（６） 研究相談・研究指導

　図－Ｃ３１に示すように、「多少期待す

る」という回答が最も多く、４４.３パーセン

ト（３５）となっている。次いで、「大いに期

待する」が３０.４パーセント（２４）である。

これら２つの合計はほぼ７５パーセントと

なり、高い関心を持っている、と言える。

前問と比較して「多少期待する」の回答が

より高い比率を示している。このことは、

研究の受委託や共同研究が一定の予算処置

を必要とするのに対して、研究相談・研究

指導の場合にはその負担が小さい、と捉え

られているからではないだろうか。

　（７） 事業の共同開催

　図－Ｃ３２に示すように、「多少期待する」

が最も多く４４.３パーセント（３５）で、「大い

に期待する」は２４.１パーセント（１９）となっ

ている。

　「事業共催」という場合、どのような事業

－ 63 －

図－Ｃ３２　事業の共同開催への期待

図－Ｃ３１　研究相談・研究指導への期待

図－Ｃ ３０　研究の委託・共同研究への期待

図－Ｃ ２９　地域企業への技術開発・技術移
転への期待



が共催で実施できるのか、また、費用負担をどうするか、等々の問題が残る。とはい

え、「大いに期待する」という回答と「多少期待する」という回答の合計が７割近いこ

とは、今後具体的に様々な事業を企画・実施していく上で注目したい。

　

　（８） 研究テーマの公募

　図－Ｃ３３に示すように、最も多かったの

は「大いに期待する」という回答で、４１.８

パーセント（３３）と、４割を越えている。

次いで、ほぼ同数なのだが、「多少期待す

る」が３９.２パーセント（３１）となっている。

同じ調査項目で他の組織・団体と比較した

場合には「大いに期待する」という回答の

割合が比較的少ないのだが、それにしても

「大いに期待する」という回答と「多少期

待する」の回答の合計が８割を越えている

ことに注目する必要があろう。

　

　〈行政課題・地域課題と弘前大学への期待〉

　最後に、自治体・地域として直面している

様々な課題について、弘前大学にはどの程度

期待しているのか、という質問を設定した。

　

　（１） 学校教育・家庭教育

　図－Ｃ３４に示すように、「大いに期待す

る」が５１.９パーセント（４１）と最も多く、次

いで「多少期待する」が３２.９パーセント（２６）

を占めている。教育問題では、専門的に研

究している大学との連携を図りたい、とい

う行政の意向が示されている。

　

　（２） 社会教育・生涯学習の推進

　図－Ｃ３５に示すように、「大いに期待す

る」が最も多く、６２.０パーセント（４９）と

なっている。次いで、「多少期待する」が

２６.６パーセント（２１）となっている。この

領域でも大学への期待が大きいということ

であるが、前問と比較した場合、「大いに期

待する」が１０ポイントほど高い比率になっ

ていることが注目される。これは、「公開

講座」や社会人入学制度、科目等履修生制度
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図－Ｃ３３　研究テーマ公募への期待

図－Ｃ３４　弘前大学への期待（学校教育・
家庭教育）

図－Ｃ３５　弘前大学への期待（社会教育・
生涯学習）



などを含め、弘前大学が提供する教育機会が地域の社会教育・生涯学習に一定の存在

意義を持っていること、地域生涯学習計画の策定や自治体の社会教育専門職員の養成

などにおいて大学が一定の実績を上げてきたこと、などが評価されている、と考える。

　

　（３） 文化・スポーツの振興

　図－Ｃ３６に示すように、「大いに期待す

る」という回答が最も多く、４５.６パーセン

ト（３６）を占めている。ついで、「多少期待

する」が３１.６パーセント（２５）を占めてい

る。これら２つの合計は８割近くに達して

おり、地域の文化・スポーツ振興において

も弘前大学に多くの期待が寄せられている

ことがわかる。

　

　（４） 地域づくり

　図－Ｃ３７に示すように、「大いに期待す

る」という回答が最も多く、５８.２パーセン

ト（４６）となっている。ついで、「多少期待

する」が３１.６パーセント（２５）となってい

る。「地域づくり」ということの内容は幅

広く、産業基盤の形成や社会組織の創造、

住民の参加・参画など、多様な内容が考え

られる。また、環境問題や教育問題、福祉

問題など、取り上げる課題も多様である。

だからこそ、様々な研究領域において研究

活動をしている弘前大学に期待することろ

が大きい、ということであろう。

　

　（５） 医療・健康・福祉

　図－Ｃ３８に示すように、「大いに期待す

る」という回答が７８.５パーセント（６２）と、

８割近くに達している。このアンケートの

回答状況の中で、最も高い回答比率を示し

ている。「全国一の短命県」といわれ、また

地方中核都市部とそれ以外の地域との医療

格差がある中で、さらに様々な医療・健

康・福祉の課題が取りざたされる中で、弘

前大学への期待は非常に高いものがある、

ということができよう。 
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図－Ｃ ３６　弘前大学への期待（文化・スポーツ）

図－Ｃ ３７　弘前大学への期待（地域づくり）

図－Ｃ ３８　弘前大学への期待（医療・健康・
福祉）



　（６） 地域経済の活性化

　図－Ｃ３９に示すように、「大いに期待す

る」という回答が最も多く、５３.２パーセン

ト（４２）を占めている。次いで、「多少期待

する」が２６.６パーセント（２１）を占めてい

る。「地域経済の活性化」を図る上で大学

に期待することは、地域経済の動向・可能

性を、グローバル化した今日の日本経済の

中で指し示して欲しい、といったことであ

ろう。直接的な回答を出せないまでも、判

断材料を多様な形態・内容で提供すること

が必要である、と考える。

　（７） ボランティア・ＮＰＯの育成

　図－Ｃ４０に示すように、最も多かったの

は「多少期待する」という回答で、４１.８

パーセント（３３）を占めている。次いで、

ほぼ同じ数値なのだが、「大いに期待する」

が４０.５パーセント（３２）を占めている。こ

れら２つの合計は８割をこえており、大学

への期待が大きいということは確認するこ

とができよう。

　とはいえ、（１）から（６）までの回答状況

をみると、「大いに期待する」という回答

比率が最も低くなっている。このことは、

弘前大学がボランティア・ＮＰＯ活動の育

成にどのような役割を果たし得るのか、必ずしもイメージしきれない、といった捉え

方が広範にあるからではなかろうか。
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図－Ｃ ３９　弘前大学への期待（地域経済の
活性化）

図－Ｃ ４０　弘前大学への期待（ボランティ
ア・ＮＰＯ）
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　以下の設問について、該当する項目のアルファベッ

トに◯をつけて下さい。特に指定が無い限り、一つだ

け◯をつけて下さい。また、必要な箇所では具体的に

記入して下さい。

〈所属している自治体の概要等について〉

【１】 このアンケートに回答を記入されている方につ

いておたずねします。あなたは、所属の自治体

の中でどのような地位にありますか？

　ａ．市町村長・教育長・三役（相当）

　ｂ．部長・次長（相当）

　ｃ．課長・係長（相当）

　ｄ．担当者

　ｅ．その他（ ）

【２】 あなたが所属している自治体についておたずね

します。業種としては次の中のどれになります

か？当てはまるものに◯をつけて下さい。

　ａ．一般行政（首長部局）　　　ｂ．教育行政

　ｃ．その他（ ）

【３】 あなたが所属している自治体についておたずね

します。平成１３年度の採用職員数についてお

たずねします。職員については、正職員（非常

員・パート・財団職員を除く）に限定して下さ

い。なお、一般行政と教育行政の合計でお答え

下さい。

　総数　　　人　うち高校卒業者

　　　　　　　　（専門学校を含む）　　　　　人

　　　　　　　　うち短大・大学卒業者

　　　　　　　　（大学院修了者を含む）　　　人

〈職員の知識・技能等向上に必要と思われることにつ

いて〉

【４】 事務処理能力の向上や職員の意識向上等の必要

性についてどのように感じていますか？次の中

から当てはまるものに◯をつけて下さい。

　（１）接遇について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（２） 仕事への取組み姿勢・自治体職員としての意識

の向上について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（３） コンピュータを利用した事務処理能力について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（４） 職員の政策立案能力の向上について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（５） 事務処理能力全般について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

【５】 自治体の研修システム・研修の実施状況につい

ておたずねします。次の研修システムについ

て、充実させる必要性を感じていますか？当て

はまるものに◯をつけて下さい。

　（１） 新人教育について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（２） 中途採用者について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（３） 課長・係長職員について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（４） 部長以上の役職層の自己研修について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（５） 技術職の研修について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（６） 専門職の研修について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（７） 研究職の研修について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

 

〈自治体関係者に関するアンケート調査〉



－ 68 －

〈自治体としての今後の対応・将来展望について〉

【６】 職員の採用にあたって必要だと思われることは

何ですか？あてはまるものすべてに○をつけて

下さい。

　ａ．大学卒業生を増やしたい
　ｂ．インターンシップ（就職前研修）を実施したい
　ｃ．人材派遣会社を活用したい
　ｄ．その他（ ）

　

【７】 現在、行政としては地域経済の活性化や雇用の

確保、教育・福祉の充実、文化・スポーツ振興

など様々な課題に直面していると思いますが、

そうした課題に対処する上で重要だと思われる

ことは何ですか？次の中からあてはまるものす

べてに○をつけて下さい。

　ａ．予算設置
　ｂ．人員の増加
　ｃ．有能な職員の配置・職員の資質向上
　ｄ．住民参加・住民の理解
　ｅ．企業との連携
　ｆ．大学との連携
　ｇ．行政内部の部門同士の連携
　ｈ．自治体との連携（他の市町村および青森県、第

３セクターなども含めて）
　ｉ．議員の理解

　

【８】 あなたが所属する自治体で、今後積極的に検

討・実施したいと考えていること、あるいは検

討する必要があると考えていること、課題とし

て感じていることは何ですか？次の中からあて

はまるものすべてに◯をつけて下さい。

　ａ．職員の削減や一部行政の民営化
　ｂ．職員の給与体系・賃金制度の見直し
　ｃ．人事管理の改善（人材の発掘・活性化）や職員

スタッフのレベルアップ
　ｄ．住民への広報・情報提供の充実や住民の参加・

参画
　ｅ．ボランティア・ＮＰＯの育成
　ｆ．通信・情報システム等のインフラの整備
　ｇ．他の自治体との合併・連携
　ｈ．企業・大学等との連携
　ｉ．その他（ ）

　

【９】 国や他の自治体の研究機関・大学とこれまでど

のように連携（利用）してきましたか？あては

まるものすべてに◯をつけて下さい。

　ａ．講演会・研修会等で講師を依頼したことがある
　ｂ．審議会など各種の委員を委嘱したことがある
　ｃ．共催で事業を実施したことがある
　ｄ．研究委託や共同研究をしたことがある
　ｅ．研究者・教官から指導を受けた（相談にのって

もらった）ことがある
　ｆ．研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォー

ラムなどに参加したことがある

　ｇ．『研究紀要』などの印刷物を利用した（読んだ）
ことがある

　ｈ．その他（ ）

【１０】 今後、国や他の自治体の研究機関・大学と連携

していきたいと考えていますか？あてはまるも

のすべてに◯をつけて下さい。

　ａ．研究委託や共同研究をしたい

　ｂ．共同で事業を実施したい

　ｃ．政策を立案する際に研究者・教官から指導を受

けたい（相談にのって欲しい）

　ｄ．審議会や各種の委員として専門的立場からの意

見を求めたい

　ｅ．研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォー

ラムなどに職員を参加させたい

　ｆ．その他（ ）

【１１】 連携を図る上で、何か障害・問題があると感じ

ていますか？あてはまるものすべてに◯をつけ

て下さい。

　ａ．予算処置ができない

　ｂ．所属する自治体に適当な人材が不足している

　ｃ．大学や試験研究機関で行っている研究内容が紹

介されていない

　ｄ．大学や試験研究機関で行っている研究内容が専

門的過ぎて十分理解できない

　ｅ．連絡先・相談できるところ（窓口）がわからない

　ｆ．その他（ ）

　

〈行政活動を活性化したり、地域を活性化させる上で

弘前大学に期待すること〉

【１２】 弘前大学で、現在次のような事業を実施してい

ることを知っていますか？それぞれあてはまる

ものに○をつけて下さい。

　（１） 研究の受託について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない

　（２） 共同研究について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない
　

　（３） 科学技術相談について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない

　（４） シーズ説明会について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない
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　（５） 「大学開放」・生涯学習に関する様々な事業につ

いて

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない

　

【１３】 あなたが所属する自治体の活動・事業を活性化

させたり、地域を活性化させる上で、弘前大学

にどのようなことを期待していますか？それぞ

れ該当するものに◯をつけて下さい。

　（１） 人材育成（主として新採をめぐって）について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　

　（２） 職員を在職のまま大学の講義（授業）を受けさ

せることについて

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　

　（３）調査研究活動の成果の公表・情報提供について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　

　（４）地域の企業への技術開発・技術移転について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　

　（５）研究の委託・共同研究について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　

　（６） 研究相談・研究指導について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　

　（７） 各種事業の共同開催について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　

　（８） 研究テーマの公募（一般から研究テーマ・アイ
デアを公募し、大学が研究費を負担して研究を
行う制度が、あらたにできると仮定して考えて
下さい）

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない 

【１４】 以下のような地域課題・行政課題に関して、弘

前大学が積極的な役割を果たすことを期待して

いますか？それぞれ該当するものにに◯をつけ

て下さい。

　（１） 学校教育や家庭教育をめぐる問題

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない
　

　（２） 社会教育・生涯学習の推進

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない
　

　（３） 文化・スポーツの振興

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない
　

　（４） 地域づくり

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　（５） 医療・健康・福祉の充実

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　（６） 地域経済の活性化

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

　（７） ボランティア・ＮＰＯの育成

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する
　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない
　　ｅ．わからない

【１５】 弘前大学として、今後調査研究して欲しい研究

テーマ・内容の他、自由にご希望・ご意見等を

記入して下さい。

　　御協力有り難うございます。記入終了後は、同封

の封筒をお使いになって投函して下さい。なお、切

手を貼る必要はありません。



　（４）協同組合の活動と「大学開放」
［協同組合］

　次に、青森県内の農協・漁協を対象としたアンケート調査の結果について検討したい。

有効回答数は１１８である。

　〈回答者〉

　アンケートに回答した人の役職の内訳は、

図－Ｄ１に示すように、「組合長・参事（相当）」

が３２.８パーセント（３８）、「専務・常務（相当）」が

３.４パーセント（４）、「部長・課長（相当）」が

３７.９パーセント（４４）、「担当者」が２１.６パー

セント（２５）、という構成になっている。「部

長・課長」が最も多く４割近くで、「組合長・

参事」も３割以上の回答をしている。

　〈農協・漁協の別〉

　農協と漁協とでは、アンケートの調査に対

する回答が異なる場合も考えられる。回答の

内訳は、図－Ｄ２に示すように、「漁業関係」

が４４.４パーセント（５２）で、「農業関係」が４１.０

パーセント（４８）と、漁業関係が若干多いもの

の、ほぼ同じ割合になっている、ということ

ができよう。

　〈職員および組合員の知識・技能向上〉

　所属する協同組合の、職員および組合員の

知識習得・技能向上について、その必要性を

質問した。なお、職員と組合員についての区

別は、以下の設問で具体的に理解できるよう

に表現している。

　まず、職員の事務処理能力等について尋ねた。

　（１） 接　　遇

　図－Ｄ３に示すように、「大いに必要で

ある」という回答が最も多く、６９.０パーセ

ント（８０）と、約７割を占めた。次いで、「多

少必要である」という回答が２４.１パーセン

ト（２８）であった。これら２つで９５パーセン

ト近い数値になり、職員の接遇が大きな課

題となっている、ということができよう。
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図－Ｄ１　回答者の組合における地位

図－Ｄ２　組合の種別

図－Ｄ３　職員の接遇改善の必要性



　（２） セールス・営業部門

　農協や漁協において「セールス部門」と

いうのはイメージしがたい要素もあるが、

営業部門については事業活動を展開する上

で重要な部門として位置づけられていると

考える。この設問に対して、図－Ｄ４に示

すように、「大いに必要である」という回

答が５５.４パーセント（６２）と過半数をこえ、

「多少必要である」という回答が２４.１パー

セント（２７）を越えている。営業部門にお

いても職員の知識修得の必要性が問題と

なっているのである。

　（３） 仕事への取り組み姿勢・帰属意識

　職員の仕事への取り組み姿勢や組合への

帰属意識について尋ねたところ、図－Ｄ５

に示すように、「大いに必要である」とい

う回答が最も多く、６９.８パーセント（８１）

と、ほぼ７割の高い比率になっている。「職

員の仕事への取り組み姿勢や組合（組織）へ

の帰属意識」の改善は必ずしも容易なこと

ではないが、学習活動を基本に地道に取り

組む必要がある、と考える。

　（４） 事務処理能力全般

　図－Ｄ６に示すように、事務処理能力全

般についても改善することが「大いに必要

である」という回答の比重が大きくなって

いる。前問と比較した場合には若干比率を

低下させているとはいえ、６５.８パーセント

（７７）が「大いに必要である」と回答して

いるのである。

　〈組合員自身の学習活動について〉

　次に、組合員の教育活動について尋ねた。いうまでもなく、協同組合は組合員の意

識・活動への参加・参画によって初めて成立しているものである。

　（１） 組合員自身の経営に関する学習活動

　組合員自身の教育学習活動の必要性について、図－Ｄ７に示すように「大いに必要

である」という回答が最も多く、５９.１パーセント（６８）と約６割がその必要性を指摘し
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図－Ｄ４　セールス・営業部門の職員の能
力向上の必要性

図－Ｄ５　仕事への取組み姿勢・組合への
帰属意識向上の必要性

図－Ｄ６　事務処理能力全般の改善の必要性



ている。「多少必要である」という回答も

３３.０パーセント（３８）と、３割を越えている。

　（２） 組合員自身の生産技術・技能の向上

　組合員自身の生産技術・技能について向

上させる必要があるか、と尋ねてみた。図－

Ｄ８に示すように、「大いに必要である」

という回答が最も多く、６１.７パーセント

（７１）の回答があった。「多少必要である」

という回答は２８.７パーセント（３３）となっ

ている。農協および漁協を構成する組合員

自身が、生産技術・技能を向上させるべき

である、という認識が広範に存在してい

る、ということである。

　（３） 組合員自身の生活改善学習

　同様に生活改善の学習活動の必要性につ

いて尋ねてみた。結果は、経営改善や生産

技術・技能の問題とは多少異なる傾向を示

している。

　図－Ｄ９に示すように、最も多かったの

は「大いに必要がある」というもので、４１.４

パーセント（４８）を占めている。次いで、

「多少必要である」という回答が３７.９パー

セント（４４）を占めている。この２つの合

計は８割近くになり、生活改善の必要性も

指摘されている、ということができよう。

しかし、前２問と比較すると「大いに必要

である」という回答の割合が２０ポイント近

く低下しているのである。このことは、健

康管理をはじめ様々な生活改善の必要性は

あるにしても、生活の領域については組合

としては積極的に取り組みにくい面があ

る、という判断があるものと考える。

　〈研修会の開催〉

　これまで組合員の知識・技能修得の必要性について確認してきたが、それでは農協や

漁協が組合員を対象とした研修の機会を提供しているのであろうか。複数回答で、当て

はまるものすべての回答を求めた。紹介するパーセント値は、有効回答総数の１１８に対

する比率である。
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図－Ｄ９　組合員自身の生活改善学習の必
要性

図－Ｄ８　組合員自身の生産技術・技能向
上の必要性

図－Ｄ ７　組合員自身の経営に関する学習
の必要性



　図－Ｄ１０に示すように、最も多かったのは「テーマ・内容によって対象を設定し、開

催するようにしている」という回答で、５１,７パーセント（６１）であった。この回答には、

生産部会としての学習活動なども含まれるものと考えられる。

　次いで、「組合（組織）活動の基本となるので、積極的に開催するようにしている」と

いう回答が多く、２４.６パーセント（２９）である。この選択肢の設定には、「学習こそ協同

組合活動の基本」といったシェーマが受け入れられているのか、という意味合いを込め

ている。回答状況からすると、それは否定しないものの、実際には積極的に学習会を開

催できていない、という実態があると考える。

　この他、「余裕がないのであまり開催することができない」という回答が２２.９パーセ

ント（２７）を占めている。

　〈技術部門の職員の技術修得・技術向上〉

　この設問に回答しているのは８１組合であ

る。これは全体の有効回答総数１１８の６８.６

パーセントに当たっている。ここでは、回答

のあった８１組合に対するパーセント値を示

すことにする。

　この内訳は、図－Ｄ１１に示すように「大い

に必要である」という回答が最も多く、６５.４

パーセント（５３）になっている。次いで、「多

少必要である」という回答が多く、２７.２パー

セント（２２）になっている。合計すると９割

以上が技術部門の職員の技術修得・技術向

上については必要である、という認識になっ

ているということができる。
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図－Ｄ１０　組合員を対象とした研修会の必要性

図－Ｄ １１　技術職員の技術習得・技術向上
の必要性



　〈組合内の研修システム〉

　協同組合内で行われる研修システムについて充実を図る必要があるかどうか、以下の

ような項目で尋ねた。職員の職務遂行能力を高めることは、協同組合という組織体の発

展を左右する、重要な要因であると考えるからである。

　（１） 新人教育

　図－Ｄ１２に示すように、「大いに必要で

ある」という回答が最も多く、７０.６パーセ

ント（７２）となっている。次いで、「多少必

要である」が１９.６パーセント（２０）となっ

ている。「大いに必要である」という回答

が７割を越えることは、今日の青年層を職

場で力を発揮できるように育てることの難

しさ、「新人に早く一人前になって欲しい」

という願望の切実さがあると考える。

　（２） 中堅職員

　図－Ｄ１３に示すように、「大いに必要で

ある」という回答が５５.８パーセント（５８）

で、次いで「多少必要である」が３５.６パー

セント（３７）となっている。前問と比較す

ると「大いに必要である」が減少し、その

分「多少必要である」という回答が増加し

ている、ということになる。新人と比較す

ると中堅職員の研修を充実させる必要性は

多少低下するものの、中堅職員は中堅とし

てより能力を発揮して欲しい、という要望

があるものと考える。

　（３） 経営者層

　経営者層の自己研修の必要性について

も、「大いに必要である」という指摘が強

い。すなわち、図－Ｄ１４に示すように、

「大いに必要である」という回答は６１.８

パーセント（６８）で、「多少必要である」が

２８.２パーセント（３１）となっている。協同

組合の経営をめぐる条件が悪化する中で、

経営者層の自己研修の必要性についても、

厳しい見方がある、ということであろう。
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図－Ｄ１２　新人教育充実の必要性

図－Ｄ１３　中堅職員の研修の必要性

図－Ｄ１４　経営者層の自己研修の必要性



　〈技術（商品）開発〉

　これまで、協同組合（組織）として、技術開

発や商品開発・市場のニーズへの積極的な対

応などを行ってきか、という点を質問した。

　１０７組合の回答があり、その中では図－Ｄ

１５に示すように「あまり技術（商品）開発を

してこなかったが、今後必要だと思う」とい

う回答が最も多く、５０.５パーセント（５４）と、

ほぼ半数が回答している。協同組合という組

織体質から、十分してこなかった、と総括し

ていると考えられる。

　次いで、「それなりに技術（商品）開発を行っている」という回答が多く、１８.７パーセ

ント（２０）である。「積極的に技術（商品）開発を行っている」という回答は１１.２パーセ

ント（１２）に過ぎず、「それなりに」と合計しても３割程度である。勿論、組合としての

経営・事業内容にもよるのだが、今後技術（商品）開発が求められている、という認識は

高まっていると言えよう。

　〈技術（商品）開発の費用〉

　次に、技術（商品）開発のための費用が十

分確保されているのか、という点を尋ねた。

　図－Ｄ１６に示すように、最も多かった回答

は「不足している」で、４３.３パーセント（４５）

であった。次いで、「十分ではないがそれな

りに確保されている」という回答が３０.８パー

セント（（３２）と多くなっている。

　また、「特に必要性は感じていない」とい

う回答が１４.４パーセント（１５）ある。

　前問と関連づけて捉えるならば、それなりに技術（商品）開発を行う必要性を感じて

きたところではそれなりに開発費を確保してきた、ということであろう。また、技術（商

品）開発の必要性をみとめながらも十分してこなかったという場合には、費用も十分確

保できていない、ということであろう。

　〈技術（商品）開発のスタッフ〉

　現有スタッフで技術（商品）開発が十分な

されているか、という質問を行った。

　図－Ｄ１７に示すように、「不十分である」

という回答が最も多く、５１.５パーセント（５３）

に達している。前問の費用の不足を指摘する

比率よりも、スタッフの不十分さを指摘する

方が約８ポイントではあるが、高いことに注
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図－Ｄ１５　これまでの技術開発について

図－Ｄ１６　技術開発のための研究費

図－Ｄ１７　技術開発のための究スタッフ



目したい。

　一方、「十分成果が上がっている」という回答はわずか２.９パーセント（３）で、「十分で

はないがそれなりに成果が上がっている」という回答が３０.０パーセント（３１）になって

いる。

　このようにみてくると、それなりに技術（商品）開発を追求してきた３０あまりの組合

と、これまでは追求してこなかったが今後は行う必要を感じながらも十分条件を整える

ことができていないと考えている５０前後の組合と、そうした必要性を感じていないとい

う、３つのグループに区分できると考える。

　〈組合としての今後の課題・展望〉

　今後、組合として積極的に行いたいと思っていることを尋ねた。まず、職員の採用に

関連する項目である。当てはまるものについて、複数回答で質問した。なお、この図に

示すパーセント数値は、有効回答総数１１８に対する回答の比率である。

　図－Ｄ１８に示すように、最も多かったのは「インターンシップ（就職前研修）を実施

したい」という回答で、３７.３パーセント（４４）の組合が回答している。ついで、「その他」

が３３.９パーセント（４０）と多いのだが、具体的にはほとんど記述がない。

　ここで特徴的なことは、自治体に対するアンケートなどで見られた「大学卒業者の採

用」は少なく、１１.０パーセント（１３）にとどまっていることである。

　次に、「異業種交流」の必要性について尋ねてみた。図－Ｄ１９に示すように、「多少必

要である」という回答と、「あまり必要ない」という回答が、ともに同数で３１.８パーセン

ト（３５）であった。次いで、「大いに必要である」という回答が２２.７パーセント（２５）で、

「多少必要である」という項目との合計は５割を越えている。協同組合の特性・事業展

開の状況などにもよると考えられるが、過半数は「異業種交流」の必要性を感じている、

ということである。

　次に設問１４では、所属する組合として検討・実施したいと考えていること、課題とし
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図－Ｄ１８　今後の職員の採用計画



て感じていることについて質問した。「あて

はまるものすべて」ということで、複数回答

で求めた。なお、図－Ｄ２０から図－Ｄ２３ま

で、示されたパーセント値は、有効回答総数

１１８に対する比率である。

　図－Ｄ２０に示すように、最も多かった回答

は「自己資本を増やす」で、４６.６パーセント

（５５）となっている。協同組合をめぐっては

様々な経営上の問題が指摘されているが、組

合員の出資による自己資本の増大が何よりも

必要とされている、という捉え方である。

　次いで、「職員スタッフの充実」と「職員の給与・退職金制度を見直す」という回答

が、ともに４２.４パーセント（５０）となっている。一方では職員増を望めない中で職員ス

タッフを充実させることを考え、他方で経営改善のためには職員の給与水準を切り下げ

ざるを得ない、という認識が同居していると考える。

　この２つとほぼ同数であるが、「他の組合（組織）との合併・連携を図る」という回答

も４０.７パーセント（４８）と多くなっている。すでに県内でも協同組合の合併が進行して

いるが、具体的に検討せざるを得ない状況にある、ということであろう。

　こうした中で、「地域経済・地域社会の活性化」を挙げるものも３８.１パーセント（４５）

と、４割近い。協同組合の内部努力とともに、地域の発展があってこそ協同組合の発展

が可能になる、ということである。それを実現するのは容易ではないが、協同組合同士

の連携は勿論、自治体や国・大学などとの連携も必要とされてくる。

　設問１５では、これまで国や自治体の研究機関、そして大学等とどのように連携をは

かってきたのか、という点を質問した。ここで示すパーセント値は、有効回答総数１１８

に対する比率である。
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図－Ｄ１９　異業種交流の必要性

図－Ｄ２０　組合としての課題



　図－Ｄ２１に示すように、「研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォーラムなどに

参加したことがある」という回答で、４５.８パーセント（５４）であった。半数近くが、こう

した機会に参加している、ということになる。

　次いで、「研究者・教官から指導を受けた（相談にのってもらった）ことがある」とい

う回答で、２２.０パーセント（２６）である。「研究成果発表会など」と比較すると半分以下

の数値であり、十分連携が追求されてきたとは言い難い。「『研究紀要』などの印刷物を

利用した（読んだ）ことがある」という回答は１５.２パーセント（１８）で、「共同研究」や「研

究の受委託」なども極めて少ない。

　こうした事情には、協同組合側の条件もあると考えるが、同時に大学側からの積極的

な働きかけや条件整備にも問題がある、と考える。

　〈国や自治体・大学との連携〉

　設問１６では、今後国や自治体・大学等と連携していきたいか、という点を尋ねた。図－

Ｄ２２に示すように、最も多いのは「研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォーラム

などに参加したい」で、４１.５パーセント（４９）であった。次いで、「研究者・教官から指

導を受けたい（相談にのってもらいたい）」で、３８.１パーセント（４５）と、約４割を占めて

いる。前問と比較した場合、この項目、すなわち「研究者・教官から指導を受ける（相談

にのってもらう）」という回答が非常に高いことがあきらかである。このことを切実に求

めている、ということができよう。

　また、前問では「共同研究を行ったことがある」という回答がわずか３.４パーセント

（４）でしかなかった、つまり実績はほとんど無かったのだが、今後の期待として「共同研

究を行いたい」は１５.３パーセント（１８）へと増大しているのである。絶対数としては少

ないとは言え、今後は研究機関や大学等と共同研究を実施することも射程に入れている

組合が一定数ある、ということに注目したい。
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図－Ｄ２１　国・自治体との連携状況



　〈連携を図る上での障害〉

　設問１７では、連携を図る上でどのような障害があるのか、ということを質問した。

　図－Ｄ２３に示すように、最も多かったのは「予算処置ができない」で、４６.６パーセント

（５５）である。次いで、「所属する組合（組織）に適当な人材が不足している」という回答

が、３６.４パーセント（４３）、「大学や試験研究機関で行っている研究内容が紹介されてい

ない」が２６.３パーセント（３１）、「連絡先・相談できるところ（窓口）がわからない」とい

う回答が２５.４パーセント（３０）などとなっている。

　これらの回答状況をみると、前２者が協同組合内部で抱えている問題であり、回答比

率も高い。これに対して後２者は大学や研究機関への要望という性格が強い。前者と比

較すると比率は低くはなっているが、大学や研究機関としては改善すべき点として受け

止める必要があろう。
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図－Ｄ２２　国・自治体との今後の連携の希望

図－Ｄ２３　連携を図る上での障害



　〈弘前大学への期待〉

　組合活動を活性化させたり、地域を活性化

させる課題と係わって、設問１８ではまず弘前

大学の事業の展開状況をどのように把握して

いるのか、ということを尋ねた。

　（１） 研究の受委託・共同研究

　図－Ｄ２４に示すように、最も多かったの

は「知らない」という回答であり、４６.９パー

セント（５３）と、半数近くになっている。

「あまり聞いたことがない」も３１.９パーセ

ント（３６）で、合計すると８割近くは研究の

受委託や共同研究について、「知らない」

と回答しているのである。

　（２） 科学技術相談

　「科学技術相談」は、図－Ｄ２５に示すよ

うに、前問よりさらに認知度は低い。「知

らない」という回答が５０.９パーセント（５８）

と過半数を超え、「あまり聞いたことがな

い」という回答も３７.７パーセント（４３）で、

これら２つの合計は９割近い回答である。

今後、積極的に情報提供していく必要があ

る、と考える。

　（３） シーズ説明会

　図－Ｄ２６に示すように、「知らない」と

いう回答は５９.８パーセント（６７）と約６割

に達している。「あまり聞いたことがない」

という回答も２９.５パーセント（３３）と３割

近くに達している。

　以上の設問から、弘前大学として組織的

に情報公開・情報発信していくことが大き

な課題となっていることが確認できる。
　

　次に設問１９では、今後弘前大学に期待する

ことを、具体的に以下の項目で尋ねてみた。
　

　（１） 人材育成

　図－Ｄ２７に示すように、最も多かったの

が「大いに期待する」という回答で、３４.８
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図－Ｄ２６　シーズ説明会の理解度

図－Ｄ２４　研究の受委託・共同研究の理解度

図－Ｄ２５　科学技術相談の理解度

図－Ｄ２７　人材育成への期待



パーセント（３９）となっている。「多少期待

する」という回答が１９.８パーセント（２２）で、

これら２つの合計は過半数を超えている。

「地元の大学」としての弘前大学への期待は

比較的大きい、ということができよう。

　（２） 在職しての講義の受講

　図－Ｄ２８に示すように、「多少期待する」

という回答が最も多く２９.４パーセント（３２）

と３割近い。しかし、「大いに期待する」

という回答は１７.４パーセント（１９）で、前問

と比較すると「期待度」は低い。これは、

実際に職員を在職させながら大学の講義を

受講させた実績が無い、という事情が一つ

の比較的大きな要因として作用していると

考える。

　（３） 調査研究の成果の公表・情報提供

　図－Ｄ２９に示すように、最も多かった回

答は「大いに期待する」で、４４.６パーセン

ト（５２）となっている。設問１９の中では「大

いに期待する」という回答比率が最も高

く、関心の強さを示している、ということ

ができよう。「多少期待する」という回答

も３１.９パーセント（３７）で、これらの２つの

合計は７５パーセントを超えている。

　（４） 技術開発・技術移転

　図－Ｄ３０に示すように、「大いに期待する」

という回答が最も多く、４０.７パーセント（４６）

と、４割を越えている。次いで、「多少期

待する」が２８.３パーセント（３２）で、これら

２つの合計は７割近い。前問と比較すると

若干比率は低いのではあるが、「技術開

発・技術移転」についての弘前大学への期

待は非常に大きい、ということができよう。

　（５） 共同研究・研究の受委託

　図－Ｄ３１に示すように、最も多かった回

答は「わからない」で３１.５パーセント（３５）

－ 81 －

図－Ｄ２８　職員の講義受講への期待

図－Ｄ２９　調査研究の成果公開への期待

図－Ｄ３０　技術開発・技術移転への期待

図－Ｄ ３１　共同研究・研究の受委託への期待



と、３割を越えている。「大いに期待する」が２７.０パーセント（３０）で、「多少期待す

る」が２５.２パーセント（２８）であり、これら２つの合計は過半数となるのであり決して

期待度が低いということではない。しかし、設問１８の回答状況を考慮した場合、関心

がある人（組合）とない人（組合）とに分化している、ということであろう。
　

　（６） 研究相談・研究指導

　図－Ｄ３２に示すように、最も多いのは

「大いに期待する」で、３３.９パーセント（３８）

である。次いで「多少期待する」が２９.５パー

セント（３３）で、これら２つの合計は６割を

越えている。前問の「共同研究・研究の受

委託」と比較する、「大いに期待する」およ

び「多少期待する」が共により高い比率を

示し、「技術開発・技術移転」の場合と同

じような傾向を示している。
　

　（７） 研究テーマの公募

　大学が研究費を負担し、研究テーマ・内

容を公募するという、新しいシステムが設

立された場合への期待は大きい。図－Ｄ

３３に示すように、「大いに期待する」が最

も多く、３８.９パーセント（４２）と４割近い

回答となっている。次いで、ほぼ同数なの

だが「多少期待する」が３６.１パーセント（３９）

を占めている。これら２つの合計は７５

パーセントに達している。
　

　（８） 組合（組織）員に対する教育

　組合員に対する教育活動については、図

－Ｄ３４に示すように、「大いに期待する」

が２９.４パーセント（３２）と３割にとどまっ

たものの、「多少期待する」という回答は

４５.０パーセント（４９）と非常に高い比率を

示し、これら２つの合計はほぼ７５パーセン

トになっている。前問の「研究テーマの公

募」と比較すると、「大いに期待する」という

回答の比率が低下している分「多少期待す

る」が多くなっている、という傾向である。

　先にみたように、組合員教育の必要性が認識されながら実際には十分取り組むこと

ができないでいるという状況の中では、弘前大学に期待するところも大きい、という

ことができよう。 
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図－Ｄ３４　組合員教育についての期待

図－Ｄ３３　研究テーマの公募への期待

図－Ｄ３２　研究相談・研究指導への期待
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　以下の設問について、該当する項目のアルファベッ

トに◯をつけて下さい。特に指定が無い限り、一つだ

け◯をつけて下さい。また、必要な箇所では具体的に

記入して下さい。

〈所属している組合（組織）の概要等について〉

【１】 このアンケートに回答を記入されている方につ

いておたずねします。あなたは、所属の組合

（組織）の中でどのような地位にありますか？

　ａ．組合長・参事（相当）

　ｂ．専務・常務（相当）

　ｃ．部長・課長（相当）

　ｄ．担当者

　ｅ．その他（ ）

【２】 あなたが所属している組合（組織）についておた

ずねします。業種としては次の中のどれになり

ますか？当てはまるものに◯をつけて下さい。

　ａ．農業関係

　ｂ．漁業関係

　ｃ．その他（ ）

【３】 あなたが所属している組合（組織）についてお

たずねします。平成１３年度の採用職員数につ

いておたずねします。職員については、正職員

（非常員・パートを除く）に限定して下さい。

なお、県内に支所・営業所などがある場合は、

その合計の人数をお答え下さい。

　総数　　　人　うち高校卒業者

　　　　　　　　（専門学校を含む）　　　　　人

　　　　　　　　うち短大・大学卒業者

　　　　　　　　（大学院修了者を含む）　　　人

〈職員ならびに組合（組織）員の知識・技能等向上に

必要と思われることについて〉

【４】 事務処理能力の向上や職員の意識向上等の必要

性についてどのように感じていますか？次の中

から当てはまるものに◯をつけて下さい。

　（１） 職員の接遇について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（２） セールス・営業部門職員の能力の向上について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（３） 仕事への取組み姿勢・組合（組織）への帰属意

識の向上について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（４） 事務処理能力全般について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

【５】 組合（組織）員のための教育学習活動について

おたずねします。以下の項目について、それぞ

れ当てはまるものに○をつけて下さい。

　（１） 組合（組織）員自身の経営改善に関する学習の

必要性について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（２） 組合（組織）員自身の生産技術・技能を向上さ

せる必要性について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

　（３） 組合（組織）員自身の生活を改善するための学

習について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない
　

【６】 あなたが所属する組合（組織）では、組合（組

織）員を対象とする研修会や学習会を行ってい

ますか？基本的な考え方として、次の中で当て

はまるもの全てに○を付けて下さい。

　ａ．組合（組織）の活動の基本となるので、積極的
に開催するようにしている

　ｂ．テーマ・内容によって対象を設定し、開催する
ようにしている

　ｃ．若手を主たる対象として開催している

　ｄ．開催しても参加者が少ないのであまり意味がない

　ｅ．余裕がないのであまり開催することができない

　ｆ．開催する意義・必要性をあまり感じない

　ｇ．その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
　

【７】 技術部門がある組合（組織）の方におたずねし

ます。職員の技術取得・技術向上の必要性につ

いてどのように感じていますか？次の中から当

てはまるものに○をつけて下さい。

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

〈協同組合関係者へのアンケート調査〉
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【８】 組合（組織）内の研修システム・研修の実施状

況についておたずねします。次の研修システム

について、充実させる必要性を感じています

か？当てはまるものに◯をつけて下さい。

　（１） 新人教育について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（２） 中堅職員について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　（３） 経営者層の自己研修について

　　ａ．大いに必要である　ｂ．多少必要である

　　ｃ．あまり必要ない　　ｄ．どちらともいえない

　

〈技術（商品）開発の必要性や技術（商品）開発に必要

な条件整備について〉

【９】 あなたが所属する組合（組織）として、技術（商

品）開発（市場ニーズに応じた質の向上などを

含めて）についてどのように取り組んできまし

たか？次の中から当てはまるものに○をつけて

下さい。

　ａ．積極的に技術（商品）開発を行っている

　ｂ．それなりに技術（商品）開発を行っている

　ｃ．あまり技術（商品）開発をしてこなかったが、

今後必要だと思う

　ｄ．技術（商品）開発の必要性はない

　ｅ．その他（ ）

【１０】 あなたが所属する組合（組織）で、技術（商品）

開発（市場ニーズに応じた質の向上などを含め

て）のための費用が十分確保されていると思い

ますか？

　ａ．十分確保されている

　ｂ．十分ではないがそれなりに確保されている

　ｃ．不足している

　ｄ．特に必要性は感じていない

　ｅ．その他（ ）

【１１】 現有のスタッフで技術（商品）開発（市場ニー

ズに応じた質の向上などを含めて）が十分なさ

れていると思いますか？

　ａ．十分成果が上がっている

　ｂ．十分ではないがそれなりに成果が上がっている

　ｃ．不十分である

　ｄ．特に必要性は感じていない

　ｅ．その他（ ）

〈組合（組織）としての今後の対応・将来展望について〉

【１２】 職員の採用にあたって必要だと思われることは

何ですか？あてはまるものすべてに○をつけて

下さい。

　ａ．大学卒業生を増やしたい

　ｂ．インターンシップ（就職前研修）を実施したい

　ｃ．人材派遣会社を活用したい

　ｄ．その他（ ）

【１３】 「異業種交流」についておたずねします。あなた

が所属する組合（組織）では、今後「異業種交流」

を積極的に行う必要があると考えていますか？

　ａ．大いに必要である　　ｂ．多少必要である

　ｃ．あまり必要ない　　　ｄ．どちらともいえない

【１４】 あなたが所属する組合（組織）で、今後積極的

に検討・実施したいと考えていること、課題と

して感じていることは何ですか？次の中からあ

てはまるものすべてに○をつけて下さい。

　ａ．職員の給与・退職金制度を見直す

　ｂ．職員の福利厚生制度を見直す

　ｃ．人事管理システムの改善（人材の発掘・活性化）

　ｄ．職員スタッフの充実

　ｅ．リストラを実施する

　ｆ．他の組合（組織）との合併・連携を図る

　ｇ．自己資本の充実を図る

　ｈ．通信・情報システム等のインフラの整備

　ｉ．組合（組織）・商品イメージのアップ

　ｊ．市場ニーズに対応した新しい商品の開発・質の

向上

　ｋ．地域経済・地域社会の活性化

　ｌ．行政や大学等との連携

　ｍ．その他（ ）

【１５】 国や自治体の研究機関・大学とこれまでどのよ

うに連携（利用）してきましたか？あてはまる

ものすべてに◯をつけて下さい。

　ａ．研究委託をしたことがある

　ｂ．共同研究をしたことがある

　ｃ．研究者・教官から指導を受けた（相談にのって

もらった）ことがある

　ｄ．研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォー

ラムなどに参加したことがある

　ｅ．『研究紀要』などの印刷物を利用した（読んだ）

ことがある

　ｆ．その他（ ）

【１６】 今後、国や自治体の研究機関・大学と連携して

いきたいと考えていますか？あてはまるものす

べてに◯をつけて下さい。
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　ａ．研究委託をしたい

　ｂ．共同研究を行いたい

　ｃ．研究者・教官から指導を受けたい（相談にのっ

てもらいたい）

　ｄ．研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォー

ラムなどに参加したい

　ｅ．『研究紀要』などの印刷物を利用したい

　ｆ．その他（ ）

【１７】 連携を図る上で、何か障害・問題があると感じ

ていますか？あてはまるものすべてに◯をつけ

て下さい。

　ａ．予算処置ができない

　ｂ．所属する組合（組織）に適当な人材が不足して

いる

　ｃ．大学や試験研究機関で行っている研究内容が紹

介されていない

　ｄ．大学や試験研究機関で行っている研究内容が専

門的過ぎて十分理解できない

　ｅ．連絡先・相談できるところ（窓口）がわからない

　ｆ．その他（ ）

　

〈組合（組織）活動を活性化したり、地域を活性化さ

せる上で弘前大学に期待すること〉

【１８】 弘前大学で、現在次のような事業を実施してい

ることを知っていますか？

　（１） 研究の受託について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない

　（２） 科学技術相談について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない

　（３） シーズ説明会について

　　ａ．よく知っている　　　　ｂ．多少知っている

　　ｃ．あまり聞いたことがない　ｄ．知らない

【１９】 あなたが所属する組合（組織）を活性化させた

り、地域を活性化させる上で、弘前大学にどの

ようなことを期待していますか？それぞれ該当

するものに◯をつけて下さい。

　（１） 人材育成（主として新採をめぐって）について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（２） 職員を在職のまま大学の講義（授業）を受けさ

せることについて

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（３） 調査研究活動の成果の公表・情報提供について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（４） 技術開発・技術移転について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（５） 共同研究や研究の受託について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（６） 研究相談・研究指導について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（７） 研究テーマの公募（一般から研究テーマ・アイ

デアを公募し、大学が研究費を負担して研究を

行う制度が、あらたにできると仮定して考えて

下さい）

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

　（８） 組合（組織）員に対する教育について

　　ａ．大いに期待する　　ｂ．多少期待する

　　ｃ．あまり期待しない　ｄ．まったく期待しない

　　ｅ．わからない

【２０】 弘前大学として、今後調査研究して欲しい研究

テーマ・内容の他、自由にご希望・ご意見等を

記入して下さい。

　　御協力有り難うございます。記入終了後は、同封

の封筒をお使いになって投函して下さい。なお、切

手を貼る必要はありません。



Ⅳ．「地域貢献」にシフトした「大学開放」の展望
　　　　　　　　　　　　 ―調査結果をふまえた若干の考察―

〈地域貢献の捉え方〉

　「地域貢献」については、また別の機会に深めることとし、当面ここでは「大学が持つ機

能を通して、地域社会に貢献していくこと」として捉えておきたい。その概要は、（１）研

究活動についてみると、研究内容・成果の紹介、研究成果の一形態としての「技術開発・

技術移転」、「研究の受託」、「共同研究」、といったことが中心となる。（２）教育についてみ

ると、「人材の育成」ということになる。これは、企業や自治体などで活躍し得る有能な人

材の育成、専門職としての知識・技能・資格などを有する人材の育成、ということが中心

である。しかし、今後、リカレント教育やキャリアアップ教育の課題を考えた場合、現職

の社会人の職業能力開発（新人教育、中堅職員、経営者層、技術者、セールス部門などの

職務内容、社会的地位に即した職務内容）も考える必要がある。（３）社会貢献と概括され

る、様々な教育学習機会（情報）の提供、相談事業、各種委員会での委員としての活動、な

どが含まれる。

〈アンケート調査結果の総括的考察〉

　１，職員の研修の必要性

　今回実施した４つのアンケート調査から浮き彫りになったことの第一は、職員の研修

についての指摘である。接遇についても、セールス・営業部門の職員の能力について

も、仕事への取り組み・組織への帰属意識においても、「大いに必要である」という回答

が圧倒的多数を占めている。

　また、技術部門の職員の技術修得・技能向上についても、企業と協同組合とでは多少

比率が異るものの同様に「大いに必要である」という回答が多く、ほぼ四分の三を占め

ている。

　この他、組織の中での地位・役割別に設定した研修の必要性についても、新人、中堅

職員、経営者層のいずれにおいても、研修の必要性が指摘されている。

　このような回答状況をみると、職員研修については企業内部の研修で対応しきれなく

なっている、という実態が浮き彫りになっているのである。それはまた、職員研修につ

いては、大学がリカレント教育・キャリアアップ教育の一環として提供できる「サービ

ス」の、重要な領域（市場）として捉えることが可能である、ということを意味している

のではないだろうか。事務職員やセールス・営業部門の職員には主として人文学部の教

員（医学部や理工・農生・教育なども関与し得る）が、果たし得る範囲が大きいと考え

る。職務内容などに対応して、きめ細かな研修内容が企画される必要がある、と考える。

　また、技術部門の職員の場合には、企業の業種やどのような商品・サービスを生産し、

提供しているのか、ということにもよるのだが、主として理工学部・農学生命科学部の

教員が研修を担当し得る、と考える
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　２，研究開発・技術開発の条件

　第二に、研究開発の条件の厳しさ・乏しさである。「青森県工業会」の場合は、加盟企

業の７割近くが製造業である。そうした企業団体の中で、技術開発については「積極的

におこなってきた」が３割を越え、「それなりにおこなってきた」という企業も４割を超

えている。これに対して、「商工会議所」の場合は、「積極的におこなってきた」が約２

割で、「それなりにおこなってきた」も約３７パーセントとなっており、「青森県工業会」

と比較した場合、全体的に技術開発へのウエイトのかけ方で温度差があるといえよう。

とはいえ、それぞれ技術開発に強い関心をはらってきている、ということができよう。

　しかし、予算上の問題や研究スタッフについては、重要な問題を抱えている、という

ことができる。すなわち、技術開発のための研究費については、「青森県工業会」でも

「商工会議所」においても、「十分確保されている」というのはわずか３.５～６.０パーセント

に過ぎず、「十分ではないがそれなりに確保されている」という回答との合計も、半数に

達していないのである。

　なお、協同組合の場合には、その主たる事業内容の特性に関すると考えるのだが、研

究費について「特に必要性を感じない」という回答が１４.４パーセントと他の組織と比較

して多い。とはいえ、「不足している」という回答が最も多く、４割を越えていること

は、共通した傾向にある、ということができよう。

　研究スタッフについても課題は多い。「青森県工業会」、「商工会議所」、「協同組合」

のいずれの場合も研究スタッフが「不十分である」という回答が最も多く、それぞれ

５３.４パーセント、４１.２パーセント、５１.５パーセントを占めている。

　このように見てくると、研究費や研究スタッフの不足を補完・補強する形での工夫が

求められている、ということは明らかであろう。

３，国や自治体と連携する上での問題点

　これまで国や自治体・大学等との連携の取り組みとしては、企業と自治体で著しい違

いがある。企業・協同組合の場合は、「研究成果の発表会・説明会・セミナー・フォー

ラムなどに参加したことがある」という回答が最も多く、「青森県工業会」では５３.２パー

セント、「商工会議所」では３９.９パーセント、「協同組合」では４５.８パーセント、となっ

ている。これに対して「自治体」の場合は、３６.８パーセントと決して低い回答ではない

のだが、最も多かった回答は「講演会・研修会等で講師を依頼したことがある」という

もので、６８.４パーセントという高率の回答になっている。自治体の特徴として捉えるこ

とができよう。

　こうした中で、今後の連携についてどのような希望・期待を持っているのか、という

点は興味深いものがある。これまで主として行ってきた「研究成果の発表会・説明会・

セミナー・フォーラムなどに参加したい」が中心となっているのではあるが、組織に

よっては新たに教官から研究の指導を受けたいという期待を強く示している場合もあ

る。すなわち、「青森県工業会」では「研究者・教官から指導を受けたい（相談にのって

もらいたい）」という回答が、第二位の回答との差は僅差であるとはいえ最も多いのであ
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る（３２.６パーセント）。「協同組合」でも、第一位の「研究成果の発表会・説明会・セミ

ナー・フォーラムなどに参加したい」という回答とはわずか３.４ポイント差で「研究者・

教官から指導を受けたい（相談にのってもらいたい）」という回答が第二位となっている

のである（３８.１パーセント）。

　一方、「自治体」の場合には、「政策立案の際に研究者・教官から指導を受けたい」と

いう回答が５５.７パーセントで最も多いのである。いわば、講演会・研修会という場での

研究成果の還元というよりも、より実際的な行政課題に即して専門家としての力量を発

揮して欲しい、といった期待が強いものと考える。

　こうしたニーズに大学側も積極的に応えていく必要があると考える。

　ところで、企業や自治体が連携を図ろうとする場合に障害となっていることは、どの

ように認識されているのであろうか。これも、組織や行政によって、傾向の違いがある

ことを見いだすことができる。すなわち、「青森県工業会」の場合には、予算の問題や大

学・研究機関で行っている研究内容が十分公開されていないという問題の指摘も多いの

だが、「所属する組合（組織）に適当な人材が不足している」という回答が最も多いので

ある。いわば、企業の主体性・企業活動の担い手に係わる問題が最も大きな問題として

考えられている、ということである。

　これに対して「商工会議所」の場合には、逆に「所属する組合（組織）に適当な人材が

不足している」という回答よりも、大学や試験研究機関で行っている研究内容が十分紹

介されていない」という回答がわずかではあるが（４.３ポイント）うわまわっているので

ある。

　「自治体」と「協同組合」の場合は、ともに「予算処置ができない」という回答に集中す

る傾向が強い。

　こうしてみてくると、このアンケート結果からだけでは即断できないが、技術開発や

研究活動に重点をおいている企業とそうでない企業・自治体との差が、浮き彫りになっ

ているように考える。すなわち、企業（組織）活動の中で技術開発・研究投資に積極的

な場合には、企業内の弱点として研究スタッフという主体的な条件に問題の所在を意識

しているのに対して、さほど技術開発・研究投資に積極的ではなかった企業（組織）に

おいては、結果であると同時に原因でもある予算処置の問題に「問題の所在」を求めた

り、外部すなわち大学や試験研究機関に「問題の所在」を求める傾向が強い、ということ

である。

　４，弘前大学の事業に対する理解度

　弘前大学が展開している事業についての理解度は、その事業の内容によって大きく異

なる結果が示された。また、事業内容とともに、企業・団体の違いによる認識度の差異

も大きいものであった。

　研究の受委託や共同研究については比較的理解度が高い。「青森県工業会」では認知

度（「よく知っている」という回答と「多少知っている」という回答の合計）が５割以上

に達しており、「商工会議所」や「自治体」でも概ね３割以上の認知度になっている。「協

同組合」の場合は若干認知度が低くなっている。
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　これに対して、「科学技術相談」については、最も認知度の高かった「青森県工業会」

でさえ４割に満たず、他の企業・団体ではわずかに１０～１６パーセントの認知度にとど

まっている。「シーズ説明会」の場合にはさらに認知度が低く、「青森県工業会」でも

３５.５パーセントにとどまり、他の企業・団体ではほぼ１割の認知度でしかない。

　こうした状況は、これまでの弘前大学の事業展開の到達点を示すと同時に、青森県と

いう地域における産業構造や社会構造、さらに企業・団体における事業展開を行う際の

基本的なスタンスの問題などを反映している、と考える。

　５，弘前大学への期待

　最後に、企業や団体がどのようなことを弘前大学に期待しているのか、という点につ

いて触れておきたい。

　多くの項目で確認できることは、「地元の唯一の国立の総合大学」ということからく

る期待感の強さである。

　「人材育成」では、その期待度（「大いに期待する」と「多少期待する」という回答の合

計）は、「協同組合」では相対的に低いものの、ほかの企業・団体ではほぼ７割以上の期

待度で、全体的に非常に強い期待を抱いているということができる。

　現時点では一般化していないものの、職員を在職させながら大学の講義を受講させる

ことについては、自治体で７割近くに達しており非常に高い期待度が示されている。ほ

かの企業・組合でも概ね４割以上の期待度が示されており、研究や政策立案能力などに

おいて職員の力量向上を図る上で大学に期待するところが大きい、ということであろう。

　研究成果の公開や技術開発・技術移転への期待はどの企業・団体でも非常に強い、と

いうことができる。勿論、企業の特性・おかれている条件によって研究成果の公開や技

術開発・技術移転への期待度は異なるのではあるが、アンケートでは各企業・団体で概

ね６０～７５パーセントの期待度が示されている。

　その具体的な手段・方法としては、「共同研究」や「研究の受委託」への期待度も比較

的高い（約４５～６３パーセント）のであるが、「商工会議所」の場合には５割台と若干低

いものの全体的には「研究相談・研究指導」への期待度がより強く示されている（約６３

～７５パーセント）、ということに注目したい。

　また、今後の可能性として考えられる「研究テーマ公募制度」については、企業・団体

によって多少バラツキはあるものの、非常に高い関心度が示されている（約７０～８６パー

セント）ことから、大学として積極的に実施を図るべきである、と考える。

Ⅴ，結び

　これまで述べてきたように、「大学開放」への期待は、「青森県工業会」や「商工会議

所」、「自治体」、「協同組合」という組織・団体によっては異なった傾向を示す部分もあっ

たが、総括的には非常に強いものがある、ということができよう。勿論、「大学開放」とい

う場合には、企業や協同組合、自治体の他にも、様々な組織・団体や個人をも対象して

様々な事業展開が追求される必要がある。その意味では、今回の調査は極めて限定した調
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査項目であった。

　また、研究活動に即しても「共同研究」や「研究の受委託」という形態があり、さらに研

究内容を公開したり、情報発信する手段にも多様な形態があり得る。住民の教育学習要

求・文化創造要求・スポーツ要求等に応える場合も同様である。

　とりわけ、弘前大学は青森県という地域にあっては「唯一の国立の総合大学」であるこ

とから、様々な期待が寄せられているところである。「地域に根ざした大学を目指す」とは

いっても、必ずしも青森県に限定されるべきではないのだが、２１世紀の地域・社会の発展

方向を見据えた「大学開放」の在り方を理論的・実践的に追求していくことが求められて

いるところである。

　この小論では、４つの郵送によるアンケート調査の結果を紹介するのが中心ではあった

が、素材としては検討すべき豊富な内容があった、と考える。

　なお、末尾ながら、このアンケート調査にご協力いただいた方々に、心からお礼を申し

上げる次第である。
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Ⅱ．事　業　報　告



１．生涯学習教育研究センター主催・共催事業

（１）公開講座
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

五戸町立公民
館

私たちが生まれ育った南部地
方は，歴史的にどのような変
遷をたどってきたのでしょう
か？郷土の歴史について学び
ます。

人文学部　教授
 藤　沼　�　彦
　

人文学部　助教授
 鐘　江　宏　之

教育学部　教授
 齊　藤　利　男

教育学部　教授
 齊　藤　利　男

人文学部　教授
 長谷川　成　一

「郷土の歴史～縄文，古代そし
て南部氏～」

６月２９日 （土）
　縄文人の工芸活動と亀ヶ岡文
化

７月２７日 （土）
　古代史における南部地方

９月２８日 （土）
　南部発祥八百年

１０月２６日（土）
　南北朝以降の南部氏

１２月７日 （土）
　江戸幕府と近世南部氏

時　間　１３：３０～１５：３０

受講者主　催対象・参加費

２４名弘前大学・五
戸町教育委員
会共催

一般

５,８００円

国立岩手山青
年の家

テニス指導者のためのプログ
ラムや最新の指導技術を習得
するとともに，個々のテニス
の技術の向上も目指す。

弘前大学名誉教授
 小　山　秀　哉

岩手大学
人文社会科学部　教授
 浅　沼　道　成

盛岡大学
短期大学部　助教授
 吉　田　　　実

「指導者のためのテニス教室」

８月１７日 （土）
８月１８日 （日）

時　間
 ８／１７　１０：３０～１８：３０
 ８／１８　１０：００～１３：１０

受講者主　催対象・参加費

１０名弘前大学・岩
手大学共催

テニス指導者
および指導者
を目指してい
る方
５,８００円
（受講料以外に
諸経費（実費）が
必要。）

青森市文化会
館小会議室

新世紀に踏み出した今，青森
県の芸術・文学・伝統芸能な
ど，地域の風土に根ざした文
化を見直す。

元・青森県女性史編
さん委員会委員
 北　原　かな子

弘前学院大学　教授
 笹　森　建　英
　

教育学部　教授
 羽　賀　敏　雄

弘前学院大学　教授
 笹　森　建　英

教育学部　教授
 山　本　欣　司

「文化の伝承とあゆみ」

８月２９日（月）
　女性たちが築いた青森文化
　―黎明期女子教育を中心に―

９月２日 （月）
　民謡の中に隠された青森の歴
史

９月５日 （木）
　こぎんを中心とした津軽の農
民服の性質

９月９日 （月）
　祭りのルーツ

９月１２日（木）
　太宰治をめぐって

時　間　１８：３０～２０：３０

受講者主　催対象・参加費

１９名弘前大学・青
森市教育委員
会共催

一般

５,８００円
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

三沢市公会堂平成１４年度から学校教育は
大きく変わり，地域や家庭の
教育力の見直しが求められて
います。教師・保護者らが共
に考え連携し，解決への展望
を探る。

教育学部　教授
 日　景　弥　生
教育学部　教授
 佐　藤　光　毅

教育学部　教授
 小　澤　　　熹

教育学部附属教育実践
総合センター　教授
 豊　嶋　秋　彦
教育学部　助教授
 大　谷　良　光

生涯学習教育研究セン
ター長・教育学部教授
  　園　全　禄祓祇

「明日の教育を考える」
１０月３日 （木）
　変わりつつある家庭・家族
１０月１０日（木）
　『遊び』の中で子どもは育つ
　―今，家庭・地域があぶない―
１０月１７日（木）
　地域社会の教育力を生かそう
　―あなたもわたしも教育力―
１０月２４日（木）
　『癒し』を求める子どもたち

１１月７日 （木）
　学級崩壊から学級再建へ
　―子ども・保護者・地域と教

師の連帯―
１１月１４日（木）
総合学習的な学習の時間で何
を育てるのか

時　間　１８：３０～２０：３０

受講者主　催対象・参加費

２２名弘前大学・三
沢市教育委員
会共催

一般

６,８００円

大畑中央公民
館

より高度なパソコン技術の習
得を目指し，ＩＴを含め，パ
ソコンの持つ機能を最大限に
活用するための講座。

医学部　助手
 松　谷　秀　哉

総合情報処理セン
ター　助教授
 丹　波　澄　雄

「パソコン道場～パソコンの達
人への道～」

１０月２１日（月）
１０月２２日（火）
１０月２８日（月）
１０月２９日（火）
　　ワード講座（応用技術）

１１月１１日（月）
１１月１２日（火）
１１月１８日（月）
１１月１９日（火）
　　エクセル講座（応用技術）

時　間　１８：００～２１：００

受講者主　催対象・参加費

２１名弘前大学・大
畑町教育委員
会共催

一般

６,８００円

浪岡町中央公
民館

２１世紀を迎えた私たち。様々
な視野から学習し，人づくり
と，生涯学習社会の在り方に
ついて学習する。

教育学部　教授
 日　景　弥　生

教育学部附属教育実
践総合センター 教授
 豊　嶋　秋　彦
医学部　教授
 山　内　久　子

人文学部　教授
 須　藤　弘　敏

教育学部　助教授
 北　原　啓　司

「２１世紀に生きる
 　―新しい自分探し―」

１０月２９日（火）
　男と女について
　～女と男のこれまで、これから～

１１月２６日（火）
　家庭の子育てについて
　～変わっているよ今どきの子ども～

１２月１７日（火）
　少子化・高齢化と介護について
　～子どもが少ないとどうなる の ～

１月３１日 （金）
　ふるさとの文化について
　～見 つめて、ふるさとの文化・美術～

２月２１日 （金）　
　地域づくりと子どもについて
　～子どもが 集 ま る 広 場 をつ く ろ う ～

時　間　１４：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

２４名弘前大学・浪
岡町教育委員
会共催

一般

５,８００円



（２）生涯学習講演会
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

講演会：

弘前大学医学

部コミュニケー

ションセンター

現代の子どもたちが直面する

教育問題の現状と課題につい

て，教師・保護者・地域住民

の立場から，考える。

また，最終日には「談話会」と

称してみなさんが子どもの教

育や未来について，日頃抱い

ている意見や疑問を，ざ っく ば

らんに話しあう機会を設 けた。

教育学部　講師
 佐　野　信　子

教育学部　講師
 砂　上　史　子

教育学部　助教授
 猪　瀬　武　則

教育学部　助教授
 大　谷　良　光

「明日の教育を考える」

７月４日 （木）
　体育・スポーツとジェンダー
　―男女共同参画社会の教育を

考える―

７月１１日（木）
　家庭の教育をサポートする

８月２１日（水）
　変わる教育，変える教育
　―「教育改革」のゆくえ―

８月２８日（水）
　生徒の問題行動に立ち向かう
　―教師と親に求められるもの―

時　間　１８：３０～２０：３０

受講者主　催対象・参加費

２５名弘前大学生涯
学習教育研究
センター

青森県教育委
員会・弘前市
教育委員会後
援

一般，教育関
係者

無　料

談話会：
弘前大学会館
研修・交流室

司　会
教育学部　助教授
 猪　瀬　武　則

生涯学習教育研究セ
ンター　助教授
 藤　田　昇　治

８月３１日（土）
　【談話会】

時　間　１３：３０～１５：３０
受講者主　催対象・参加費

１０名弘前大学生涯
学習教育研究
センター

青森県教育委
員会・弘前市
教育委員会後
援

一般，教育関
係者

無　料

八戸地域地場
産業振興セン
ター多目的中
ホール

八戸市に「弘前大学八戸サテ
ライト」が開設されたことを
記念して，「南部と津軽」の歴
史的な関わりを学び，これか
らの連携のあり方を考えるた
め，連続講演会を開催した。

教育学部　教授
 齋　藤　利　男

人文学部　教授
 長谷川　成　一

大学院地域社会研究科
助教授
 佐々木　純一郎

「弘前大学八戸サテライト開設
記念講演」

７月１８日（木）
　中世における南部と津軽
　―“南部の平和”とその崩壊―

７月２３日（火）
　流通と生産から見た南部と津軽
　―１７世紀を中心に―

７月２５日（木）
地域経済の未来を拓く
　―八戸と弘前の連携の意義―

時間　１８：３０～２１：３０

受講者主　催対象・参加費

１６３名弘前大学生涯
学習教育研究
センター

学生，一般

無　料



（３）懇談会「地域に根ざしたセンターをめざして」

　　◎弘前市会場
　　　期　日　　平成１５年１月２８日（火）　１８：００～２０：００
　　　会　場　　弘前大学大学会館２階　研修・交流室
　　　参加者　　工　藤　英　樹（弘前市教育委員会生涯学習課長）
　　　　　　　　佐　藤　克　則（弘前市立東小学校長）
　　　　　　　　五十嵐　重　良（ＮＨＫセンター弘前支社長）
　　　　　　　　村　田　志津子（弘前商工会議所業務課長）
　　　　　　　　小田桐　誠一郎（弘前市社会福祉協議会事務局長）
　　　　　　　　佐　藤　逸　郎（弘前市医師会事務局長）
　　　　　　　　佐々木　千　晶（弘前大学公開講座参加者）
　　　　　　　　佐々木　清之助（弘前大学公開講座参加者）
　　　　　　　　�　園　全　禄（弘前大学生涯学習教育研究センター長）
　　　　　　　　齋　藤　　　博（弘前大学生涯学習教育研究センター助教授）
　　　　　　　　藤　田　昇　治（弘前大学生涯学習教育研究センター助教授）

　　◎青森市会場
　　　期　日　　平成１５年１月３０日（木）　１８：００～２０：００
　　　会　場　　青森市文化会館４階　小会議室（３）
　　　参加者　　白　川　昌　雄（青森市社会福祉協議会理事・事務局長）
　　　　　　　　石　村　　　穣（青森市医師会事務局長）
　　　　　　　　藤　井　　　隆（青森商工会議所中小企業振興部次長）
　　　　　　　　藤　井　洋一郎（ＮＨＫセンター青森支社長）
　　　　　　　　小　財　　　均（青森市立佃小学校長）
　　　　　　　　赤　垣　敏　子（青森市生涯学習課長）
　　　　　　　　秋　田　賢　一（弘前大学公開講座参加者）
　　　　　　　　�　園　全　禄（弘前大学生涯学習教育研究センター長）
　　　　　　　　齋　藤　　　博（弘前大学生涯学習教育研究センター助教授）
　　　　　　　　藤　田　昇　治（弘前大学生涯学習教育研究センター助教授） 
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学医学
部コミュニケー
ションセンター

公民館は地域住民の学びの
場、ふれあいの場、文化創造
の場として大事な役割を果た
しています。
全国の公民館活動に学びなが
ら、これからの地域生涯学習
の在り方を考えてみる。

元・和光大学　教授
東京学芸大学
名誉教授
 小　林　文　人

「これからの地域生涯学習と公
民館活動」

３月１０日（月）

時　間　１８：３０～２０：３０

受講者主　催対象・参加費

５９名弘前大学生涯
学習教育研究
センター

青森県教育委員
会・弘前市教育
委員会後援

一般，教育関
係者

無　料



２．学部の主催事業など

（ １ ）人文学部

　　講演会・公開セミナー等

（２）教育学部

　　公開講座
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学人文
学部

第４回　「ゆみや」
文化財や文化についての話し
と，講座全教官による様々な
切り口のトーク。人文学部　教授

 丹　野　　　正

人文学部　教授
 藤　沼　�　彦

人文学部文化財論
講座教官

「弘前大学人文学部文化財論
　講座レクチャーシリーズ」

１１月１６日（土）
　狩猟採集民と弓矢

　考古学からみた弓矢

　

【トークタイム】

時　間　１３：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

７名弘前大学人文
学部文化財論
講座

一般（高校生
以上）

無　料

会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学教育
学部

不具合になったり壊れたりし
た身の回りの木製品を修理す
る作業を行いながら，森林や
木材に関する理解を深め，再
利用など実生活で活用する能
力を育てる。

教育学部　教授
 上　田　恒　司

「木を使う
 ―壊れたものを直して使う―」

６月２９日（土）
６月３０日（日）

時　間　１３：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

２名弘前大学教育
学部

一般

４,８００円

弘前大学教育
学部

学習指導要領「理科」におけ
る，新しい学力育成にも通じ
る科学観に基づいた授業展開
について考え，２１世紀が求め
る新しい「理科教育」につい
て模索する。

教育学部　助教授
 山　下　美　樹

「理科教育における新しい科学
観の育成について」

７月３１日（水）
８月 １ 日（木）

時　間　１０：００～１５：００

受講者主　催対象・参加費

１７名弘前大学教育
学部

現職教員およ
び教育関係者

５,８００円
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学教育
学部

受講者が邦楽に関する理解を
深め，それを教育現場で応用
できるように邦楽全般につい
て解説しながら，邦楽の聞き
方，邦楽器の特徴等について
学習する。

教育学部　教授
 浅　野　　　清

三絃奏者
 田　中　節　子

「教員のための邦楽講座」

８月１０日（土）
８月１１日（日）

時　間　１０：００～１５：００

受講者主　催対象・参加費

１５名弘前大学教育
学部

現職教員およ
び教育関係者

５,８００円

弘前大学教育
学部

代表的な作品分析の方法論を
紹介し，受講者に実際にそれ
を美術作品に応用してもらう
ことで，とくに主観的になり
がちな鑑賞をより客観的・理
論的なものに近づけていく。

教育学部　助教授
 芳　野　　　明

「鑑賞の授業のための美術作品
　解読実践」

７月２７日（土）
７月３０日（火）
８月 １ 日（木）

時　間　１３：００～１５：００ 受講者主　催対象・参加費

６名弘前大学教育
学部

現職教員およ
び教育関係者

５,８００円

弘前大学
第二体育館

地域教育の充実を目指し，器
械運動の特にできない児童・
生徒の幇助法を中心として，
体育授業を楽しく安全に行う
ことができるよう先生方に器
械運動を指導。

教育学部　教授
 清　水　紀　人

「先生のための器械運動指導講
座―特にできない児童・生徒
の幇助法を中心として―」

８月３１日（土）
９月 １ 日（日）

時　間　１０：００～１５：００ 受講者主　催対象・参加費

７名弘前大学教育
学部

現職教員およ
び教育関係者

５,８００円

鶴田町役場力を入れたり抜いたりしなが
らの人生，身のまわりに溢れ
ているすてきな宝物を見逃さ
ないように，ちょっと力を抜
いて身のまわりを眺めるコツ
を紹介。

教育学部　教授
 安　野　眞　幸

教育学部　教授
 奥　野　忠　徳

教育学部　助教授
 和　田　美亀雄

教育学部　助教授
 山　田　史　生

「生活の豊かさを求めて」

８月３１日（土）
　岩木山の神話
　 ―あなたは岩木山の山の神は安寿

姫だと知っていますか？―

　たのしい英語

　
９月７日 （土）
　管楽器の世界
　 ―西洋のラッパと東洋の竹笛とを

聴き比べる―

時　間　１３：００～１６：３０

受講者主　催対象・参加費

２９名弘前大学教育
学部・鶴田町教
育委員会共催

現職教員およ
び教育関係者

５,８００円



　　講演会・公開セミナー等
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

木造町役場

１１月２日のみ
弘前大学教育
学部

力を入れたり抜いたりしなが
らの人生，身のまわりに溢れ
ているすてきな宝物を見逃さ
ないように，ちょっと力を抜
いて身のまわりを眺めるコツ
を紹介。

教育学部　助教授
 北　原　晴　男
教育学部　助教授
 肥田野　　　豊

教育学部　助教授
 和　田　美亀雄
教育学部　助教授
 山　田　史　生

教育学部　助教授
 戸　塚　　　学

教育学部　講師
 佐　野　信　子

教育学部　助教授
 佐　藤　光　毅

教育学部　教授
 齊　藤　利　男

「生活の豊かさを求めて」

１１月２日 （土）
　『津軽の藍―歴史と科学』

１１月９日 （土）
　管楽器の世界
　―西洋のラッパと東洋の竹笛とを

 聴き比べる―

　
１１月１６日（土）
　年をとることに成功しよう
　 ―元気に年をとるために必要な運

動―

　太極拳への誘い
―その魅力、発見！―

１１月３０日（土）
　浮世絵の世界

　中世の十三湊はどのような都
市だったか

時　間　１３：００～１６：１５

受講者主　催対象・参加費

３３名弘前大学教育
学部・木造町
教育委員会共
催

一般

６,８００円

会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学
教育学部

生涯学習の視点から，地域に
おける自然・社会・生活・文化・
スポーツ等について考え，そ
の維持や発展の方向を探る。教育学部　講師

 高　橋　俊　哉

教育学部　助教授
 島　　　一　夫

教育学部　助教授
 北　原　啓　司

教育学部　助教授
 志　村　　　元

教育学部　教授
 難　波　完　爾

教育学部　教授
 後　藤　雄　二

「地域の生活と文化を科学する」

９月２１日（土）

　健康生活専攻の紹介

　スキー・スノーボードを科学
する（レベルアップ講座）

　芸術文化専攻の紹介
　津軽の芸術と文化

　地域生活を科学する
　　（地域生活専攻の紹介）
　
　技術

　数学

　人文地理学

時　間　１３：００～１７：００

受講者主　催対象・参加費

９名弘前大学教育
学部

高校生，高校
教員

無　料



（３）医学部

　　公開講座

 

－ 98 －

会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学
 第一体育館

キックの基本の練習を中心に
初歩的な技術指導を行います。
親子そろってボールを蹴る楽
しさを味わいながら仲間づく
り，家族の対話の機会を提供。

教育学部　教授
 麓　　　信　義

「親子でサッカーを」

　６月２９日（土）
　６月３０日（日）
　７月 ６ 日（土）
　７月 ７ 日（日）
　７月１３日（土）
　７月１４日（日）

時　間
　（土）１０：００～１２：００
　（日）１０：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

４０名弘前大学教育
学部

小学校３・４年
生とその親

無　料
（ただし，スポーツ
傷害保険料別途）

会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学医学
部コミュニケー
ションセンター

子供の健全な発育と成長を願
い，本講座では特に，子供の
「白血病」，「喘息」，「アトピー」，
「心の成長」を取り上げ，これ
らに関する最新の医学・医療
情報を紹介。

医学部　教授
 伊　藤　悦　朗

医学部附属病院　講師
 田　中　　　完

医学部附属病院　講師
 栗　林　理　人

医学部　助手
 原　田　　　研

「子供の健康と成長」

８月２３日（金）
　小児白血病の最新医療

８月２７日（火）
　小児ぜんそくについて

８月３０日（金）
　子供の養育環境と心の成長

９月 ３ 日（火）
アトピー性皮膚炎との上手な
付き合い方

　―皮膚科医からの提案―

時　間　１８：００～１９：１０

受講者主　催対象・参加費

３２名弘前大学医学
部

一般

４,８００円

弘前大学医学
部保健学科理
学療法学専攻
（前・医療技術

短期大学部）

いつまでも健康で動き回れる
ように体の機能を維持するた
めの基礎知識や方策について，
医師と理学療法士による講義
と実習を行い，すぐに日常生
活で役立つものを企画した。

　

医学部　教授
 三　浦　孝　雄
医学部　教授
 對　馬　　　均

医学部　助教授
 岩　田　　　学

医学部　助教授
 金　沢　善　智

医学部　助教授
 石　川　　　玲
医学部　講師
 尾　田　　　敦
医学部　助手
 對　馬　栄　喜
医学部　助手
 長谷川　　　至

「いつまでも健康で動き回るた
めのあれこれ」

９月６日（金）

　人は動くようにつくられている

　自由に動き回れるためには
　―知って得するからだの動きの　

 メカニズム―

　すこやかに老いるということは
　―老化と体力―

　健康に暮らすためには家も大切だ
　―動き回っても疲れない住宅―

　からだのやわらかさを保つた
めには（講義・実習）

　―ストレッチングの知識と実際―

時　間　９：００～１５：１０

受講者主　催対象・参加費

１８名弘前大学医学
部

一般

４,８００円



　　講演会・公開セミナー等
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学医学
部保健学科第
２講義室

臨床検査技師の業務内容を分
かりやすく解説するとともに，
検査技術科学専攻で行ってい
る最先端の医学研究を紹介す
る講演会。

医学部　教授
 高　見　秀　樹

医学部　教授
 木　田　和　幸

医学部　講師
 三　浦　富　智

医学部　助教授
 佐　藤　　　剛

医学部保健学科
検査技術科学専攻
全教官

「臨床検査ってなに？～現状と
将来性～」

 ６ 月２３日（金）

　医師からみた臨床検査の重要性

　環境問題と臨床検査の関わり

　最先端医療における臨床検査

　検査技術科学専攻の将来と就
職状況

　検査機器見学・実習紹介

時　間　１０：００～１５：１５

受講者主　催対象・参加費

４９名弘前大学医学
部保健学科検
査技術科学専
攻

高校生
（全学年）

無　料

弘前大学医学
部コミュニケー
ションセンター

公開講座との連動企画により，
引き続き「子供の健康と成長」
をメインテーマに，各専門領
域の講師による最新の医学・
医療情報を紹介する講演会。

医学部　助手
 水　谷　英　之

医学部　教授
 棟　方　博　文

医学部　教授
 神　谷　晴　夫

「子供の健康と成長に関する公
開セミナー」

 ９ 月 ６ 日（金）
　こどもの眼鏡，コンタクトレ
ンズ

 ９ 月１０日（火）
　日常みられる小児外来疾患

 ９ 月１３日（金）
　ペットによる寄生虫症
　―ペットの光と影―

時　間　１８：００～１９：１０

受講者主　催対象・参加費

２１名弘前大学医学
部

一　般

無　料

黒石市国民健
康保健黒石病
院

県内市町村の自治体病院や当
該地域の住民の方々の要望に
そったテーマでの健康・医療
に関する講演会。国民健康保険黒石病

院　脳神経外科部長
 真　鍋　　　宏

医学部　教授
 奥　村　　　謙

「健康・医療講演会」

１２月２１日（土）

　脳卒中の新しい治療

　心臓病の新しい治療

時　間　１６：００～１８：００

受講者主　催対象・参加費

１５０名弘前大学医学
部・黒石市国
民健康保険黒
石病院共催

一般，医療機
関関係者等

無　料

八戸市立市民
病院医学部　教授

 保　嶋　　　実

医学部　助教授
 福　田　眞　作

 １ 月１１日（土）

　遺伝子診断

　内視鏡の話

時　間　１４：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

１００名弘前大学医学
部・八戸市立
病院共催

一般，医療機
関関係者等

無　料



（４）理工学部

　　講演会・公開セミナー等
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

三沢市立三沢
病院医学部　教授

 棟　方　博　文

医学部　助手
 津　田　英　一

２月１５日（土）

　小児の外科的疾患

　生涯スポーツとケガ

時　間　１４：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

８０名弘前大学医学
部・三沢市立
三沢病院共催

一般，医療機
関関係者等

無　料

会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学
 理工学部

数学の啓蒙を目的として，数
学のおもしろさと多様性を理
解してもらう講座。

理工学部　教授
 倉　坪　茂　彦

理工学部　教授
 榊　　　　　真

理工学部　教授
 中　里　　　博

「夏休みの数学２００２」

８月５日（月）
　指数・対数関数の導入について

８月６日（火）
　平面図形と数値計算

８月７日（水）
　楕円，放物線，双曲線
　―２次曲線についての光学とポン

スレの定理―

　

時　間　１０：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

２４名弘前大学理工
学部

中・高等学校
の数学担当教
員，小学校教
員，高校生，
一般

無　料

弘前大学理工
学部，農学生
命科学部，教
育学部

化学実験を通じて「化学」の
おもしろさを身近に感じなが
ら２１世紀の「夢」を語り合う
講座。

理工学部　教授
 田　尻　明　男

理工学部　教授
 須　藤　新　一
教育学部　助教授
 北　原　晴　男
農学生命科学部　助教授
 橋　本　　　勝

理工学部　助手
 川　上　　　淳

理工学部　助教授
 長　尾　至　孝

理工学部　助教授
 喜　多　昭　一

「化学への招待―夢化学２１―」

８月１日（木）
　ものの形と右・左
　 ―アリスもビックリ，鏡の国のミル

クの味―

　高分子ゲルとは何か
　
　藍草をつかった化学実験

　コンピュータで分子の性質を
考えてみよう

　果物のにおいを作る
　ルミノールを用いた化学発光
反応

　朱に交われば赤くなる
　―周りからの情報を受け取る分子―
　
　光学活性って何？

時　間　１０：００～１６：３０

受講者主　催対象・参加費

６０名弘前大学理工
学部

中学生，高校
生，一般

無　料



（５）農学生命科学部

　　講演会・公開セミナー等
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

八戸市公会堂
文化ホール

農学生命科学部教官の研究分
野の最新情報を公開するとと
もに，一般市民との交流を図
り，知識の啓蒙に貢献するこ
とを目的とした講座。

農学生命科学部　教授
 新　関　　　稔

「八戸市民大学講座」

 ９ 月 ５ 日（木）
　遺伝子組替え食品は安全か

時　間　１８：３０～２０：００
受講者主　催対象・参加費

２６５名弘前大学農学
生命科学部・
八戸市教育委
員会共催

一般，高校生

無　料

弘前大学農学
生命科学部

農学生命科学部教官の研究分
野の最新情報を公開するとと
もに，一般市民との交流を図り，
技術協力や知識の啓蒙に貢献
することを目的とした講座。

農学生命科学部　教授
 武　藤　　　 

遺伝子実験施設　助教授
 赤　田　辰　治

医学部　教授
 中　澤　　　満

農学生命科学部　教授
 淺　田　芳　宏

農学生命科学部　助教授
 石　川　隆　二

農学生命科学部　教授
 新　関　　　稔

昊笠

「遺伝子を科学する」

１０月１９日（土）

　遺伝と遺伝子とは

　遺伝子工学とは

１０月２６日（土）

　人 ゲ ノム と 人 間 の 遺伝病に つ い て
　―眼の遺伝病を中心にして―

　微生物の遺伝子工学

１１月 ２ 日（土）
　お米の DNA はどこまでわかっ
たか
　―イネゲノム解析の現状と未来―
　遺伝子組み替え食品は安全か

時　間　　１３：３０～１６：４０

受講者主　催対象・参加費

５４名弘前大学農学
生命学部

一般，高校生

無　料

藤崎町文化セ
ンター

附属農場および大学で得られ
た研究成果と最新情報を広く
リンゴ栽培農家に公開した。

農学生命科学部　教授
 福　田　博　之

農学生命科学部附属
生物共生教育研究セ
ンター　助教授
 伊　藤　大　雄
農学生命科学部　教授
 高　橋　照　夫

農学生命科学部　助教授
 澁　谷　長　生
農学生命科学部　教授
 元　村　佳　惠
農学生命科学部　教授
 奥　野　智　旦

「リンゴを科学する」

１２月１０日（火）

　リンゴ栽培は本当に省力化す
べきなのか

　地球温暖化と青森県の農業

　

リンゴ栽培と情報の活用
　 ―情報をどう生かすか―

１２月１１日（水）

　リンゴの販 売 戦 略、こ れ が ポ イ ント

　リンゴの硬さ・軟らかさ

　リンゴの性質を分子（化学物質）
のレベルで調べる

　 ―タンパク質や多糖の様 な々働き―

受講者主　催対象・参加費

１００名弘前大学農学
生命科学部附
属生物共生教
育研究セン
ター・藤崎共
催

リンゴ生産者
およびその関
係者

無　料
（テキスト代実費）
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農学生命科学部附属
生物共生教育研究セ
ンター　教授
 塩　崎　雄之輔

農学生命科学部　教授
 安　藤　喜　一

１２月１２日（木）

　樹勢，葉面積と果実の収量，品質

　殺虫剤散布と リ ン ゴ害虫の変遷

時　間　１０：００～１６：３０

弘前大学農学
生命科学部附
属生物共生教
育研究セン
ター藤崎農場

各地域のリンゴ農家が集まり，
疎植開心形樹，矮化樹の剪定
を行いながら，地域の特徴，
手法の違いを学ぶ場を提供し
た。

県内外の著名な剪定
者３５名

「リンゴ剪定技術交流会」

　１月１４日（火）

　１月１５日（水）

受講者主　催対象・参加費

８９名弘前大学農学
生命科学部附
属生物共生教
育研究セン
ター・リンゴ
剪定技術研究
会共催

リンゴ生産者
およびその関
係者

無　料

弘前大学農学
生命科学部附
属生物共生教
育研究セン
ター金木農場

附属農場および大学で得られ
た研究成果と最新情報を金木
町民に広く公開した。

農学生命科学部　助教授
 澁　谷　長　生

農学生命科学部　教授
 卜　藏　建　治

農学生命科学部　教授
 青　山　正　和

農学生命科学部　教授
 福　田　博　之

理工学部　教授
 稲　村　隆　夫

農学生命科学部　助教授
 工　藤　啓　一

農学生命科学部　教授
 豊　川　好　司

「学ぼう・考えよう明日の農業
のために」

２月２７日（木）

　米づくり
　―何が変わり，どう対処すべきか―

　津軽地方における施設園芸の
問題点

　土に有機は必要か

　寒冷地のハウス栽培

２月２８日（金）

　風力発電の概要と金木町にお
けるフィールド実験

　環境保全と省エネを目指した
稲作への取り組み

　農業生産技術革新・畜産の展
開と人間文化の発展

時　間　１０：００～１６：４０

受講者主　催対象・参加費

７２名弘前大学農学
生命科学部附
属生物共生教
育研究セン
ター・金木町
産業振興会
議・金木町共
催

金木町農業関
係者および町
民

無　料



（６）総合情報処理センター・教育学部附属教育実践総合センター

　　講演会・公開セミナー等
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会　場内　　　　　容講　　師名称・開催日

弘前大学総合
情報処理セン
ター

インターネットでは個人が簡
単に情報を発信することが可
能です。そのためには自分の
ホームページが必要です。
ホームページの作り方を初歩
からゆっくり学ぶ。

教育学部附属教育実践
総合センター　教授
 小　山　智　史

「ホームページ作成」

９月１４日（土）

時　間　９：００～１６：００

受講者主　催対象・参加費

５８名弘前大学総合
情報処理セン
ター・教育学
部附属教育実
践総合セン
ター共催

教員，中学生，
高校生，一般

無　料



３．情報提供

　生涯学習教育研究センターでは、主として（１）ポスター・パンフレット・チラシでの広

報、（２）ホームページでの情報提供、をおこなっています。いずれも、公開講座・講演

会・シンポジウムなどの事業に関する情報が中心になっています。また、パンフレット

『弘前大学で生涯学習を』の場合には、公開講座などの事業に関する情報提供の他に、共

同研究・受託研究、科学技術相談、パートタイム学生（科目等履修生・聴講生）の募集、施

設の開放（附属図書館の利用など）、附属病院でのボランティア募集、といった情報も掲載

されています。いわば、「大学開放」の「総合案内」となっています。

　また、近年急速にインターネット利用者が増大していると言われています。それは、若

い世代がパソコン、携帯電話で利用する、ということもありますが、これまであまり利用

することがなかった世代での利用も、確実に増大していることを意味しているようです。

公民館で開催される「パソコン講座」には、初心者向けの場合、中高年の参加も多いようです。

　生涯学習教育研究センターでは、こうした状況をふまえ、「広報」や「情報発信」にも力

を入れていきたい、と考えています。
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Ⅲ．センター関連規則等



１．センター関連規則
　（１）弘前大学生涯学習推進委員会規則

最終改正　平１２．３．１４　

　（設置）

第１条　弘前大学（医療技術短期大学部を含む。以下「本学」という。）に、生涯学習社会

における本学の在り方を総合的に検討し、生涯学習を推進することを目的として、弘前

大学生涯学習推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。

　（審議事項）

第２条　委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

　（１）生涯学習の推進についての基本方針に関すること。

　（２）生涯学習に係る企画及び立案に関すること。

　（３）生涯学習教育研究センター（以下「センター」という。）の管理運営の基本方針に関

すること。

　（４）センター長及びセンター教官の人事に関すること。

　（５）その他生涯学習の推進に関すること。

　（組織）

第３条　委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

　（１） 学長が指名する副学長（以下「副学長」という。）

　（２） 各学部長

　（３） 附属図書館長

　（４） 附属病院長

　（５） 医療技術短期大学部部長

　（６） 事務局長

　（７） センター長

　（８） 前各号に定めるもののほか、委員会が必要と認めた者  若干名

２　前項第６号の委員は、前条第４号の審議には、加わらないものとする。

　（委員長、副委員長）

第４条　委員会に委員長を置き、副学長をもって充てる。

２　委員会に副委員長を置き、委員の互選によって選出する。

 ３　委員長は、会議を招集し、その議長となる。

 ４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。

　（会議）

第５条　委員会の会議は、委員の３分の２以上の出席をもって成立する。

 ２　委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。

（委員以外の出席）

第６条　委員会が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聞くこと
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ができる。

　（専門委員会）

第７条　委員会に専門的事項を調査し、又は企画、立案若しくは実施するため、専門委員

会を置くことができる。

２　専門委員会の委員長は、委員会の審議に加わるものとする。

３　専門委員会の名称、組織及び運営については、委員会の議を経て別に定める。

　（庶務）

第８条　委員会の庶務は、総務部研究協力課において処理する。

　（その他）

第９条　この規則に定めるもののほか、生涯学習の推進に関し必要な事項は、委員会が別

に定める。

　　附　則

　この規則は、平成７年４月１８日から施行する。

　　附　則

　この規則は、平成８年５月１１日から施行する。

　　附　則

　この規則は、平成９年１０月１日から施行する。

　　附　則

　この規則は、平成１０年９月１日から施行する。

　　附　則

　この規則は、平成１１年４月１日から施行する。

　　附　則

　この規則は、平成１２年４月１日から施行する。
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　（２）弘前大学生涯学習教育研究センター規則

最終改正　平１１．３．３１　

　（趣旨）

第１条　この規則は、弘前大学学則（昭和４０年規則第３号）第９条の規定に基づき，弘前

大学生涯学習教育研究センター（以下「センター」という。）に関し、必要な事項を定め

る。

　（目的）

第２条　センターは、学内共同教育研究施設として、生涯学習に関する教育（医学及び保

健に関することを含む。）及び研究を行い、地域における生涯学習の振興に資することを

目的とする。

　（業務）

第３条　センターは、次の各号に掲げる業務を行う。

　（１）生涯学習に関する教育内容・方法の研究

　（２）社会人を対象とする公開講座等の生涯学習事業の実施

　（３）生涯学習指導者の養成

　（４）生涯学習に関する情報の収集及び提供

　（５）生涯学習に関する相談事業

　（６）生涯学習に関する調査・研究報告書等の刊行

　（７）メディカルコミュニケーションセンターの業務に関すること。

　（８）その他生涯学習に関すること。

　（職員）

第４条　センターに、次の各号に掲げる職員を置く。

　（１）センター長

　（２）専任教官

　（３）その他必要な職員

　（センター長）

第５条　センター長は，本学の教授をもって充てる。

２　センター長候補者の選考は、弘前大学生涯学習推進委員会（以下「推進委員会」とい

う。）の議に基づき、学長が行う。

３　センター長の任期は、２年とし、再任を妨げない。

４　センター長は、センターの業務を掌理する。

　（専任教官）

第６条　センターの専任教官の選考は、推進委員会の議に基づき、学長が行う。

（センター協力教官）

第７条　センターに、センターが行う事業を円滑に実施するため、センター協力教官を置

くことができる。

２　センター協力教官の任期は、担当する業務が終了するまでの期間とする。

３　センター協力教官は、学長が任命する。
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　（運営委員会）

第８条　センターの運営に関する具体的事項を審議するため、弘前大学生涯学習教育研究

センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）を置く。

２　運営委員会の組織及び運営については、推進委員会の議を経て学長が別に定める。

　（事務）

第９条　センターの事務は、当分の間、総務部研究協力課において処理する。

　（その他）

第１０条　この規則に定めるもののほか、センターに関し必要な事項は、推進委員会が別に

定める。

　　附　則

１　この規則は、平成８年５月１１日から施行する。

２　この規則施行後最初に任命されるセンター長の任期は、第５条第３項の規定にかかわ

らず、平成１０年３月３１日までとする。

　　附　則

　この規則は、平成１１年４月１日から施行する。
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　（３）弘前大学生涯学習教育研究センター運営委員会内規

最終改正　平１２．３．１４　

　（趣旨）

第１条　この内規は、弘前大学生涯学習教育研究センター規則（平成８年規則第３０号）第

８条の規定に基づき、弘前大学生涯学習教育研究センター運営委員会（以下「運営委員

会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。

　（組織）

第２条　運営委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

　（１）センター長

　（２）学長が指名する副学長

　（３）センターの専任教官

　（４）各学部及び医療技術短期大学部から推薦された教官　各１名

　（５）前各号に定めるもののほか、運営委員会が必要と認めた者　若干名

２　前項第４号及び第５号の委員は、学長が任命する。

　（委員の任期）

第３条　前条第４号の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。

２　前項の委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。

３　前条第５号の委員の任期は、運営委員会がその都度定めるものとする。

　（委員長）

第４条　運営委員会に委員長を置き、センター長をもって充てる。

２　委員長は、会議を招集し、その議長となる。

３　委員長に事故があるときは、委員長の指名した委員がその職務を代理する。

　（会議）

第５条　運営委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。

２　運営委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。

　（委員の代理出席）

第６条　委員に事故があるときは、当該委員の指名した者が委員として代理出席すること

ができる。

　（委員以外の出席）

第７条　運営委員会が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴く

ことができる。

　（専門委員会）

第８条　運営委員会に専門的事項を調査し、又は企画、立案若しくは実施をするため、専

門委員会を置くことができる。

２　専門委員会の名称、組織及び運営については、運営委員会が別に定める。

　（報告）

第９条　運営委員会において審議した事項は、生涯学習推進委員会へ報告するものとする。
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（ ）平成８年５月１１日

制 定



　（庶務）

第１０条　運営委員会の庶務は、当分の間、総務部研究協力課において処理する。

　（その他）

第１１条　この内規に定めるもののほか、センターの運営に関し必要な事項は、運営委員会

が別に定める。

　　附　則

１　この内規は、平成８年５月１１日から施行する。

２　この内規施行後最初に任命される第２条第１項第３号の委員の任期は、第３条第１項

の規定にかかわらず、学長が指定する概ね半数の委員については平成９年３月３１日まで

とし、その他の委員については、平成１０年３月３１日までとする。

３　弘前大学生涯学習推進委員会専門委員会内規（平成７年５月１５日制定。以下「専門委

員会内規」という。）は、廃止する。

４　この内規施行の際、専門委員会内規に基づく公開講座運営委員会委員は、前項の規定

にかかわらず、当該委員会の業務が運営委員会に引き継がれるまでの間、第２条第１項

第４号に規定する運営委員会委員として、引き続きその職務を行うものとする。

　　附　則

　この内規は、平成９年１０月１日から施行する。

　　附　則

　この内規は、平成１０年９月１日から施行する。

　　附　則

　この内規は、平成１１年４月１日から施行する。

　　附　則

　この内規は、平成１２年４月１日から施行する。
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２．機構・組織図
　センターの運営は、「弘前大学生涯学習推進委員会」（学長が指名する副学長（以下「副

学長」という。）、各学部長、附属図書館長、附属病院長、医療技術短期大学部部長、事務

局長、センター長によって構成）の下、副学長並びに各学部及び医療技術短期大学部から

推薦された委員とセンター長並びに専任教官が構成員となった「弘前大学生涯学習教育研

究センター運営委員会」で、全学的な視点から検討されることになっています。
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３．地図・連絡先
　文京町地区　　　　　　　　　　　　　　　　　 本町地区

弘前大学生涯学習教育研究センター
　　　〒０３６-８５６０　弘前市文京町１番地
　　　ＴＥＬ（０１７２）３９－３１４８〈直通〉
　　　ＦＡＸ（０１７２）３９－３１４８

分室（医学部コミュニケーションセンター）
　　　〒０３６-８２０３　弘前市本町４０－１
　　　ＴＥＬ（０１７２）３９－５２４０〈直通〉
　　　ＦＡＸ（０１７２）３３－４０５６

弘前大学生涯学習教育研究センター
　　　〒０３６-８５６０　弘前市文京町１番地
　　　ＴＥＬ（０１７２）３９－３１４８〈直通〉
　　　ＦＡＸ（０１７２）３９－３１４８

事務局　総務部研究協力課研究協力係
　　　〒０３６-８５６０　弘前市文京町１番地
　　　ＴＥＬ（０１７２）３９－３９０４～５
　　　ＦＡＸ（０１７２）３９－３９１９



編　集　後　記

　言うまでもなく、「大学開放」ということと、生涯学習教育研究センターが実施している

事業とは、イコールではありません。大学によって事情は異なるのは当然ですが、「大学開

放」の一翼をセンターが担っている、という関係にあります。

　とはいえ、今回の『年報』に掲載された論文に示されているように、「大学開放」あるい

は「地域貢献」ということで大学が地域から期待されていることは、極めて多様です。企

業の中では、大学に技術開発・技術移転、共同研究などを期待しているものが多いのも事

実です。しかし、職員研修の必要性が痛感されており、そうしたニーズに応えるリカレン

ト教育やキャリアアップ教育の展開も、今後は積極的におこなっていく必要があると考え

られます。

　今回の『年報』が、「大学開放」に係わって、少しでも参考になれば、と思っています。

発行　平成１５年４月３０日

弘前大学生涯学習教育研究センター
　　　　　年報　第６号

発行　弘前大学生涯学習教育研究センター

　　　〒０３６-８５６０　弘前市文京町１番地

　　　�（０１７２）３９－３１４８

印刷　や ま と 印 刷 株 式 会 社

　　　〒０３６-８０６１　弘前市神田４丁目４－５

　　　�（０１７２）３４－４１１１
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